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口置1 日本船主協会第54回通常総会
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月本船主協会第54回通常総会》

鷲ざ臨 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・；試㌔穿

讐、畿隷隠麗麗慧拶・が拶繋

　当協会は、平成13年6月20日、日本海運倶楽

部で第54回通常総会を開催し、新会長に崎長保

英川崎汽船社長を選任するとともに第54回通常

総会決議案を全会一致で採択した。

　特に決議については、わが国商船隊の国際競

争力を強化し、経営環境の改善を図るため、主

要海運国との競争条件のイコールフッティング

を実現すると共に、安全航行の徹底と海洋汚染

防止体制の整備について取り組むことなどを強

調した提言としている。

△第54回通常総会の模様
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⑳⑳講

第54回通常総会決議

　世界経済の成長減速が懸念されるなか、わが

国においては景気回復が遅れ、経済の自律的回

復を図れず21世紀を迎えた。新世紀においても、

わが国が活力を保ち、国際的な地歩を揺るぎな

いものにしていくためには、将来への道筋を明

確にした上で、経済・社会全般にわたる溝造改

革が断行されなければならない。

　これまでわが国外航海運は、高度化、多様化

する輸送ニーズに適切に応え、わが国産業と国

民生活を支える物流インフラとして多大な貢献

を果たしてきた。この間、わが国外航海運企業

は、アジア経済の伸びと低廉なコストによって

急成長するアジア諸国海運企業との競争を余儀

なくされる一方、海運の特性に配慮した税制な

どρ）様々な強化策が講じられている先進海運国

企業との厳しい国際競争にも晒されてきた。各

海運企業は、これら諸外国企業との競争に勝ち

残るために、他産業に先駆けて強力な経営合理

化策をとるかたわら、積極的に海外展開を図る

などして、国民経済の負託に応えてきた。今後

とも効率的かつ安定的な輸送サービスを提供す

るためには、これらの外国企業と対等の競争を

行うための努力を継続する決意であるが、上記

海運国に比し競争基盤の面から見劣りする法制

・税制面のイコールフッティングの実現を強く

求めたい。

　内航海運においては、内航海運暫定措置事業

による過剰船腹の解消に努め、規制緩和や産業

構造転換に対応した構造改善を推し進めていく

ことが急務である。また、環境保全の観点から

もモーダルシフトの推進が望まれる。

　当協会は、海運業界にとって船舶の安全運航

は当然の責務であるとの認識に立ち、従来より

その徹底に努めている。今年／月には環境憲章

を策定し、業界全体として一層の環境対策を推

進していくこととした。今後も船舶の構造、設

備などのハードと、運航に係わるソフトの両面

にわたり、積極的に環境保全への取り組みを図

っていく所存である。　　　　　　　　　　　　一

　また、羽田空港の再拡張・首都圏第3空港整

備に代表される空港整備問題については、船舶

航行への影響が懸念されるところであるが、長

期的視野の下に、航行安全と日本経済の動脈で

ある海上輸送の確保および海洋環境保全の観点

から、関係方面に対し積極的に働きかけていく。

　われわれ海運業界は、経営の様々な課題の克

服に向け、これまでの慣行にとらわれることな

く主体的に取り組んでいく決意であり、下記項

目の実現をもってわが国海運の発展を期するも

のである。

　　　　　　　　　　記

1　わが国海運の競争力強化

　・税制をはじめとする諸制度のイコール・フ

　　ッティングの実現

　・グローバルな企業活動に即した適正な納税

　　制度の実現

　・実効ある国際船舶制度の実現

　・必要な財政資金の確保

2　経済・社会の変化に即した構造改革の実現

　・円滑な企業活動を阻害する各種規制の撤廃

　　・緩和

　・国際競争力のある港湾の実現

3　船舶の安全運航と地球環境保全に向けての．

　取り組み強化
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　・環境憲章に基づく環境保全対策の推進

　・安全運航の徹底と海洋汚染防止体制の整備

　・クオリティ・シッビングの推進と船舶リサ

　　イクルの促進

4　国際問題への適切な対応

　・外航船社問協定に対する独禁法適用除外制

　度の維持

・アジア船主フォーラム等の国際団体・機関

　での積極的活動

・国際的な動向に適切に対応した海技・労務

　体制の整備

以上決議する。

決議案提案趣旨

（前文について）

　わが国景気回復が遅れている状況下、21世

紀においてもわが国が活力を保ち、国際的な

地歩を揺るぎないものにしていくためには、

将来への道筋を明確にした上で、経済・社会

全般にわたる構造改革が断行されることが必

要である。

　外航海運は、先進海運国の企業と対等の競

争を行うための努力を継続する一方で、こう

した海運国と比べ競争基盤の面から見劣りす

る法制・税制面のイコールフッティングの実

現を強く求められている。

　内航海運においては、過剰船腹の解消に努

め、規制緩和や産業構造転換に対応した構造

改善を推進することが急務であり、環境保全

の観点からもモーダルシフトの推進が望まれ

ている。

　海運業界にとって船舶の安全運航は当然の

責務であり、当協会はかねてよりその徹底に

努めているが、今後ますます重要になる環境

問題とも併せて積極的に取り組んでいく所存

である。今年一月遅は環境憲章を策定してい

るが、今後も積極的に環境保全への取り組み

を図ることとしている。また、羽田空港の再

拡張・首都圏第3空港整備問題についても海

上輸送の確保および海洋環境保全の観点から、

関係方面に対し積極的に働きかけを行うこと

としている。

　われわれ海運業界は、経営の様々な課題の

克服に向け、これまでの慣行にとらわれるこ

となく主体的に取り組んでいく決意である。

（決議項目の内容について）

第一項　国際水準並みの競争環境整備、すな

　　　　わち、国際的イコール・フッテイン

　　　　グの実現等、わが国海運の競争力強

　　　　化のための施策を求めていく。グロ

　　　　ーバルな企業活動に即した適正な税

　　　　制の確立を関係方面に強く要望する

　　　　とともに、実効ある国際船舶制度の

　　　　実現、さらには船舶建造等に必要な

　　　　財政資金の確保などを求めていく。

第二項　社会・経済の急速な変化に即した構

　　　　造改革の推進により、実状にそぐわ

　　　　ない法制等の抜本的見直しと各種規

　　　　制の撤廃・緩和、さらには国際競争

　　　　力のある港湾の実現を求めていく。

第三項　船舶の安全運航と地球環境保全に向

　　　　けての取り組みをさらに強化してい

　　　　く決意を表していく。

第四項　国際問題への対応として、外航船社

　　　　問協定に対する独禁法適用除外の維

　　　　持を求めるとともに国際団体・機関

　　　　において積極的に活動することを表

　　　　明し、また、国際的な動向に対応し

　　　　た海技・労務体制の整備の必要性を

　　　　述べていく。
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副会長
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平成13・14年度役員

川崎汽船取締役社長

日本郵船取締役社長

商船三井取締役社長

東　京　タ　ン　カ　一
取　　締　　役　　社　　長

新和海運取締役社長

大阪船舶取締役会長

八馬汽船取締役社長
　　　（予　　　定）

理事（35名）

　旭海運取締役社長
　　第一中央汽船取締役社長

　　イースタン・カーライナー
　　取　　締』　そ窒　愚臣　談　　そ寛

　　八馬汽船取締役社長

　　出光タンカー取締役社長

　　飯野海運取締役社長

　　川崎近海汽船取締役会長

　　川崎汽船取締役社長

　　近海郵船取締役社長

　　北九州運輸取締役社長

　　国際エネルギー輪送 　　取　　景帝　　f気　　者ヒ　　長

　　国際マリントランス
　　ポー　ト取締役社長
　　栗林商船取締役社長

　　口偏タンカー取締役社長

　　明治海運取締役社長

崎長　保英聯

草刈　隆郎

鈴木　邦雄㈲

松永　宏之

鷲見嘉一㈲

小谷　道彦㈲

小林　宏志㈱

下玉利康雄

稲田　正三

高井　太郎

森岡　弘平

岡村　善晴噺）

太田　健夫

毛利　　盟

暗長保英

齋藤　正一

荒木　　敦（新）

廣瀬　忠邦

南野孝一

栗林　宏吉㈲

瀬戸　靖雄

内田　和．也

三菱鉱石輸送取締役社長

エム・オー・シーウエイズ
取　　締　　役　　社　　長

日本郵船取締役社長

日正汽船取締役社長

日産専用船取締役社長

日鉄海運取締役社長

大阪船舶取締役会長

三光汽船取締役社長

新和海運取締役社長

商船三井取締役社長

商船三井客船取締役社長

田渕海運取締役社長

太平洋海運取締役社長

太洋日本汽船取締役社長

反田産業汽船取締役社長

玉井商船取締役社長

東京船舶取締役社長

東京タンカー取締役社長

鶴見サンマリン
取締役社．長 雄洋海運取締役社長

監事（4名）

　佐藤汽船取締役社長

　　束朋海運取締役社長

　　東田海運取締役社長

　　日本造船工業会常務理事

泉　　浩
梅谷　．一・城㈱

草刈　隆郎

相澤　　達

住友　昭夫

川戸　　健

小谷　道彦

松井　　毅

鷲見嘉一

鈴木邦雄

宮暗　　通　　　一

田渕　訓生

石川　有一

田中　博・．一

反田　邦彦齢

玉井　洋吉

金盛啓太郎

松永　宏之

岩本　　剛㈲

甲斐　　勝

佐藤　忠男

三河　尚義

井高　大介　　　（

大石　捷郎蜥）

平成13年度事業計画

1　海運対策の推進

（1）イコールフッティング実現に向けた諸施策の実現

（2＞平成14年度海運関係予算

（3）サブスタンダード船の排除・クオリテイシ

　ッピング問題への対応

㈲　船舶解撤（シップ・リサイクリング）対策

　の推進

（5）外航中小船主に係る諸問題への対応

⑯　タンカーに係る諸問題への対応

（7）近海・内航海運対策

4§せんぎょうノ吻2001



〔8）客船に係る諸問題への対応

2．海運関係税制等の充実

（1｝海運関係税制等の拡充

（2｝国際課税連絡協議会

（3）外国税問題

㈲　海運企業の経理・財務問題

陶　平成12年度会員会社船舶設備資金借入状況

3．船員対策の推進

（1｝国際船舶制度推進に必要な外国人船員の資

　格取得の促進と95srCW条約への対応

〔2）外国人船員問題への対応

｛．3）船員教育および船員訓練機関のあり方につ

　いての検討

㈲　船員の社会保険制度への対応

〔5）船員職業安定法の改正への対応

圃　ILO条約改正への対’応

吻　アジア諸国との船員問題の検討

〔8〕その他

　・海技免状および関連資格取得対策

　・乗組員の安全対策

　・船員の福利厚生問題

　・その他の船員対策の推進

4．環境対策の推進

に｝環境保全全般に係る諸問題への対応

（2｝地球温暖化防止に関する諸問題

鋤　海洋汚染防止に関する諸問題

（の　海上災害防止対策

伺　大気汚染防止に関する諸問題

（6）バラスト水排出規制問題

5，国際問題への対応

（1｝外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度

（2／WTO海運問題

〔3〕EU地域規制の動き

（4＞アジア船主フォーラム（ASF）

（5）各国海運政策への対応

　①　米　国

　②その他諸国

倒　OECD海運問題

の　二国間海運問題

〔8＞国際海運関係機関および国内関係団体との

　連携・協調の維持

6．規制緩和問題への対応

7，法務保険問題への対応

（1）油濁補償体制の見直し

（2）IMO法律委員会

画　船舶に係る保険問題

㈲　その他

　・漁場油濁被害救済基金

8．輸出入・港湾諸手続きの簡易化ならびに1T

　化問題への対応

〔1＞ワンストップサービス実現への対応

（2）UN／EDIFAσrへの対応

9．港湾諸問題への対応

（1｝水先問題への対応

（2）港湾法・港湾労働法・港湾運送事業法改正

　後の諸問題

｛3）港運関係Joint　Report（対FMC）への対応

㈲　その他

　　・港湾ユーザーフィーへの対応

　　・内外の港湾関係諸料金問題への対応

　　・港湾の管理・運営のあり方（含、公社ター

　　ミナル問題）を巡る議論への参画

　　・コンテナ関連業務

せんきょう屠Ψ2α7エ§5



癖翻⑳

10，船舶の安全確保と運航の効率化

（1）船舶の建造および保船業務に関連する諸問題

（2＞海上人命安全条約（SOLAS条約）改正へ

　の対応

（3）ポート・ステート・コントロール（PSC）

　への’対応

㈲　舶用燃料油対策

（5＞海上無線通信の改善

㈲　その他

　・貨物の安全な積み付け、運送に関する諸問

　　題への対応

　・船舶修繕費および船用品費に関する調査

11．海上交通および港湾水路の安全対策の推進

（1）海賊防止対策

（2）海上交通安全対策

偶　マラッかシンガポール海峡の航行安全対策

㈲　その他

　・諸外国における運航規則に関する情報の収

集および周知

・国際紛争等に伴う船舶の航行安全対策の実施

・船舶の安全に関する情報の周知

12．外航労使協議への対応

13．首都圏第3空港問題への対応

14，広報活動の推進

〔1）オピニオンリーダー・マスコミ向け広報

（2）一般向け広報

（3｝学校・学生向け広報

㈲　会員向け広報

15　調査ならびに統計出版活動

〔1）政策関連調査の推進

（2）商船船腹ならびに海運等に関する資料・情

　報の収集と整理

崎長会長挨拶

　この度、皆さまのこ推挙により、会長職を務

めることとなりました暗長でございます。何分

非力の身でございますので、皆さまよりの絶大

なるお力添えを賜り、この大任を果たしてまい

りたく存じます。何とぞよろしくお願い申し上

げます。

　生田前会長におかれましては、船舶特別償却

や圧縮記帳制度をはじめとするわが国海運業の

安定的経営に必要な税制・制度の整備・改革に

努められたばかりでなく、日本および世界の海

運の将来への基盤作りのために、オピニオンリ

ーダーとして大変な熱意をもって海運発展に向

けた国際問の協調の必要性を各種国際会議を通

じて訴えられ、ご尽力いただきました。また、

海洋環境の保全と共に海賊問題や空港問題にも

取り組まれ、船舶航行の安全確保が国民生活に

いかに重要であるか内外に強くアピールされる

など、一方ならぬご苦労をいただきました。こ

の2年間にわたる多くのご功労に対し心より感

謝の意を表する次第です。

　さて、日本において経済回復への歩みは遅々

としており、ともすれば逼塞感の漂う現状を打

6⑮せんきょうノ雑砂2θ0エ
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冒せんと官民こぞって構造改革に懸命に取り組

んでおります。海運業界は物流における重要な

インフラを担う役割を負っているが故に、経済

・産業の動向に敏感にならざるを挿ません。ま

た、外航海運業はその性格上、単一国際市場で

の競争を余儀なくされ、早くから様々な合理化

を実施し経営の基盤強化に取り組んでまいりま

した。私は、こうした海運業界あげての合理化

努力の結果、低廉な運賃での良質なサービス提

供が可能になり、わが国海運が日本の貿易・流

通産業の増進に寄与してきたことに加え、絶え

ざる技術革新による安全確実かつスピディーな

輸送が日本および世界の産業を支えてきたこと

を強調したいと思います。21世紀に入りエネル

ギー・資源にはじまって日常生活物資に至るま

でモノの移動はますます活発化、多様化してい

くことは疑う余地もありません。こうした輸送

ニーズの変化に対応して国民生活、経済に貢献

していくことが日本海運の使命であります。本

日の総会決議におきまして、私どもが取り組む

べき最重要課題を掲げておりますが、いずれを

とりましても今後の海運産業の基盤を確固

たるものにするために重要なものです。こ

れら諸項目を実現していくに臨み、私が特

に強調しておきたい点を以下に簡単に申し

述べます。

　第一にわが国海運の競争力強化でありま

す。

　海運業を支えるソフトである効率的な事

業運営体制の構築など、自助努力は怠るこ

とができませんが、わが国外航海運業がグ

ローバルコンペティションに挑んでいくに

あたり、少なくとも諸外国と同等の条件で

競い合えるような制度・仕組みが必要であ

るということは海運界一致した願いであり、

まさに私達がイコールフッティングの実現を要

請している所以です。政府の経済財政諮問会議

が租税特別措置の聖域なき見直しを打ち出して

おりますが、諸外国が海運に対して講じている

強化策や税制・諸制度に比しわが国のそれらが

劣位にある状況を抜本的に見直すことが急務と

なっています。今年度は特に、真の国際的自由

競争に伍していくための恒久的かつ安定的な税

制、制度の確立を訴えていきたいと思っており

ます。船舶の特別償却制度をはじめとする海運

関係税制については、少なくとも現状より後退

することがないよう関係方面に強く求めていき

たいと考えております。

　また、装置産業の一面を有する産業としてハ

ードである船舶および関連機器・施設の整備も

当然の責務であります。海運各社は現在企業に

求められている資産の圧縮・スリム化など更な

る効率化を懸命に進めていますが、国際船舶を

核とするわが国商船隊の更なる整備を促進する

ため、関連する税制、予算、融資制度などの維

持、拡充に向けて、関係各位と共に努力したい

†ナA」宍」＝「為酒「9〃｝7麟7
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と考えます。

　第二に環境保全と船舶安全運航です。

　本年1月当協会は環境憲章を策定しました。

今後ともこの憲章に則り、当協会一丸となって

環境保全活動を推し進めてまいります。当然な

がら環境保全は常に地球的広がりで考えなけれ

ばなりませんから、国際的な視点を無視するこ

とはできません。海運関連環境対策を討議する

場においては、バランスを欠いた対策の実施が

実業を損ねることにならぬよう、国際的なコン

センサスを得ながらより良い環境作りを目指し

ていきたいと思います。船舶安全航行につきま

しては輸送貨物・乗組員の安全確保を第一義と

し今後とも徹底してまいります。

　第三にわが国海運が今後とも健全なる発展を

遂げていくための基本である船舶運航における

ソフト面の強化、とりわけ運航にかかわる要員

の技術向上であります。

　これは最近要請が高まっているクオリティ・

シッビングに密接に関係するものです。幸いに

して関係各位のご理解も深まり、わが国海運産

業が培ってきた優秀な海技を将来にわたって保

持、発展させる方途を真剣に考える気運が盛り

上がってきたと感じております。国際的視野に

立って適切なる体制の更なる整備、充実に努め

たいと存じます。

促進されるような施策の速やかな実施が望まれ

ます。

　差し迫った懸案事項に首都圏空港問題があり

ます。空港機能の整備の必要性は認識しており

ますが、船舶、航行の安全の確保は交渉の対象

とする事柄ではなく、崩すことのできない大前

提であることを常に念頭に置き、安全を脅かす

要因を取り除くために意を尽くすべきものと考

えますので、従来からの取組み姿勢を今後も堅

持していきたいと思います。　　　　　　　　．〔

　私は折にふれ「海運の森を育てる」という言

葉を引用させていただいておりますが、海運と

いう森を形成する木々は姿形が異なっても共生

して健全な姿で育つためには土壌・環境作りが

必要です。森全体が社会に貢献する役割は直接

・間接的に大きなものである一方、社会の協力

なくして森の将来を期するのは困難であろうと

思います。私は、関係する国際団体・機関での

海運関連事項の討議や先頃北京で開催されたア

ジア船主フォーラムの場での議論の高まりを、

共通して海運の重要性を再認識して国際的な枠

組みを作り上げようとする熱意の表れだと捉え

ております。こうした機会をとらえ、当協会に　　．へ

おきましても一層積極的な活動を展開し日本海

運産業の発展を皆さまと共に期したいと存じま

す。

　第四に内航海運の問題への取組みであります。

　平成10年5月に導入された内航海運暫定措置

事業の着実な実施と内航海運業の経営安定と構

造改善のための船腹需給の適正化促進を図って

まいります。同時に環境保全の観点から、モー

ダルシフトや再生資源輸送で内航海運の果たす

役割が大きくなろうかと存じますので、それが

　私は決意を新たにして、以上申し上げました

ことに全力を尽くしてまいる所存でございます

ので、皆さまのご指導ご支援を賜りますようお

願い申し上げます。
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国際会議レポート

1エリカ号事故を契機とした安全対策・STCW
条約ホワイトリストの追加などを検討
一lMO第74回海上安全委員会（MSC）の模様について一

．）

　IMO第74回海上安全委員会（MSC）が、平

成13年5月30日置ら6月8日置でロンドンの

IMO本部において開催され、エリカ号事故を

契機としたSOLAS条約の改正案が審議された

ほか、前回会合に続き、訂CW条約におけるい

わゆるホワイトリスト掲載国が追加公表された。

その主な審議内容は以下のとおりである。

1、エリカ号事故を契機とした安全対策の検討

（D　検査のための通路・交通設備の確保

　　近年の大型船では、貨物タンク、バラス

　　トタンクの内部など検査個所へのアクセス

　　が困難になっているとの問題が、エリカ号

　　事故を契機に指摘され、これを容易にする

　　ための設備の改善について審議された。

　　　現在、油タンカーに対しては負傷者救助

　　のための開口に関してSOLAS条約H一ユ

／12－2規則があり、これを改正してバラ

　ストタンク等に通行用足場など固定式のア

　クセス設備を設けるとともに、貨物区域内

　の区画での移動が容易にできるよう、開口

　部を一定寸法以上にすることなどが検討さ

　れた。技術的な基準の詳細については、来

　年3月開催の設計設備小委員会（DE）にお

　いて検討される。また、適用船舶は、2004

　年1月ユ日以降に建造される500総トン以

　上の油タンカーおよび20，000総1・ン以上の

　バルクキャリアとなったが、バルクキャリ

　アに関しては、当該適用日では既に設計済

　みの船舶について問題が生じるとの指摘が

　あり、併せて次回DEで検討することとさ

　れた。

／2｝船級．協会による検査強化策の採り入れ

　　エリカ号事故を契機として2000年11月に

軸乙　土　L二　　7　r　　AAn－魚　　（
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国際船級協会連合（IACS）が策定した検査

強化策を、IMOの検査強化プログラム

　（ESP）へ採り入れることが合意された。主

　な内容は以下のとおり。

①船齢15年以上のタンカーについて、加

　熱管を設竃しているタンクに隣接するす

　べてのバラストタンクは毎年内部検査を

　行う。

②船齢15年以上のタンカーおよびバルク

　　キャリアについては、中間検査は前回の

　　定期検査相当の検査とする。

③タンカーについては、貨物油管系、バ

　　ラスト水管系、原油洗浄管系の圧力試験

　　を行う。

④板厚計測は船級協会の検査員立ち会い

　　の下で行う，

　　改正規則は、来年5月開催のMSCで採

　択され、20G4年1月1日に発効の予定であ

　る。ただし、IACS加盟船級協会では、上記

　検査強化策を本年7月1日遅りIACSの統

　一規則として実施することとしている。

（3）燃料油タンクの保護

　　エリカ号事故の関連として、衝突、座礁

　などの時に燃料油の流出を最小限にするた

　め「燃料油タンクの保護」について検討す

　ることが新たな作業計画として認められ、

　次回DE小委員会から審議されることとな

　つた。

（4）避難水域（place　of　re血ge）

　　本年1月、ガソリン29，500トンを積載し

　て地中海を航行中のカストール号の甲板に

　亀裂が生じた。油抜き取り作業のため静穏

　な海域に移動しようとしたが、沿岸国から

　一様に拒否され、外洋での移送作業となつ

　た。漂流約35日後作業が無事完了し、幸い

　にして大事故に至らなかったものの、移送

作業のために必要な静穏な泊地が提供され

なかったことは非常に重要な問題であると

して、IMO事務局長より今次会合での検

討が提案された。

　海洋環境への配慮の重要性は認識された

が、沿岸国主権などとの法的問題点も認識

され、審議の結果、7月開催の航行安全小

委員会（NAV）において、非強制の2つの

ガイドライン（①避難水域の提供に関する

沿岸国のためのガイドライン、②遭難船に

係る危険性の評価に関するガイドライン）

を検討することとなった。

2．STCW条約ホワイトリストの追加

　95年改正訂CW条約の実施上、重要課題の

一つであった「ホワイトリスト」は、昨年12月

に開催された前回の海上安全委員会で公表され

ている（本誌平成13年1月号海運ニュースP．11

参照）。ホワイトリストとは、「95年改正訂CW

条約を遵守して資格を証明する制度が確立され

ていると認められる締約国のリスト」であり、

同リストから漏れた締約国の資格証明を持つ船

員については、船籍国の承認が得られないため、

ポートステートコントロール等において欠陥の

指摘を受ける可能性が高い。

　前回会合で公表されたリストには72ヶ国・地

域が掲載されたが、今次会合においては、その

後評価作業が完了した23ヶ国が報告された。「ホ

ワイトリスト国はすべて一括掲載する」との合

意に基づき、すでに前回公表された国を含めて

改めて別表のとおり公表された。

　これにより、訂CW条約締約国137ヶ国・地

域のうち95ケ国・地域がホワイトリストに掲載

されたが、未だ評価作業の完了していない国が

あるため、本年11月に予定されている第22回

IMO総会の開催時に臨時MSCを開催し、ホワ

10§せんきょうノ吻200エ



【別表】ホワイトリスト（MSC74に旧いて公表された95力国・地域）

アル　　ジ　　ェ　　リアノ、ン　　　ガ　　　リ一ポ一　　　ラ　　　ンド

アンティ　グアバーブーダ
アイ　　ス　　ラ　　ンドポル　　　ト　　　ガル

アル　　ゼ　　ン　　チンインド大韓　　　民国

オ　　一ス　　ト　ラ　　リアイ
　　、
刀@　ド　　不　　シアル一　　　　マ　　　　　ニア

ア　ゼル　バ　イ　ジ　ヤンアイ　　ル　　ラ　　ンド口シア

バ
タ、

マイランセントビンセント及びグレナディーン

バ　　ング　ラ　デ　ッ　シユイタ　　　　リアサモア

バル　　バ　　　ドスイス　　　ラ　　　エルセネ　　　　ガル

べル　　　　ギ一
ジヤ　　　マ　　　イカシン　　ガ　　ポ　　一ル

ブ
一　　　　　　　　　　　　　　　　　、　“

t　　　　　　ンル日本ス　ロヴェ　ニア共和国

ブル　　　ガ　　　リアキリ　　　　バスソロ　　モ　　ン　　諸島

風ナダラト　　　　ビア南ア　　　フ　　　リカ

チリリベ　　　　リアスペ　　　　イン

中　華人　民　共　和国リト　　ア　　　ニアスリ　　　ラ　　　ンカ

コロ　　　ン　　　ビアルク　セ　　ン　ブ　　ルグスウ　　ェ　　一　　デン

コ　　一ト　ジ　ボ　ア　一ルマレ　　　一　　　シアスイス

クロ　　　ア　　　チアモル　　　デ　　　イブタイ

キユ　　　　　　　一バマルタトンガ

キプ　　　　ロスマ一　シ　ャ　ル　諸島ト　リニ　ダ　一　ド　ト　バゴ

チ工コモ一　　リ　　シ　　ャステユ　　　ニ　　　ジア

デン　　マ　　一　　ク※1
メキ　　　　シコトルコ

工ク　　ア　　　ドルミク　ロ　ネ　シ　ァ　連邦ツバル

工ジ　　　　プトモロ　　　　　　ツコウク　　　ラ　　　イナ

工ス　　　ト　　　ニアミヤ　　　　ン　　　マ一連合　　　王　　　国※2

フイ　　　　ジ一
オラ　　　　ンダアメ　リ　カ　合　衆国

フイ　　ン　　ラ　　ンドニ　　ユ一　・　ジ　一　ラ　ンドウル　　　グ　　　アイ

フラ　　　　ンスノ一　　ル　　ウ　　ェ一バヌ　　　　　アツ

グル　　　　ジアパキ　　　ス　　　タンべネ　　ズ　　エラ

ドイツパナマべト　　　ナム

ガ一ナパプ　ア　ニ　ュ　一　ギ　ニアユーゴースラヴィア連邦共和国
ギリ　　　　シヤぺル一中華人民共和国（香港）※3

ホ
　、　“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿
刀@　　ン　　　ユ　　　フスフイ　　　リ　　　ピン

）

※1
※2
※3
※4

フェロー諸島を含む。

マン島、バミューダ、ケイマン諸島及びジブラルタルを含む。
準加盟

網掛けは、今次会合に於いてリストに掲載された締約国（23力国）。
）

機、船舶等）向けに作成された第3巻の船

舶への搭載を義務付けるSOLAS条約改正

案が審議され、承認された。本改正案は来

年5月開催のMSCで採択される予定であ

る。

イトリストの追加承認を行うこととなった。こ

の結果、ほとんどの国が「ホワイトリスト」に

掲載されるものと思われる。

（2｝海賊問題

　ω　地域セミナー後のフォローアップ会合

　　　IMOは、海賊等が頻繁に発生する地

　　域への専門家の派遣およびセミナーの開

3．その他

（1｝国際航空および海上捜索救助（IAMSAR）

　　マニュアルの強制的搭載

　　　航空を含めた捜索救助システムに関する

　　IAMSARマニュアルのうち、移動体（航空

廿A，宍よら　正7，ん9ρθア愈11
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催からなる海賊対策プロジェクトを昨年

完了させたが、その後の各地域の取り組

　みの進捗状況を見極めることが必要とし

　て、新たに評価・助言ミッションの派遣

　および地域会合の開催を行うこととし、

　第1回会合を本年3月にシンガポールで

　開催した。

　　この会合の模様が報告されるとともに、

　この結果を踏まえ、本年11月開催の第22

　回総会の決議案として作成した「海賊捜

　査コード」について審議された結果、関

　係政府は船舶に対する海賊および武装強

　盗に関して、発生状況等の警報をIMO

　へ報告すべきとする一部修正が合意され

　た。

（ロ｝幽霊船（phan亡om　ship）対策

　　ドイツ、香港、国際商工：会議所の海事

　局（IMB）等から、　phantom　ship対策と

1

内外情報

して、100トン以．．ヒのすべての旅客船お

よび300トン以上のすべての貨物船に対

し、海賊に強奪された船舶の発見に役立

てることを目的として、船体および機関

室の隔壁の見やすい場所にIMO識別番

号を刻印したプレートを取り付けること

を義務付ける条約改正案が提案された。

当協会は、全世界の対象船舶が数万隻に

及ぶのに対し、強奪される船舶は年間1

～2隻ほどであること、強奪事件が起き

ても当該船舶は検査が実施されない港や　　一

地域を狙って入港しているなどの点から、

費用対効果に乏しいことをわが国政府に

対し指摘した。

　MSCでの審議の結果、さらなる検討

が必要であるとして、来年4月開催の旗

国小委員会において検討することとなっ

た。

港湾のフルオープン化に向けシュミレーション
を策定し費用対効果を検証
　平成13年度「港湾物流効率化推進調査委員会」について一

　国土交通省海事局が主催する平成／3年度「港

湾物流効率化推進委員会」の初会合が6月21日

に開催され、港湾の24時間フルオープン化に向

け、シュミレーションを策定し、費用対効果な

ど検証していくこととなった。

　昨年度の「港湾物流効率化推進調査委員会」

のとりまとめでは、港湾荷役の更なる効率化・

サービスの向上を目指し、作業の共同化、さら

には集約・協業化の推進、港湾の24時間フルオ

ープン化の実現等、施策を強力に推進すること

等が打ち出された。

　さらに今春闘では本年4月に、日曜荷役の恒

久的実施、コンテナゲートオープン時間の延長

等が労使間で合意され、港湾の24時間フルオー

プン化に向けて大きく前進するとともに、日本

の港湾の活性化および国際競争力強化のための

第一．歩が踏み出された状況でもある。

　これらの状況を踏まえ、平成13年度の委員会

は港湾の24時間フルオープン化の早期実現を目

指し、港運事業者、自社、荷主、港湾管理者、

関係行政機関等の関係者が参画する委員会を再

度立ち上げ（新たな委員を追加の上）、話し合
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　　　いの場を設けるとともに、船社・荷主の具体的

　　需要、労働者の交代制に導入に伴う労働コスト

　　　の負担や波動性の吸収方策、個別の港湾事情、

　　　我が国における国際ハブ港湾のあり方等の諸課

　　　題について、具体的かつ実効性のある調査・検

　　　討を行う、としている。

　　　具体的には、現状の荷役体制に要するコスト

　　　を算出した上で、今春闘合意を当てはめた場合、

　　　高度な予約搬出入システムを導入した場合、完

　　　全フルオープン化した場合のそれぞれのパター

　　　ンについてコスト等を調査、比較分析していく、

）．@としている。また、予約情報システムに関して

　　　は、新たに実務レベルによるワーキンググルー

　　　プ（WG）を設置し、委員会の議論と平行してフ

　　　ルオープン化に対応可能な高度なシステムを検

　　　討していく、としている。現在、横浜港や博多

　　　港、北九州港などで予約搬出入システムが構築

されているが、これらは道路混雑の緩和やトラ

ックの有効活用を目的としてゲートとストック

ヤード問の連携によるものとなっている。この

ためWGでは、例えばヤード内オペレーショ

ンとの連携など、さらに高度化したものについ

ての検討を考えている。

　同調査では年度内に概ね3回程度委員会を開

催し取りまとめを行うとしており、次回は10月

頃に開催し、初会合時に委員より出された意見

も充分踏まえ、より詳細なシュミレーション計

画（案）を委員会に提示し、掘り下げた議論を

交わしたいとしている。

　なお、今年度についても国土交通省の茅野大

臣官房審議官が委員会の座長を務め、邦船社か

らは当協会港湾協議会の森委員長（MOLジャ

パン社長）が引き続き委員の立場として参加す

る。

．）

【資料】

　座　　・長

　委　　員
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平成13年度　港湾物流効率化推進調査委員会　委員名簿

　　国土交通省大臣官房審議官　茅野

　　㈹日本港運協会副会長兼理事長　　山下

　　㈹日本船主協会港湾．協議会委員長　　森

　　㈱経済団体連合会輸送委員会
　　物流効率化に関するワーキンググループ座長

　　㈹日本荷主協会常務理事

　　東京都港湾局長
　　横浜市港湾局長
　　神戸市港湾整備局長
　　国土交通省港湾局計画課長
　　国土交通省港湾局環境・技術課長

　　国土交通省海事局港運課長
　　国土交通省海上保安庁航行安全課長

　　財務省関税局業務課長
　　厚生労働省職業安定局建設・港湾対策室長

幸
利
樹

泰
文
和

松本　忠雄

河村　輝夫

斎藤　哲哉

金田　孝之

山本　信行

鬼頭平三

品川　正典

神谷俊広

黒田　晃敏

若狭正幸

楳葉伸一

　　（順不同、敬称略）
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　　　　これまでの要望のうち半数以上の規制緩和が達成

　　　　一これまでの当協会要望の規制緩和達成状況一

　当協会は平成7年3月より平成13年2月まで

12回にわたり、国土交通大臣（旧運輸大臣）や

政府の規制緩和推進母体に対し規制緩和要望を

行っている。政府は、これまで3回にわたり、

3ヵ年の推進計画を策定してきたが、その流れ

は、資料1のとおりである。

　こうした政府の規制緩和への取り組みのなか

で、これまで当協会が要望してきた項目は全77

項目あり、うち、措置済みまたは措置予定のも

のは35項目、一部措置済みまたは解決への道筋

がついたものは18項目、措置困難とされたため、

引き続き要望ないし要望に向けた検討を行うも

【資料1】

のは24項目となっており、当協会の活動により

港湾・船員・無線など多くの分野で規制緩和が

なされてきた。（資料2参照〉

　当協会は、船員保険の被保険者資格付与につ

いての見直しや船員職業紹介事業等の見直し、

港湾運送事業の主要9港以外の規制緩和といっ

た政策的重要項目が早急に解決され、輸出入・

港湾諸手続き全般の一層の簡素化など一部進展

がみられる事項についても更なる規制緩和が図

られるよう、関係省庁に対し、引き続き強力に

働きかけを行っていくこととしている。

政府の規制緩和の流れ（概要）

1．当初の「規制緩和推進計画」（平成7年度～9年度）

〈平成7年度〉

平成7年3月

平成7年4月

平成7年9月

平成7年11月

平成7年度末

く平成8年度〉

平成8年11月

平成9年2月

平成8年度末

〈平成9年度〉

平成9年12月

当協会　要望書提出①

当初5年間の規制緩和推進計画を平成7年度を初年度とする3ヵ年計画として前倒

し実施することを閣議決定。

当協会　緊急要望提出②

当協会　要望書提出③

「規制緩和推進計画」改定

当協会　要望書提出④

当協会　要望書提出⑤

「規制緩和推進計画」再改定

行政改革委員会の規制緩和小委員会が新3ヵ年計画の策定を政府に要請する最終報

告書を提出（12月で行革委任期切れ）

→　政府は平成ユ0年度を初年度とする新3ヵ年計画の策定を決定。

　　推進・監視機関として行政改革推進本部の下に規制緩和委員会を設置。
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平成10年3月27日　当協会　要望書提出⑥（会員アンケート実施。運輸大臣・政府の規制緩和委員

　　　　　　会委員長宛提出）

平成9年度末　「規制緩和推進計画」終了

2．新たな規制緩和推進3力漕計画（平成10年度～12年度）

〈平成10年度〉

　平成10年3月31日　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」の策定を閣議決定

　平成10年ユ0月20日　経済団体連合会　要望書提出（当．協会要望項目を含む）

　平成10年10月目　各省庁への要望提出期限

平成10年ユ1月30日　当協会　要望書提出⑦（運輸大臣・規制緩和委員会委員長宛提出）

　平成11年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表

平成1i年3月　当協会　中間公表に対する再要望を提出⑧

　平成11年度末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」改定

〈平成肩年度〉

　平成11年4月6日　行政改革推進本部規制緩和委員会が規制改革委員会と名称変更

　平成11年10月　経済団体連合会　要望書提出（当協会要望項目を含む）

　平成ユ1年10月29日　当協会　要望書提出⑨

平成11年10月末　各省庁への要望提出期限

　平成12年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表

平成12年2月29日　当協会　中間公表に対する再要望を提出⑩

　平成ユ2年度末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」再改定

〈平成12年度〉

　平成12年10月17日　経済団体連合会　要望書提出（当協会要望項目を含む）

　平成12年10月31日　当協会　要望書提出⑪

　平成12年10月末　各省庁への要望提出期限

　平成13年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表

　平成13年2月26日　当協会　中間公表に対する再要望を提出⑫

　平成／3年末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」終了

3．規制改革推進3力年計画（平成B～15年度）

平成／3年3月31日　「規制改革推進3ヵ年計画」策定

　平成13年4月1日、内閣府に「総合規制改革会議」設置（内閣府本府組織令に設置の根拠を持つ）

注）　「要望書提出①」という記述は、当協会の1回目の要望が国土交通大臣（運輸大臣）などに提

　　繊されたことを示す。
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【資料2】　これまでの全要望項目とその進捗状況（平成13年6月末現在〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）要望した後、取り下げたものは含まない。

1　措置済みまたは措置予定のもの

当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期
i所管官庁）

船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化
外航海運企業実態調査、

O航船舶運航実績報告書、外航船借受状況報告
曹ﾈどの提出書類の簡素化

平成13年度中に措置
i国土交通省、法務省、

﨎ｶ労働省）
．“■

｣戸内海に無規に立地する危険物
賴nに係るタンカーの安全対策確
�曹ﾌ廃止

確約書の提出義務の廃止13年3月措置
i国土交通省）

@　　　　　．■．一．・．一一一一． 一r

?ｯ物積載船の入港および荷役に
ﾛしての危険物貨物の荷役許容量
ﾌ見直し

危険物の荷役許容量が2倍まで緩和された13年3月措置
i国土交通省）

．「

?ｯ物を積載したコンテナ船に関
ｷる夜目入港制限および当該コン
eナの夜間荷役制限の緩和

　　　　－■「．．幽

@　放射線物質
A　火薬類

①　10年10月措置

A　13年3月措置
@（国土交通省）

．r

?ｯ物積載船の荷役終了後桟橋で
ﾌレーダーの試運転許可について　　　　　　　　　　　　．．一’一．

制限が廃止された13年3月措置
i国土交通省）

無線従事者第一級海上特殊無線技士、第三級海上無線通信
m等の試験で実施している「電気通信術（和文）」

ﾉついて、和文通話表を用いた通信の使用実態、
ｻ状における必要性を調査の上、電気通信術（和

ｶ）の試験の廃止の可否を検討し、その結果に
薰ﾃき所要の措置を講ずる。

13年6月20日施行
i総務省）

第一級海上特殊無線技士及び第三級海上無線通

M士に棚当する外国の資格を有する外国入が国
燒@規の知識を習得させることを目的とした養
ｬ過程を受講することにより容易にそれぞれの
相iを取得できるよう検討しその結果に基づき
蒲vの措置を講ずる。

13年6月20日施行
i総務省）

無線従事二選（解）任届の簡素化少なくとも毎年の無線検査時には、当用時期に
ｨける選任届を提出すればよいことになった。

13年1月6日から実施
i総務省）

一姫路・東播磨・菊間港の検疫港化　　　　　　　　■冒．幽．．
汢u港とはならなかったが、港の衛生状態を保

揩ｷるための経費の分撹（入港1回につき
Q2，000円）が廃止された。

12年4月実施

一．

fMDSS機器（EPIRB、SART、双方
?ｳ線電話）の陸上保守点検問隔
�Uカ月から1年に延長すること

12年6月借置

@　　　　「「「．幽．．i．．i一．
．港湾運送事業の規制緩和　　　　　　　　　　　　．．．・」

?ｳ港湾運送事業法施行
i主要g港のみ対象）

12年11月1日施行
i国土交通省）

r－■．．一

ﾎ油備蓄法に基づくGPS精度鑑
閧ﾌ廃止

　　　　　　　　　　「．幽し・i」．
fPSの精度の鑑定間隔が2年から3年に緩和
ｳれるとともに、2002年7月1日（予定）以降
ﾍGPSが条約上の義務設備となることにて、
ｸ度鑑定の必要はなくなった。

12年8月借．置
i経済産業省）

タンカーの入湾規制手続きの緩和任意乾舷における載貨重量を載貨重量トン数証

曹ﾌ裏面に記載することにより入団手続きの緩
aを図る

12年7月6日措置
i国土他日省）
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当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期
i所管官庁）

国際船舶の日本人船・機長2名配改正貿CW条約に定める他の締約国の会議資11年5月20日施行
乗体制の実現　　　　　　　　r一一一丁．．一．

格証明書の承認制度の実現（運輸省）　　　　　　　　　「

船舶法の見直し日本籍船を保有するための企業の取締役国籍制U年6月18日施行
限撤廃

幽

船舶局における短波帯周波数の指国際電気通信連合（ITU）で使用が認められた12年3月22日措置
定方式の見直し全ての周波数を記号化し、一括して指定するこ（郵政省）

とが可能となった。

海技免状の受験資格としての乗船改正訂CW条約に合わせる
　　　　　　　　　．
t年2月施行

履歴の見直し
・

．．u－．．幽．・

{邦に初めて入港するタンカーの2万5千総トン以上の液化ガスタンカーおよび12年10月描置

安全対策確約書提出義務の廃止22万重量トン以上のタンカーに対する安全対策（海上保安庁）

確約書を廃止
．．秩u「．

「

航海用具等の設置基準の緩和10年3月措置
L

無線方位測定機および無線電話遭10年措置

難周波数（2，182kHz）聴守受信機

等の設置義務の廃止
「．．幽i．．一一一一一一．「π．．．．

船舶検査についての船級協会等のこれまで政府が行っていた①10年7月措置
活用①救命設備、居住設備、航海用具等の検査を（運輸省）

日本海事協会が行えるようになった。②ユ0年5月措置
②　通信設備の検査を郵政省が認める認定点検（郵政省）

事業者が行えるようになった。
一一一．．黶｡■．．・・一．一一．一一一7．「－■．．戸

総ﾛ航海旅客船に係る検査の合理中間検査時、上架検査（ドック入り）に代え水8年1月措置
化中検査を可能とする

船舶検査問隔の改善
　　　　　　　　　． X年7月措置　　　　　　　　　．

船員法第80条第2項の食料表を定前回改正から20年以上経過していたため、実態9年4月告示
める告示の見直し　　　　　　　　　　　　　ゴ．．－「．

に合わせる

外国人船員の船員手帳の有効期間有効期間を2年→5年、本局に加え、一部の支
　　　　　　　　　一
W年4月措置．

および交付場所の見直し局でも交付
幽し幽

無線検疫についての船舶の衛生検検疫に係る手続きの迅速化8年4月措置
査受検義務の撤廃

「幽．國一．一．一一ゴ

｝船舶職員養成施設修了者に対する
鴛M記試験免除期間の延長

8年4月措．置

！一・

1船員手帳の健康証明書の見直し検査診断の指定医師数の拡大、有効期間の扱い
　　．．幽．一」r一一一一一一．■－．．一．一．

V年10月措置
の弾力化

「．

防火構造材料の認定手続きの簡素
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽．．
齟閧ﾌ要件を満たす外国試験機関等の検査デー・一．幽幽‘一 V年措置

化タがあれば運輸省（当時）の定める標準火災試
験を省略　　　　．一・．一一一一．一rTπ．幽し

／。MDSS関連機器。係。型式承認
　　　　　　　　　「
V年措置

（運輸省：当時）と型式検定（郵

政省：当時）の相互承認

GMDSS機器（EPIRB、　SA盟、双
　　．．7．．■．・」」一一一一一．．r「■．

D舶のボースンストアをシールドルームとして
　　　　　　　　　一
^1年5月措置

方向無線電話〉の船上での検査の利用することにより、GMDSS機工を修理工場
実施へ持ち込むことなく船上での検査が可能となっ

ｽ。
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当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期
i所管宮庁）

船舶国籍証書の検認手続きの簡素
ｻ

これまで船舶所有者である会社の役員全員の住
ｯ票の提示が求められていたが、船舶法の改正

ﾉ伴い、総役員数の2／3以上の提示で足りる
ｱととなった。　　　．．■－■．．」」」．一．一一一一．一一．．－．．幽．

／1年6月施行
i運輸省）

@　　　　　　　　．．i
．．．．．

t化ガ．スタンカーに対する「海上

h災マニュアル」保持義務の廃止
保持義務が廃止されたユ1年3月措置

@　　　　　　　　一L
夜間入港制限の緩和

@．ゴ「－罰．．

特定港における夜間入港制限については、許可
匇ﾔ1年の包括許可制度を導入し、運用を弾力
ｻ　　　　　　　　　　　　　　　r．．．一．國」．．．．

13年3月措置

Dr■－「．．．．

．．．．ゴ

[一．

_ブルハル化により15万総トン以
繧ﾆなる船舶の浦賀水道航路航行
ｧ限の見直し幽幽・．「．一一．一一一一「7「．■．幽し一「

ｻ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一．．．
D危険物を積載中のタンカーに対する昼間航行の

ｧ限は残るが、／5万総トン以上との理由による
ｧ限が廃止された。

12年3月措置

26万重量トン以上のタンカーの東

椈pへの入篭に係る手続きの迅速
当該規制の方法が、載貨重量トン数から実際の
ﾏ高へと変更され、現在主流の30万重量トン級
ﾌタンカーも二二が可能となった。

12年7月措置（

2．一部措置済みまたは解決への道筋がついたもの

当．協会要望項目措　　　置　　　内　　　容実　施　時　期
i所管官庁）

衛生管理者再講習受講者アフリカ西海岸にある港、ペルシャ湾に面する13年度検討・結論
港、カラチ港のいずれかを起点・終点又は寄港（国土交通省）

地とする航路（告示航路）については、貨物船
であっても、医師を配乗するか、．又は医師の配

乗に代えて通常の衛生管理者に加えて衛生管理
追再講習受講者である衛生管理者を配乗するこ
とが義務付けられているが、告示航路における
ﾟ年の疾病発生状況等根拠データを明らかにし

1
　

た上、見直しの必要性について検討する。
一一

|罰．■．一一一「．． O級海技士（電子通信）資格取得に必要な6か月の乗船履歴について、ユ3年度調査・検討・結

諸外国の実態を精査した上で、日本独自の過剰論

な規制があると認められる場合には、所要の措（国土交通省）

置を講ずる。
．．．．一■一」」ゴ．．一一一一一一一一一■7「「■．「．

危険物積載船舶の荷役時の船胃弱タンカーによる引火性危険物の荷役を行う岸壁13年度検討
安
距
離
の
緩
和
．
ゴ

の船問保安距離の緩和について検討を行う。（国土交通省）

．．

∑ﾛ判定基準の公表
　－罰．國・」．r

C事代理士試験、海技士（航海）、海技士（機13年度結論
関）、海技士（通信）試験、海技士（電子通信）結論に基づきできるだ
試験、小型船舶操縦士試験、水先人試験等の試け速やかに所要の措置。

験について合否判定基準を定め公表する。（国土交通三等）

．一一r

Vマルシップ混乗船に係る諸制度輪乗近代化深度化船の5名体制導入
．．u－■．．一・i．．一一一．一一一．．「－

の見直し
．．．「一．－一－閲．

外国籍船に乗り組む日本人船員の一部簡素化
船員保険被保険者資格継続のため
の「派遣認定」手続きの簡素化

．．
|．■．．ii

－「．－一．一． マルシップ乗船者に対する船員個一部削減・簡素化
票提出の廃止もしくは手続きの簡

f化
r「閲「幽．幽i．．．．．． ．．．．秩D．．幽．幽．L・

．．－「．一．」」」．」．．・i」．i．

雇入契約公認の簡素化対象船舶が拡大

ユ8§せんぎょう∫zの2001



当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期
i所管官庁）

甲板部職貝の三級海技士（電気通一部軽減11年7月借置
信）資格取得の容易化

水先料金体系、料金決定の仕組み夜間割増料金等の見直しの実施（その他の水先
　　　　　　　　r「
X年11月、水先部会に

の．見直し料金体系の見直しに関しては、水先料金問題検て承認
討委員会で審議）　　　　　　　　　　「「．幽i・（国土交通省）

水先業務の効率化同一湾内にある水先人会による足船の共有化を
実施　　　　一國」．一一一一一．一■．．．

航海実歴認定制度に関する申請手一部簡素化
　　　　　　　　．．
X年4月1日実施

続きの簡素化
（国土交通省）　　　　　　　　．．

日本籍船の船体保険等の海外保険日本籍外航船舶の海外付保の自由化実現（船舶8年度4月ユ日に改正
会社への直接付保不稼動損失保険は認められていないため、引き保険業法施行

続き要望している）（金融庁）　　　　　　　　．．「

コンテナ貨物の検量制度の見直し段階的削減で合意

船舶の譲渡許可国際船舶を対象とする届出．制に改正
．r．一一．

2万5千総トン以上の液化ガスタ瀬戸内海（友が島水道）についてのみ安全対策12年10月一一部措置

ンカーに対する航行安全指導およ確約書の廃止に伴い緩和。（運輸省〉

び安全対策確約書に基づく、東京東京湾、伊勢湾については引き続き要望中。

湾、伊勢湾、瀬戸内海への夜間入
出域制限の撤廃

2万5千総トン以上の液化ガスタ13年度に検討
　　　　　　　　　．．．
沒｢中

ンカーに対する海上交通安全法に（国土交通省）

基づく東京湾、伊勢湾への夜間入

出域制限の緩和について

ゴ．．「．■．國．・．．．．r
r．．．

瀬戸内海における危険物積載船を検討中

除く巨大船への航行管制の緩和

3．引き続き要望ないし要望に向けた検討を行うもの

当協会要望項目
／3年3月末発表の3か年計画における検討状況

そ　の　後　の

i捗状況等
輸出入・港湾諸手続き全般の一層通関情報処理システムと港湾EDIシステムは13年度
の簡素化及び真のワンストップサ13年度を目処に接続。（本措置では両システム（国土交通省、財務省、

一ビスの実現毎に入力・送信する必要がある等、利用者の負法務省など）

担は軽減されていないため、措置内容が不十分

である。シングルウィンドウ（ワンイン）シス
テムの整備を求める。）

港湾関係諸税（とん税、特別とん措置されず進展なし
税、船舶固定資産税）ならびに諸（国土交通省）

料金（入港料等）の適正化
．一．．一．一一「－．．

外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適措置されず進展なし
正化．．．．．．．r．・」．．「

（国土交通省）

．Tr．i・．．．．．「T．・．．．．

港湾運送事業の更なる（主要9港措置されず進展なし
以外の〉規制緩和（国土交通省）

幽・i．

船員保険の被保険者資格付与につ措置されず検討良
いての見直し（厚生労働省、国土交通省）

せん害．に5r仙2ρρ1髄Iq
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当協会要望項目搭　　　置　　　内　　　容
実　施　時　期
i所管官庁）

船員職業紹介事業等の自由化13年度に検討検討中
（国土交通省）

7一■「．．幽．一一’

蜚C無線従事者制度受講義務の簡措置されず進展なし
素化（総務省）

三級海上無線通信士認定講習に必措置されず進展なし

要な実歴要件の緩和（総務省）

三級海上無線通信士認定講習のう計画には記載されず検討r1’1

ち英語に係る講習時間の短縮（総務省）

船舶局無線従事者証明に係る講習措置されず進展なし
回数の増加（総務省〉

幽．一一一一一一一一一一一7一冒罰．幽■．

インマルサット船舶地球局の免許措置されず進展なし
人指定の見直し

（総務省）　　　一一一一「一．．．．．一

舶用トランシーバーの型式検定制措置されず進展なし
度の見直し（所管官庁不明）

ねずみ族駆除免除検査証書の有効13年度以降に検討検討中

期聞の延長（厚生労働省〉

マニラ港出港船に対する無線検疫計画には記載されず
　　　　「「．．幽．．幽．・i．．一一一一

i展なし
の実施（厚生労働省）　　　　　　　　　　　　　　　　．幽．幽iL．

内航海運（沿海船）の航行可能領計画には記載されず進展なし
域の拡大（国土交通省）（当方は措置済とは認

識していない）

航海実歴認定を受けた船長の乗り措置されず進展なし

組む全ての船舶に対する強制水先（国土交通省）

の免除

船舶不稼働損失保険の海外付保の措置されず
．■．．一．．．

i展なし
自由化（金融監督庁）

マルシップ外航客船の外国人乗組計画には記載されず進展なし

員の上陸許可期間の延長（法務省、国土交通省）（当方は措置済とは認

識していない）

日本二二でのカジノの自由化
　　．■．．．一・

[置されず進展なし
（法務省）

船舶登記制度と船舶登録制度の一13年度検討
　　　　　　　　．T「．．
沒｢中

元化（法務省、国土交通省）

船舶登記・登録の変更時手続きの
「幽．．幽幽L幽．．

P3年度検討
「幽．．一．

沒｢中
一元化（法務省、国土交通省）

国際船舶の海外譲渡、登録抹消に計画には記載されず
　　　　　　　　．■一」L一
i展なし

係る手続きの簡素化．（国土交通省）

．■．．幽．．「

日本での日本川船引き渡しに必要措置されず進展なし

な書類の簡素化（経済産業省）

船舶の建造許可に当たっての手続計画には記載されず
　　　　　　　　　．．．．
i展なし

きの一層目簡素化（国土交通省〉（当方は措置済とは認
識していない）
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各種調査・報告書欄
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瓢アンケートとヒアリングに見るコンテナ船社の問題意識

ぎ」定期航路を取り巻く環境変化と船頭経営の対応

蟻
i
｛
i
縁

1．アンケートとヒアリングに見るコンテナ船社の問題意識

　　　「定期航路を取り巻く環境変化と三社経営の対応」

　働海事産業研究所では、平成10年度と11年度

に「経営者マインド調査：最近の定航海運トピ

ックスに関するアンケート調査」を2回実施し

ているが、今回についても定航経営に関わる重

要トピックス（①船腹需給・運賃動向、②OSRA

　協議協定・同盟形骸化に対する三社の考え方、

③アライアンスと合併について、④rTによる

経営の効率化、⑤荷主サービスの高度化）につ

いて、アジアをはじめとする大手船社を対象に

アンケートおよびヒアリング調査を行い、変革

期における各社の意識と、経営のあり方を探っ

た報告書をとりまとめた。

1．はじめに

　昨年（20QQ年）、世界の主要コンテナ船社の業

績は順調に回復基調を辿った。各社の長年に亘

る合理化とコスト削減の努力が実を結んだのは

勿論であるが、最大の理由は、アメリカの好況

に支えられて世界的に荷動きが旺盛であったこ

とである。具体的には、2000年のアジアから北

米向けのコンテナ貨物量は、前年に比べて14％

余り伸びて、初めて700万TEUの大台に乗った。

旺盛な荷動きとそれに伴うスペース・タイトを

背景として、一定の運賃修復が行われたことも

船社の業績改善に寄与した。

　しかし、定航海運を左右するのは、果たして

アメリカの景気のような外的な要因だけだろう

か。それとは別に定航業界の内部においても、

構造的な変化が進みつつあるように思われる。

ここでは変化のポイントとして、以下の4点に

視点を据えることにしたい。

◆市場原理の考え方が定航海運において定着し

　つつあること

◆スケール・メリットを追求する動きが強まつ

　ていること

◆船川間に見られる「共通化」や「平準化」の

ぜんぎよう駕v2001⑤21



　傾向

◆業界の新たな秩序を模索する動き

　こうした変化はひとり定航海運に特有なもの

ではない。他の産業においても同じような動き

が生じているのはしばしば観察されるところで

あり、海運業界もまた、グローバルな資本のメ

カニズムから無縁ではあり得ないと考えられる

のである。かかる認識に立ち、本稿では、今春

世界の主要コンテナ船社10数社に行ったアンケ

ートとヒアリングの結果を踏まえて、舟航海運

における構造的な変化と、それに対する船社の

対応について考察してみたい。

2．市場原理への追い風

　1980年代以降、アメリカのレーガノミクスや

イギリスのサッチャリズムに代表されるように、

市場の原理を重視する市場主義的な傾向が欧米

を中心に強まった。回航海運においてそうした

動きを象徴するのが、99年に施行されたアメリ

カの「改正海事法」（Ocean　Shipping　Reform　Act，

以下OSRA）である。

　言うまでも無くOSRAの最大の特徴は、船社

大型コンテナ船竣工予想＝隻数ベース

　　一◆一4000～4999TEU
@　→トー5000～5999TEU
@　一一6000～6999TEU
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出所＝「Clarkson　World　Shipyard　MonitorDatabase」から

　　財団法人海事産業研究所が推計
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が個々の荷主と相対で個別に契約を結び、かつ

運賃や荷主名を公表しなくても良くなったこと

である。今回の調査でOSRAの影響について

船社の意見を尋ねたところ、「船社のサービス

改善を促進」し「荷主ごとに運賃や船社サービ

スの差が拡大する」という意見が比較的多く聞

かれた。一方、運賃決定については「船腹の需

給で決定されるものであり、OSRAによる直接

の影響は無い」という意見が大勢を占めた。全

体としてOSRAを肯定的に評価する意見が多

かったが、「船固が貨物や荷主を選択出来るよ

うになる」ので、「中小荷主にはOSRAの評判

が良くない」という指摘もあった。

3，スケール・メリット追求の動き

　最近、船守の問でスケール・メリットを積極

的に追求しようとする動きが顕著である。大型

コンテナ船の投入や、アライアンスやM＆Aに

よる経営規模の拡大がその端的な顕れである。

3．1，コンテナ船の大型化

　「ポスト・パナマックス型」と呼ばれる大型

コンテナ船の建造が近年著しい。これは積載量

で大体4千数百TEU以上に相当するものであ

るが、今年4月の時点で「Clarkson　World　Ship－

yard　Monitor　Database」から推計したところ

では、4千TEU以上の大型船の竣工予定（隻

数ベース）は1999年以降増加して、ピークとな

る2002年には百隻近くになると見られる。

　大型船投入の背景には、スケールメリットに

よりコストを削減したいという船社の基本的な

欲求があるが、それを可能にしたのは、世界的

な規模でアライアンスや大型M＆Aが進んで、

大型船の船腹を埋めるだけの貨物を集められる

ようになった事実がある。

　大型船を巡る関心事の1．つは、今後大型化が

どこまで進むかということである。現在の造船



技術では、1基1軸での最大船型は1万TEU

前後とされており、これを上回る大型化には2

基2軸が必要で、建造費がジャンプ・アップす

る。その他にも、極端な大型化は、コンテナ港

湾の物理的な制約や荷役の長時間化という問題

を孕み、スケール・メリットを減殺し兼ねない。

技術的に可能な最大船型と、経済的な最適船型

とは、必ずしも一致しないのである。

　これらを踏まえた上で、船社はコンテナ船の

大型化について、どのような見通しを持ってい

るのか。アンケートの結果を見ると、「（現時点

での最大船型を超える）8千TEU以上の大型

船が．．般化する」と考える船下は、太平洋航路、

欧州航路とも3分目1程度あるが、「大型化に

伴って配船形態が大幅に変わる」というところ

まで踏み込んで想定している船側はごく少ない。

　大型船を巡る今一つの問題は、大型船の大量

投入が、今後の荷動き動向と絡めて、船腹需給

に及ぼす影響である。2001／02年の船腹需給に

ついて、太平洋航路で約2割、欧州航路では約

4割の船社が「供給過剰」を予想しているが、

即時に「供給過剰は一時的なもので、2005年ま

での中期ベースでは需給ギャップは解消され

る」との見通しが多く聞かれた。過剰供給を引

き起こす直接の原因としては、ほぼ全社が「ア

メリカの景気失速」を挙げている。

　船腹需給と表裏の関係にある運賃水準につい

ては、アンケートの結果、現在の運賃水準に対

して船社の不満がまだ根強いことが判る。例え

ば太平洋航路では、束航、西航とも4割の田田

が、「現行運賃に不満で大幅な運賃引．．ヒげが必

要」と考えている。「或る程度の運賃引上げが

必要」と回答した船社を加えると、東回で7割、

西日では8割に達し、国社は、運賃の修復がま

だ不十分と考えているようである。この傾向は

欧州航路でも同様で、東回、西航とも8割前後

の船社が「大幅または或る程度の運賃引上げが

必要」と答えている。

3．2．経営規模の拡大

　　　　一アライアンスとM＆A一

　船社が経営規模の拡大を図る動きとしては、

アライアンスとM＆Aがある。アライアンスは、

各社が独立を保ちつつ、本船オペレーションを

中心にグローバルな協調体制を築いて、サービ

ス向上と合理化を目指すものである。これに対

してM＆Aは、さらに踏み込んでスケール・メ

リットを追求する究極的な手段と位置付けられ、

コスト競争力の強化と共に、シェア拡大による

市場での優位性の確保や、サービス向上に必要

な経営資源（ヒト、カネ、モノ）の集積を図る

ものである。近年、マースク／シーランド、P

＆0／ネドロイド、NOL／APLなど、国籍の違

う船社内で大型M＆Aが相次いだが、これは自

動車や金融など他産業でグローバルな統合が進

んでいるのと軌を一にするものである。

（1）　アライアンス

　　アンケ．一トでアライァンスに加入する船社

　の満足度を調べたところ、「海上部分でのオ

　ペレーション・コスト削減」、「Transit　time

　の短縮」、「サービスエリアの拡充」などの項

　目は相対的に高い評価となり、逆に「コンテ

　ナ・インベントリー情報の共有化」、「同コス

　トの削減」、「一般管理費の削減」、「セールス

　活動でのマーケット情報の共有化」などの項

　目は評価が低かった。経営の効率化という点

　から見て、アライァンスの機能が限定的であ

　ることを示すものと言えよう。また、今後ア

　ライアンスの機能強化が必要、あるいは可能

　な分野としては、「ターミナルでのオペレー

　ション」「コンテナ・インベントリー」「フィ

　ーダー」などを指摘する意見が比較的多く見

　られた。
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　　今後大型コンテナ船が多数竣工して、場合

　によっては一時的に船腹の需給が緩むかも知

　れない状況に対して、「既存のアライアンス

　の緊密化や機能強化が図られる」のか、それ

　とも「アライアンスの再編成や一社間の大型

　合併」というドラスティックな変化が起きる

　のか。古社の見方は分かれたが、「どの方向

　に進むかはアライアンスによって2極分化す

　る」との意見も見られた。

（2）M＆A

　　近年の船社問の大型M＆Aについて、船社

　は概ね肯定的に評価しているようである。ア

　ンケートの結果では、大型M＆Aは「定期船

　市場の安定化につながる」との意見が大勢を

　占め、「スケール・メリットを活かしてサー

　ビスの改善につながる」という意見も多かっ

　た。こうした見解は、これまで大型M＆Aに

　関わらなかった船社にも概ね共通しており、

　M＆Aという経営手法が海運業界で定着しつ

　つあることをうかがわせる。

　　しかし一方では、「異なる企業文化の克服

　や統合に伴う多額のコスト」などM＆Aに伴

　う問題の指摘や、「これ以上の合併の進行は

　市場の不安定化を引き起こしかねない」とい

　う懸念も一部で聞かれた。

4．船舶間の「共通化」「平準化」傾向

　船社に対するヒアリングの中でしばしば耳に

したのは、「90年代に繰り広げられた船社員の

過当競争と過度の運賃値下げは繰り返されない

だろう」、「採算を度外視したシェア拡大ではな

く、利益を重視する経営が必要」という意見で

あった。後者については「他社においても同様

な考え方（シェア拡大よりも利益を重視）のと

ころが増えて来た」との声も多く聞かれた。こ

うした意見が同盟船側、盟外船社を問わず共通
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している点は注目される。

　船社問で意識の共通化が見られるようになっ

たのには、次の2つの理由が考えられる、

（D　目口経営の成熟

　　海運業界に限らず一般に、ある企業が市場

　に新規に参入した段階では、生き残りを図る

　ため、まず、市場でのシェア確保を優先する

　であろう。そのためには業界の秩序を顧みず、

　安値攻勢も辞さないという経営姿勢は、往々

　にして様々な新規参入企業で見られるところ

　である。特に海運のようにイノベーションの

　機会が乏しい業界では、新規参入の船社が、

　相対的に安価な運賃を提示することで、荷主

　にアピールしょうとすることは想像に難くな

　い。

　　しかし、このような傾向は、企業のライフ

　サイクルの中で永続するものではない。企業

　が、市場で一定のシェアを確保して生き残り

　に成功すれば、次の段階には早晩、シェア拡

　大から利益重視へ経営を転換するのは、企業

　体力の点から見ても自然な流れである。

（2）コスト構造の「平準化」と経営環境の「共

　通化」

　　かつては船舶間で、同盟船社＝高コスト、

　盟外船社三三コストという格差がかなり明瞭

　に見られた。しかしその後、邦船社の例に見

る如く前者でコストのスリム化が相当進んだ

のに対して、後者では逆にコストの上昇があ

ったとされ、両者のコスト構造がかなり「平

準化」して来たと見られる。

　さらに変化を決定付けたのが、1997年のア

ジア通貨危機であった。アジア各国の経済環

境が悪化する中で、海運業界でもアジア系船

社を中心に、債権者や株主などの利害関係者

から利益重視の経営へ転換を求める．要求が高

まり、もはや採算を度外視したシェア拡大一



辺倒の経営は出来にくくなったと言われる。

これが経営環境の「共通化」である。以上の

要因が複合して、船社の意識の「共通化」が

進んだと考えられる。

5．新たな秩序の模索

　上に述べたような「共通化」をベースとして、

回航海運の新たな秩序を模索する動きが見られ

る。今回のヒアリングにおいても、同盟船社と

盟外船社が同じ議論の土俵に乗り、船社問で対

話の気運が醸成されつつあることをうかがわせ

る意見が聞かれた。

　具体的には、太平洋航路安定化協定（Trans・

paci癒Stabillzation　Agreement、以下TSA）など

船社間の協議協定が、船社日の対話促進と新た

な秩序作りへ向けて、一定の機能を果たすと思

われる。TSAなど協議協定に対する船守の評

価は、アンケートとヒアリングの結果、「太平

洋航路の経営環境が改善したのは、主として船

腹需給が改善したことによるが、協議．協定も、

船社聞の情報交換の場として有効であった」と

いう点におおむね集約されよう。

　その他、協議協定が「同盟に代わって新たな

海運秩序を確立する上で中心的な役割を担う」、

「BAF、　CAFなど運賃以外の周辺部分の環境

を整備する上で有効に機能する」という意見も

各々約3分の1程度の船社で見られた。

6，変革期における船社の課題

　以上、最近の定航海運における4つの構造的

な変化を概観したが、それは船社経営に何をも

たらすのであろうか。

　先ず考えられるのは、船社のコスト構造が平

準化し、経営環境が共通化する中で、かつて船

社間の運賃格差を形成した問題が相対的に縮小

し、代わって運賃以外の競争要因が重要性を増

すことである。運賃以外の競争要因とは、各船

社が荷主のニーズを的確に把握した上で、自社

サービスの独自性や、競会他社との差別化をい

かに有効に顧客にアピールするか、というもの

になるであろう。

　同社の経営戦略を例に上げるならば、一方で

は、海運の隣接部門たる内陸輸送や倉庫業に経

営を伸展させて、総合物流業を志向する戦略が

あり、他方ではこれに対置して、本業たる定航

部門に経営資源を集中的に投入して、IT化な

どをテコに、サービスの質的高度化を図るとい

う考え方がある。経営戦略としてどちらが正し

いか、という問題ではない。企業にとって利用

可能な経営資源が有限である以上、経営の軸足

をどこに置いて、経営資源を何に優先的に投入

するかという選択は、避けて通れないものであ

り、サービスの独自性や差別化の発想が求めら

れる所以である。

　構造変化に伴う今1つの問題点は、グローバ

ルな規模でスケール・メリット追求が進む中で、

各回社は、現実に進展する大型M＆Aの動きに

どう対応するかである。

　主要船出の経営形態には大別して、持ち株会

社の下でコンテナ船事業に特化するものと、一

社の中で定期船・不定期船・非海運などの部門

が有機的に結合して、全体としてのシナジー効

果を目指すものがある。前者では、コンテナ船

社間のM＆Aが比較的容易に行い得ると考えら

れるが、後者では、日航部門だけを分離して他

社と統合することは、かえって経営の有効性を

損なうとして抵抗が大きいであろう。そこには、

画一的に論じられない企業経営の難しさがある

が、競合他社が現実にM＆Aにより市場シェア

の拡大、荷主サービスの向上、コスト削減など

を積極的に進める中で、無策であることは出来

ない。自らも他社に伍して、M＆Aも辞さずス

廿A、宍士「　再，「、，9〆｝n7懸ワR



ケール・メリットを追求するのか、あるいは、

それに対抗し得る対案を提示するのか。経営の

選択が求められよう。

　2000年に主要コンテナ川社の業績は一定の回

復をみたが、このような安定は永続するもので

ない。「市場主義」、「サービスの独自化・差別

化」、「スケール・メリット追求」など大きな変

革の足音が迫っている。それらは個々に独立し

た現象ではなく、複合して「大変動」や「大競

争」とでも言うべき状況を作り出すのではない

か。現在の定航海運を巡る状況をその胎動と認

識するならば、新たな変革への対応を進めるこ

とは、船社にとって避けて通れない課題と言え

よう。

2．アジア通貨危機後の電力炭船腹需要をどのように見るか

　　一アジア向け一般炭（電力炭）の荷動きとIPP（hdependent　Power

　　　Producers：電力卸供給業者）の動向一

　当協会は、アセアン向けの電力炭の需要が旺

盛を極めた1990年代初頭のアセアンの経済背景、

通貨危機が電力市場に及ぼした影響、足下の経

済推移と今後の電力炭需要の動向について働海

事産業研究所に調査を委託し、このほど調査報

告書をとりまとめた。このため、本号では、調

査報告書の概要について紹介することとした。

1）不定期船マーケットを支える一般炭（電力

　炭）輸送

　／995年春にピークをつけた運賃市況は1999年

初には1987年以来の安値を記録した。その背景

として考えられるのは、1994年以降4年連続で

新造船の引渡しが急増したことと、1997年のア

ジア通貨危機により、アジア向け荷動き量が低

迷したこと、これに伴い、不定期船の船腹需給

表1　日本・アジア石炭荷動き1991－2000年

バランスが崩れたことによる。

　その後、アジア諸国の通貨危機からの脱却・

経済改革が進み、経済状況が復するにつれて荷

動きも回復を見せ、運賃水準は1999年半ばに安

値圏を脱して現在に至っている。

　不定期船貨物荷動きのうち、この10年問で、

日本・アジアともに大きな増量をみせたのは一

般図（電力炭）である。表1は日本・アジアの

石炭の1991年頃ら2000年までの海上荷動き量で

あるが、アジア向け一般炭がこの10年間で2倍

以上に拡大していることが分かる。日本向け一・

般炭も各電力会社の火力発電所建設・運開が順

調に推移した為、毎年増加している。

　一方、鉄鋼用に使用される原料炭の日本向け

荷動き量はここ10年間、鉄鋼生産量が毎年1億

トン前後で推移したため、略横ばいに推移して

〔．単位：百万トン）

】9911992199319941995
1996　1997

1998］9992000

原料炭
67656565686770686970

日　　本一般炭
43474852576ユ63636674

計
110112l1311712512813313ユ135144

原料炭
28293332353536363639

アジア一般炭
4350575971788389　　　　198111

計
71

79　　　9D
91106113

119　　125　　134
150
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表2　アジア各国の一般炭消費量推移

　　　　　　　　　　　　　〔単位：百万トン）
1993199519981999

中　　　　国1，Q18］．，1511，035869

イ　　ン　　ド238283259255

日　　　　本
54647075

韓　　　　国
26283540

台　　　　湾
20223132

インドネシア
8101419

その他アジア計11242320

含　　計1，3751，5821，4671，310

（出所：IEA）

いる。

　アジア向けについては中国・韓国での粗鋼生

産量増加を反映して／991年からの1Q年間で11百

万トン増えている。

2）アジア各国の一般炭消費量

　一般炭は電力用およびセメントを始めとする

一般産業用に使用され、アジア各国の1993年か

ら1999年までの消費量は次の表のとおり推移し

ている。

表2を見ると幾つかの特色がある。

・日本では電力消費量の伸びに対応して電力各

　社が火力発電所を増設し、また、一般産業の

　IPP建設が運転開始に入った事などで毎年増

　加を続けている。また、韓国・台湾では主と

　して電力用に増量させている。

・中国は産室国で大消費国である石炭は供給過

　剰の状態にあり、また、環境対策面の問題を

　考慮すると、今後、減産傾向が続くことと思

　われる。

・アセアン各国は1990年代初頭の経済発展の時

　代から／997年通貨危機・IMF主導型の再建

　過程のなかで、景気は低迷しており、電力需

　要も落ち込んでいる為、1998・1999の両年に

　亘って石炭消費量も減少している。

3）アジア地域における電力需要の急増とIPP

　の出現

　中国・インドを含めたアジア（日本は除く）

の人口は1998年央で31億人以上と全世界人口の

50％近くを占めている。入口は毎年増加を続け、

工業化も家庭用の電化も着実に進んでいるが、

電力を始めとするインフラ整備が順調に進まな

いのが現実である。このことは逆に言えば、ア

ジアの電力マーケットが極めて高い潜在的成長

力を持っている市場であることを意味している。

　このため、1990年代に入ってからのアジア、

特にアセアンでの高成長を背景として、電力需

要が急拡大し、各地で恒常的に電力不足が発生

し、既存の発電所だけでは対応できなくなった

ことや、電源開発に必要な巨額資金の調達を確

保する為、IPPの電力市場への参加が相次いだ

ものである。

　これは、主として欧米の電力業者を中心とし

た各事業体が、重電、プラント、設計、建設、

コンサルタント、商社等関連業界を巻き込む一

大市場を形成し、各国政府・電力庁の電力プロ

ジェクト入札に参加、膨大な資金がアセアンに

流れ込んだものである。

　元々、IPPのスキームはいわゆるBOT（Built－

Operate・Transfer）方式が一般的であり、feasib－

lity　studyを開始し、投資実行、操業し、電力料

金で投資を回収するまでに20年近くかかるプロ

ジェクトがほとんどである。

　特に1990年代初頭の経済成長に支えられ、電

力需要が旺盛にあったタイ、インドネシア等で

かなりの数のIPPが計画され、発電所の燃料

用の輸入炭を輸送するための船舶需要に期待が

かかった。アジア船社のなかには、こうしたIPP

と長期にわたる輸送契約を締結の上、新造船を

投入したケースもあった。

　また、邦船各社もアセアンのIPP’市場への
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参入の可否についてfeasiblity　studyを開始し

たが、通貨危機によるアセアンの景気後退・電

力需要の急減に直面し、各IPPが予定の運転開

始時期を延期したり、中止したりしたため、具

体的な船舶輸送までは至らなかった。

4）通貨危機の発生とIPP

　アセアン各国のIPPプロジェクトが運転開

始を目指していたのは1998年から2002年にかけ

てのタイムスケジュールであったが、折悪しく

1997年7月にタイで通貨危機が発生、瞬く間に

周辺各国にその影響が及ぶところとなった。

　アセアン各国通貨危機の発生により、対ドル

レートは通貨危機前に比べ40－50％も下落した。

　このため、ドル借り入れを抱えていた各IPP

は債務額が2倍以上に膨張し、また、経済停滞

・消費抑制の影響で電力需要は大i隔に後退した。

（これは、電力プロジェクトに限らず、全ての

産業界に共通のものである。）

　IPPの場合、投資額は莫大なものとなるが、

コスト部分（発電所の設計・建設、関連機器類

の納入、発電用燃料の購入、送電・配電施設の

建設等）はほとんどの場合、ドル建てであり、

表3　アジア各国の1995－2001年GDP推移

一方、電力料金の需要家・一般家庭からの徴収

は現地通貨でなされるため、その間に大きな為

替差損が発生し、当初予定した採算計画は通貨

危機の直撃により、大幅に悪化を来たした。

　IPPは借入金の返済が苦しくなり、事業家に

融資していた金融機関は資金回収を早めた結果、

計画中のIPPは運転開始を中止したり、運転開

始時期の延期を余儀なくされたりした。

5）今後のアジア向け電力炭需要

　アジア各国の経済の今後の動向については、

インドネシア・フィリピンに見られるように、

経済低迷の長期化により、先行きが不透明な国

と、通貨危機を固定相場制への移行や金融シス

テムの改革により一定の危機を脱出したものと

思われるマレーシア・シンガポールのような国

もあり、アジア全体としては、先行きの不安要

因は抱えながら緩やかな回復に向かうものと予

想される。

　表3はアジア各国のGDPの2001年までの推

移表である。

　2000年から2001年にかけて各国のGDPは対

2000年比やや軟化して推移する予測をしている

（％）

199519961997199819992000　　2001（予）

インドネシア＆27．8
4．ブ

一13．20．24．84．2

タ　　　　　　イ8．85．5一　〇．4一10．24．24．93．5

マ　レー　シア9．48．67．7一　7．55．48．84．9

フ　ィ　リ　ピン4．85．85．2一〇．53．24．03．1

ベ　ト　ナ　ム9．59．38．24．44．46．66．4

中　　　　　国10．59．58．87．87．18．17．3

イ　　ン　　ド7．67．55．06．85．96．06．2

韓　　　　　国8．96．85．0一　6．710．79．33．9

台　　　　　湾6．46．16．74．65．76．55．1

香　　　　　港3．84．55．2一　5．23．110．24．0

シンガポール
8．77．86．80．45．49．65．0
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表4　受入れ地域別一般炭海上荷動き増大量比較

1990・19971997・20002000・2005（予）

百万トンシェア百万トンシェア百万トンシェア

ア　　セ　　ア　　ンL74．王4．415．319．442．5

インド　・中国6315．16．522．6＆217．9

韓　国　　　台　湾33．78G．817．962．118．139．6

計41．7100．028．8王00．045．7100．0

　　　が、アメリカの景気に先行き不安要素があるた

　　　め、これを下回る可能性も高く、予断を許さな

　　　い状況にある。

　　　　直近の景気動向はともかく、アジア向け電力

．一．

@炭輸送量については、4－5年のスパンでみる

　　　と今後の景気の回復とともに凍結されていた

　　　IPPプロジェクトの再開があるものとして20G5

　　　年までに45百万トン（うち、アセアン19百万ト

　　　ン）の増加を見込んでいる。

　　　　表4はアジア各地域での一般炭輸入増加量を

　　　1990年・1997年・2000年・2005年と各々の期間

　　　ごとに集計したものである。

　　　　韓国・台湾の純増シェアが減り、アセアン諸

　　　国向けが2000年から2005年にかけてシェアを増

　　　加させることが分かります。

）

6）各国別IPP動向

　アジア各国のIPP火力発電計画は通貨危機

の影響を受け、自国通貨の暴落と電力需要の減

退により、当初予定の運転開始スケジュールが

大幅に遅延している。各国毎に電源開発の現状

を見ていきたい。全ての国を網羅するのは、紙

面の都合で難しいので、マレーシア・中国・イ

ンド・インドネシアにつき記載した。

］．マレーシア

　通貨危機の直撃を受けたものの、金融／財政

の引き締めと1ドル＝3．8リンギへの固定相場

制移行（98年9月実施）や金融システムの構築

等、自助努力で早目に経済危機を脱したと見ら

れるマレーシアの電力供給体制は、半島マレー

シア、ボルネオ島サバ州、サラワク州の3地域

に分割して半島はテナガナショナル社：TNB

（Tenaga　National　Berhad）サバ州はサバ電力

庁Sabah　Elec困city　Boardが、サラワク州はサ

ラワク電力供給公社Sarawak　Electricity　Supply

CQrpoゴ舶onがそれぞれ運営している。

　工992年に半島部分で突然の停電が発生したの

を契機として、電力不足に対処するため、マレ

ーシアも積極的にIPPを導入したが、導入時に

次の2点が政府とIPPとの間で確認されてい

る。

1．IPPに対する発電単価、投資利回りを保証

　すること

2．TNBがIPPから電力を購入することの保

　証履行を義務づけたこと

　しかし、こうしたIPPへの優遇はテナが社

よりコストの高い電力を購入する結果となり、

競争原理は働かないところとなった。さらに、

景気の後退に伴う電力消費の伸び悩みにより、

各IPPは苦戦を余儀なくされている。

TNBJanamanjungプロジェクト

　クアラルンプール北部のPerak州に2，100M／W

（3x700M／W）の出力を持つTNBJananlanjung

プロジェクトは2003年から2004年にかけて運転

開始を目指している。これはフランス系のAL

㎝OMとマレーシア地場のPEREMBA　CON一

訂RU㏄IONとのジョイントベンチャーで、運

転開始後は25年にわたってTNBに電力を供給

十十ム．キト共　L．L，リハ∩7舳「》∩



する契約となっている。年間に必要となる石炭

は、約500万トンと言われ、ケープサイズ型が

輸送上必要となろう。一般炭はインドネシア・

豪州のサプライヤーと供給交渉中である。

　こうした状況から、マレーシアの2000年から

2005年の一般炭輸入量はIPP約8百万トンを

中心として10百万トン以上の増加を見込んでい

る。

　現在の輸送主力はMISC／WAWASAN等が

担っている。

2，中　国

　1980年代半ば以降の経済成長に伴う電力需要

の急増に開発が追いつかず、慢性的電力不足の

状況にあったが、国家を挙げて電源開発に取り

組み、1998年に電力不足を解消した。

　中国は世界一の人口を有し、経済も発展段階

にあること、エネルギー消費量はアメリカに次

ぐ世界第2位の消費国であること、僻耳国であ

り、エネルギー源としては石炭への依存度が極

端に高いことなどの特色がある。

電力供給体制

　中国の電力供給体制は国務院が全額出資する

国家電力公司がコントロールしており、その参

加に5大ネットワーク（東北、華北、華東、華

中、西北）を中心として、広東、広西、貴州、

雲南の4省をカバーする華南ネットワーク、そ

れに、山東、四川、福建、海南の4省に分割・

運営されている。

　中国のエネルギー資源は、その80％が内陸部

に集中している一方、工業用の電力消費量は圧

倒的に広東・福建等の沿海省部に需要が集中し

ており、「北仲南送」「日電東送」の発電・送冠

体制実現が課題である。

　巨額な電源開発費用を賄うには海外経済．協力

基金やアジア銀行等の国際機関による融資や外

国政府からの借款には限度があり、民間資金の
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活用が望まれて来た。

　その結果、1995年に中国政府は電気事業への

電力会社以外の参入を積極化しIPPによる発

電設備が本格化した。

　今までに同国にて運開されたIPPは、広東

省、海南省等の沿海州が中心となっており、電

力ソースは圧倒的に石炭によるものが多い。

　中国では開発の遅れる内陸地域は国主導で、

沿海州では各省の自主開発にてインフラ整備を

進めている。

　中国に対する直接投資はBOT方式（外資の

100％出資）と合資・合作（中国政府と外資の合

弁）の2通りがあり、BOT方式は省政府が買

電契約を保証することが前提となる。

　中国に対する電力投資については、香港の

HOPEWELLグループがShlajiao　B，　C（広東省）

に投資し、当初の見込みは18％の投資収益を上

げる計画であったが、中国政府の圧力により10

％の収益率に凍結された経緯があり、更なる投

資意欲は薄れている。

　こうした投資収益率の減と政府の新規更PP

への建設保証が得られないため、IPPの動きは

非常にスローなものとなっているが、・一・方で、

2001年4月に貴州省の電力インフラ（出力400

万K／W、貴州省電力公司が事業主体）の「日

電東送」事業（最終消費地広東省）が2001－2005

年の第1G次5ヵ年計画に乗り、中国銀行が24憶

元（336億円）の融資確約をしたとの報道がな

されている。

　一般炭の輸送は北部を中心に分布する炭鉱か

ら沿海部の発電所までCOSCOのバルクキャリ

アーもしくは鉄道で輸送される。福建省Mei

Zhou　WanプロジェクトはIMCが長期契約に

基づきインドネシアから輸送している。

　中国は国土面積・人口ともに大国である割に、

輸入炭が増加しないのは、

（．



1．石炭埋蔵量が豊富であること

2．石炭輸送船腹が十分あること

3．国内石炭産業の雇用確保指向が強いこと

4，輸入炭購入に際しては米ドル建てとなるが、

　石炭・運賃支払い相当の外貨が不足している

　こと

が主因である。

3．インド

　インドでは、人口の急増と高い経済成長性、

これに伴う電力使用量の増大により、今後、大

幅な電力増加を必要とする。

　電力供給法に基づき中央政府には電力政策の

決定と電力需給調整を担当する中央電力庁が、

また、各州には各々、州電力庁が設置されてい

るが、個別の電力開発計画には、州政府（State

Electric　Board＝SEB）が基本的に供給責任を

担っており、開発から配電まで行っている。

電力開発の遅れ

　発電設備は1999年末時点で約9万M／Wで、

このうち、約7万M／Wが火力発電となって

いる。深刻な電力不足（年聞2万M／Wといわ

れている）に対応すべく、政府は2012年までに

新規に10万M／Wの供給体制を目指しており、

同時に電力料金体系の見直し、盗電防止、送配

電網の整備を早急に構築する「電力改革」に総

力を挙げる旨計画しているが、1998年に増設さ

れた発電容量は水・火力合わせて約1，300M／

Wに過ぎない。

　現在、明らかにされているインド政府の電力

改革は分割・民営化を柱とするものであるが、

電源開発を受け持つSEB自体が慢性的な赤字

体質（15年間連続赤字であると言われている）

にあり、電力料金の引き上げも急速には実現で

きないこと、新規投資に回る資金が枯渇してい

ること、更には中央政府と州政府の調整が難し

いこと、投資に際しての政府の保証は基本的に

ないこと等の事情がインドでの電力不足の背景

にあり、また、鉄道輸送を担うRailroad　lndia

と生産者であるCoal　lndia　Ltd（石炭を火力発

電所まで輸送する）の問での輸送・売買契約が

必要であるが、この調整が困難である。

　SEB（特にPunjab，　Gujerat，　Karnataka，　Tamil

Naduの各州）自体は炭質が良いこととインド

炭に比べて石炭供給面での信頼性の上から、輸

入炭に強い関心を寄せているが、輸入量が増加

しないのは、

1．Coal　lndiaによる国内炭使用の強い圧力

　（lobbying）

2．輸入関税が高いことから国内炭に依存し勝

　ちであること

3．輸入炭の購入契約条件が不利であること

4．港湾施設が整備されてないこと

5．輸入炭を購入するに際して石炭価格・運賃

　は米ドル建てとなるが、外貨が不足している

　こと

6．国内産炭関連業者の雇用促進政策

等の事情による。

lPPの計画頓挫

　インドでは、Andhara　Pradesh／Gulerat／Kar－

nataka／Kerala／Punjab／Tami　Nuda等の主とし

て中西部各州を中心として開発計画がなされて

いる。

　現在、確認されているだけで、／9のIPP計画

があったが、この内、5カ所の計画が頓挫して

いる。

　但し、SEBもその他需要者も、環境問題に対

応できる良質な石炭の供給元を求めていること

や、Ennore，　Mundra，　Pipavav，　Dhamra等で港

湾開発が開始されており、いずれはGearless

船の入港も可能となるので、石炭輸入量は増加

すると思われる。

　現在は北部の炭田からPanamax／Handymax
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にてHaldia／Tuticorin，　Madrasに沿岸輸送され

ている。

　2000年から2005年にかけての荷動きは、IPP

の大きな伸びはないものの、セメント業界での

需要があり、約7百万トン増量と見ている。

4，インドネシア

　インドネシアのIPP計画もまた、投資収益

率の低下と電力購入コストの両面の問題を抱え

ている。

経営破綻にあるPLN

　IPPの仕組みが同国で導入されて間もなく通

貨危機が発生し、国営電力会社PLN（Perusa－

haan　Listric　Negara）の収支状況（1999年度）は、

年間収入が23兆ルピアに対し同支出が30兆ルピ

アとなっており、差し引き7兆ルピア（約しOOO

億円）の赤字を計上している。

　1998年度（一9兆ルピア）、1997年度（一6，000

億ルピア）と毎期赤字収支が続いている。この

為、累積赤字は本年3月末で27兆ルピア（約

4，000億円）となっている。

　1998年度の赤字の内、6兆ルピアは借入金の

利払いに消え、3兆ルピアは為替（外貨建て債

務がルピアの下落に伴い増加したことによる）

とされている。

　財政難を借入金の増加で凌いでいる為、同社

借入金の合計額は長・短合計140兆ルピア（約

2兆円）を抱え既に破産状態にある。

　こうした状況をPLNが独自に打開できるめ

どは、電力料金の引き上げしか（今年6月から

基本料金を20％前後引き上げる計画）ないが、

これだけでは収支均衡にはほど遠く、緊急対策

として、一部地域で電力カットを実施している。

　さらに、累積赤字は政府の全面的肩代わり（株

式化）することが政府決定されているが、国民

に将来のッケが回って来ることとなり、一時的
　びほう
な弥縫策に過ぎないため、政府に対する批判が
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集中している。

　政府とPLNおよびIPPとの間では、当初締結

した27の電力契約につき、IPPとPLN問の買

電価格を1k／w当たり4．2米セント以下になら

ない場合、契約を終了させる旨、言明しており、

対象のIPPは17社であると言われている。

　また、1988年から香港のホープウエルグルー

プが参画していたタンジュンジャティB発電所

開発事業はホープウエルがこれ以上事業継続を

出来なくなり、インドネシア政府が、同発電所

を2億米ドルで．買い戻すことで合意した（2000

年11月17日）と報道されている。

7）日本マーケットとの関係

　一方、これまで火力発電に電源の主力を置い

てきた日本は、今後の経済動向・電力消費量の

減退傾向・省エネの促進・環境対策（環境問題

を巡って1997年12月に開催された京都会議にお

けるCO　2削減計画の公約・CO　2を発生させる

石炭火力発電所を減らし、LNG等への切替を

促進する動き）等の環境変化を考えると、一般

炭の荷動きは以前ほどの大幅な伸びを期待出来

そうになく、邦船社の電力炭営業についても、

アジア向け輸送も視野に入れる時期に来ている

ものと考えられる。

　但し、このマーケットにはコスト競争力に勝

るアジア中社が多数輸送にあたっており、邦船

の参入には周到な準備が必要である。

　総じてアジア各国とも電力開発・IPPの現状

はスローな動きではあるものの、電力需要は今

後、確実に増加するものと考えられるので、各

国の政治経済情勢動向・電力関係業界の動向に

留意する必要がある。
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船会社の仲間たち
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今回、登場して頂くのは

　　　　　共和産業海運（株）営業部課長代理

　　　　三ξ卍部桂吾ざ故31歳）で現

3．御社の自慢といえば？

1，所属部署の業務は主にどの

ようなものなのでしょうか？

　当社は、液体からドライ貨物　鳶

まで多種カーゴの輸送を行う内
　　　　　ゆ 航船社です。

　私の属する営業部では、白油、

黒油、LPG、液体アンモニア、

ケミカル、硫酸の各タンカーの

集荷、配船および各種契約交渉

等の業務を行っております。

　昭和35年、本邦初のLPGタ
ンカーを建造、就航さぜました。

また、平成9年には、業界に先

駆け．、音声による航行支援シス

テムを搭載したLPG船「新ぷ
ろばん丸」を建造、就航させて

おります。

4　今後チャレンジしてみたい

仕事について教えて下さい。

　　　船舶構造を勉強し、TSL並
　　みの超高速タンカー船建造の際

ζ　　にはスタッフとして、参加して

　　みたいと思います。

2　これまでの会社生活の中で

一番の思い出といえば…？

　入社3年目25歳の時、彼女と

デートの日の夕方、船トラブル

発生。当時、携帯もなく連絡が

とれたのは夜の9時、その後、

通話料を含めた携帯費用2人分

と彼女自身を一生負担する事に

なりました。

共和産業海運㈱の事業概要

　当社は、石油製品、LPG、ケミカル製品、硫

酸等をタンカーにて日本国内一円の輸送に従事し

ています。
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　あの大震災から6年余、震災復興支援への感

謝の気持ちを込めて、生まれ変わった新しい神

戸をお披露目する神戸21世紀復興記念事業

「K：OBE2001ひと・まち・みらい」が本年1月

17日から9月30日まで神戸市内全域で繰り広げ

られておりますが、同事業の一環として、神戸

港においても完全に復興した神戸港を広くアピ

ールし、親しみやすい港づくりに寄与するとと

もに、市民に心の安らぎを与え、また次代を担

う青少年や市民に海や海運に対する認識を新た

にしていただき、広く海事思想の普及を図るこ

とを目的として「KOBE20Glみなとフェスタ」

の諸事業が実施されております。

　今回はみなとフェスタでどのような事業が実

施されることになっているのかをお知らせした

いと思います。

1．神戸客船フェア

（1）市民クルージング

　①「ロマン3」、「すずかけ」、「に

　　　っぽん丸」、「ルミナス神戸2」、

　　　「オリエントビーナス」で市民

　　　クルーズを実施。

　　②「ルミナス神戸2」に乗船して

　　　の神戸沖クルージング。船内で

　　　海洋教室を開催。

　（2）神戸ポートターミナルに停泊し

　　ているクルーズ客船内での講演会

　　と船内見学会を実施。

　（3）外航客船の入出港の際に歓送迎

　　セレモニーを実施。

／4｝船や海を題材とした図画コンクールを実

　　施。入賞作品の展示を予定。

㈲　フェスタ期間中、入港した客船や練習船

　　等にKOBE2001みなとフェスタ記念楯を

　　贈呈。

　（6）7月23日、阪九フェリーおよびダイヤモ

　　ンドフェリーの社船を、こうべシークイー

　　ンが訪問。

2．KOBEマリンフェスタ

　ウォーターフロントをステージに、市民参加

型のマリンスポーツの展示、競技、デモンスト

レーション等を集中的に展開するとともに、合

わせてバザールを実施。

　（D　マリンスポーッ教室

　　　ディンギーヨット教室、モーターボート

　　教室を開催。

　〔2＞夏・KOBEマリンフェスタ

　　　水上バイク、ウインドサーフィン、モー

　　ターボート、ヨットなどのマリンスポーツ

　
　
　
　
「
．
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▲練習船「日本丸」「海王丸」

（
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▲みなとこうべ海上花火大会

　　および小型船艇等による海の大ページェン

　　ト、官庁船艇等による体験航海などを実施。

　紛　練習船・巡視船の船内見学会

　　　新港第1突堤で航海訓練所の練習船「銀

　　河丸」と第5管区海上保安本部の巡視船「せ

　　っっ」の船内見学会を実施。

3．みなとこうべ海上花火大会

　メリケンパーク沖に設置した台船4基から、

打ち上げ花火1，000発、仕掛け9基、の花火を打

ち上げる。

4．港繁栄海上安全祈願祭と海上パレード

　神戸海洋博物館において港湾勤労者表彰式、

港繁栄・海上安全祈願祭を執り行った後、神戸

市の港務艇「おおわだ2」、同「竜王」他に神戸

市長、神戸シークイーン、マリンメイト、おま

つり大使等が乗船して海上をパレードし、第2

関門において奉剣・奉幣の儀を執り行う。見学

　船には市民400名を招待。

　　5．海の日「神戸まつりヨットレース」

　　須磨～塩屋沖にクルーザーコース（約6．1

　マイル、100隻）、ディンギーコース（約2

　マイル、50隻）の二つのコースを設定して

　　レースを実施。

　　6．KOBEシップパレード

　　台船3隻に、華やかなイメージ電飾を施

　　し、台船をタスキがけで3隻連結し、タグ

　　ボート2隻で曳航し、海上パレードを行う。

　　7．モニュメント時計の設置と披露式典

　　　中突堤西地区の緑地に、船をイメージし

　　た蒸気と汽笛で時を知らせるモニュメント

　　時計を設置。ウォーターフロントにおいて

　　ミナトの情緒を演出する。

　　8．「神戸港見学会」

　　　神戸市の港務艇「おおわだ2」（187総ト

　　ン）による神戸港見学会。

　　9．みなとのライトアップ

　ポートタワー・海洋博物館やオリエンタルホ

テル等のライトアップに加え、メリケンパーク、

神戸大橋、神戸ポートターミナル・みなと異人

館、ハーバーランド「はね橋」などを期間中ラ

イトアップする。

10．その他のイベント

　ロ）練習船の入出港歓送迎セレモニー

　（2）進水式見学会

　樹　企画展「海の気象・あした天気にな～れ」

　㈲　「深江丸」体験航海と海洋博物館見学会

　㈲　「海技丸」体験航海とロープワーク教室

　以上のほか、例年どおり「海の旬間」行事も

盛りだくさんに実施されますので、神芦市民を

中心に海・船・港について知っていただくよい

機会になるのではないかと期待しております。

　　　　　　　（阪神地区事務局長　谷ロー朗）

什ム．壽　」真　　L．r．．凸Aハ，“9＝
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横須賀パイロット元商船三井船長　森　　康

　　　　　　　　　　　　購蒙．

滅奏え熱論。。癖＿。。
　　、、．，．．かかる1桝ケ等で歌が始まると自然・躰

一．

　　穣，護：蕪鐸．航路が長かったせいであると気が付いた。1955

疑　　　　　　年入社第一船は華やかなニューヨーク航路と酒

　　　　　　落ていたが、後は東雁、南阿、西阿とアフリカ航路

　　　　　　の時期が続いた。特に西阿の思い出は多い。その

　　　　　　中で、ガーナ共和国アクラ港の荷役風景は今では

　　　　　　信じられない遠い昔話である。

アクラ

　ガーナ共和国の主都アクラは、西アフリカの東

西に延びた海岸線の中央に位置し、この海岸は

ゴールド・コースト（黄金海岸）と呼ばれ、金の産出

が盛んであった。西はアイボリー・コースト像牙海

岸）、東はスレーブ・コースト（奴隷海岸）と呼ばれ、

文字通り暗黒の時代を彷彿させる。アクラはイギリ

スの植民地時代、野口英世博士が黄熱で病没

の地としても知られ、今なお救世の日本人として畏

敬の念と共に記念碑が建っている。

　1933年商船による定期航路開設以来、大戦後、

ダム建設をはじめ国土整備への協力、各種雑貨

輸入、ココアを主とする農産物の輸出国、ガーナと

日本との交易は盛んである。

アクラの荷役風景

　どういうわけか、独立当時、ガーナの主都アクラ

には大型船の着岸設備がなかった。

　貨物の揚げ積みは典型的な沖荷役であった。

　1959～1960年に乗船したうんどん丸（8137G／T）

は南大西洋に面したオープンロードの沖合い、数

△沖荷役風景（筆者イラスト）

千メートルの水域に錨を下ろして碇泊し、本船と遠

浅になった砂丘との間を「サーフボート」と呼ばれる

大型カヌーで往復して荷役が行われた。

　10名前後の漕手と舵手が一組となり、そのよう

な数十艘の大型カヌーによる労働賃金の安い人

海戦術であった。

　オープンロードであるため自然条件は厳しい、

南西モンスーンの時季には特に長大なうねりをもろ

に受けるので極めて危険な作業となる。私どもの

水先業務も同様であるが、うねりのエネルギーは

恐ろしく、有るか無いか判らない小さなうねりでも、

小舟を何メートルも簡単に放り上げる力を持ってい

る。

　この上下動の巾、本船デリックにより吊り下げら

れたネットスリングを彼等は実に絶妙のタイミング

で受け取るのである。

　舵手は自然と呼吸を合わせてうねりを読み、漕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ　うん
手と舵手と貨物を受け取る者の三者による阿畔の

呼吸が要求される瞬間である。

　時には、ネットスリングをフックから外すタイミング

を誤って貨物が海没することもある、直ちに2・3

（
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人の漕手が海に飛び込み、軽い貨物なら難なく引

き揚げるが、今落ちた木箱は重いらしい、海に潜っ

た漕手はなかなか姿を現さない、やがて鯨の汐吹

きみたいに頭が出たが手ぶらであった。その木箱

は重いボールベアリングの箱で、精一杯努力した

結果の汐吹きだったらしい。

　そんなわけで、アクラの沖は永い間には相当量

の貨物が海没のままだったと思われる。

　ちなみに、日本からアクラ揚げ貨物の内装は全

てビニール製のもので水密保護されていたのを思

い出す。

苛酷な労働は歌声と共に

　厳しい自然環境のもと、このように、どうして彼等

が見事なまでに一致団結した行動を取り得るのか

を考えるとき、そこには歌声と合唱のリズムがあっ

た事に気付く。初めてアクラに寄港した頃、沖に響

き渡るテノールとバリトンの美しいコーラスに魅了さ

れたが、やがてそれは彼等にとって単なる歌では

なく、自然と人間の調和を醸し出す必要不可欠な

歌声であった事に気付くのである。

虐げられた人々

　1960年前後、東はモザンビーク、西はアンゴラ

等かつてのポルトガル植民地は海外州の名のもと

にかたくなに姿勢を崩そうとしなかった。

　第11東西丸（6842G／T＞乗船中に目撃したこ

れら植民地の港での荷役風景を今も忘れることが

出来ないでいる。

　重さ100kgもあるジュート（黄麻）のプレスされた

梱包を2人1組のアフリカ人夫が協力して船心

内に何段も積み上げる重労働である。木箱に腰

掛けたビール腹のポルトガル人監督の手には革

紐の付いた2メートル程の鞭を持ち、少しでも動

作が鈍いと直ちに鞭が飛ぶのであった。紛れもなく

牛馬同然である。この虐待の中にも「腹から絞り出

す歌声」があった。

　睨み返すことすら出来ず、恨みを恐れ、必死に

7つの海のこぼ説話

夢
¶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き　

歌声と共に苦難を超越し、無言の勝者となってい

　アクラの海に響き渡った美しい歌声の陰にもは

とする驚くべき数の巨大神殿やオベリスク等を建　　．．ぎ

立したことを想うとき、そこにはきっと全身全霊の大　　．＼

つつ、砂漠に轟き渡る数万人数一卜万人の大コーラ

歌声はもっと積極的な意味を持ち、人間が一致団

結し、大自然と調和して、気合と共に苦難を克服　　畢、

罵雛薦潔野を成し噛
　出来ることなら、宇宙の彼方へと消え去ったかも

知れないこの「癒しと神秘な力」を宿す天与の歌

_

▲カヌーによる揚荷役（筆者イラスト）

、
叢
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51MO第74回海上安全委員会（Msc）がロン

／ドンで開催され、訂CW95条約（船員の訓

30練、資格証明、当直基準に関する条約〉の

～
　要件を満たす国のリスト「ホワイトリスト」 6

／の審査を行う他、船舶検査のための通路の

8強制化などsOLAS条約（海上における人
日．命安全のための国際条約）の規則改定案を

　　審議した。

　　（P．9海運ニュース国際会議レポート参照）

11国土交通省・外務省・海上保安庁および当

日協会などで構成される「海賊および船舶に

　　対する武装強盗等対策検討会議」が開催さ

　　れ、海賊対策にかかわる各省庁の取り組み

　　状況や今後の計画などが報告された，

11国土交通省は・2001年3月末現在の内航船

日腹量を発表した。それによると2000年12月

　　末と比べ0．8％増の683万7千重量トン（油

　　送船は立法メートルで換算）となった。

20当協会は第54回通常総会を開催した。

日（P．1特別欄参照）

21国土交通省は・2001年度第1回「港湾物流

日効率化推進調査委員会」を開催した。

　　（p．12海運ニュース内外情報参照）

38§せんきょうみ砂2001

21国際海運会議所（Ics）は関係団体と合同で

日構成するシップ・リサイクリング・ワーキ

　　ング・グループをロンドンで開催した。1司

　会合において、船舶リサイクルヤード周辺

　　の環境保護および労働者の健康・安全の確

　保に向けて船主が自主的に取り組むべき項

　　目をまとめた行動指針（Code　of　Practice）

　　の最終化に向けた議論が行われた。

22第3管区海上保安本部は・東京湾に入港す

日る大型タンカーの規制を緩和し、最大船型

　　を26万5千重量トンからダブルハル構造お

　　よび入港時喫水21m以下を条件に最大31万

　　5千重量トンにすることを認めた。

25第2回グローバル’シップ’リサイクル’

日サミットがロッテルダムで開催された。

2692年国際油濁補償基金第3回「南面2条約

／の機能見直しに関するワーキング・グルー

29プ」が。ンド。のIMO本部で闘崔され、

日
　　荷主を拠出者とする「任意の追加補償基金」

　　設立の議定書案が審議された。

26国際商工会議所（lcc）の国際海事局（IMB）

／は、第4回「海賊および幽霊船対策に関す

27る会議」をクアラルンプ＿ルにおいて開催

日
　　した。会議では東南アジア諸国や欧州など

　　33力国の海上警備機関や民間関係者が参加

　　し、海賊対策の意見・情報交換、具体策の

　　検討が行われた。

28国土交通省は第6回「今後の港湾の管理運

日営のあり方に関する検討会」を開催し、「港

　　湾管理運営検討委員会報告書（案）」を審議

　　の上、「報告書」を取りまとめた。

（



よ
・

公布法令（6月）

㊨　核燃料物資等の工場又は事業所の外におけ

　　る運搬に関する規則の一・部を改正する省令

　　（文部科学省、経済産業省、国土交通省令第

　　1号、平成13年6月／5日公布、平成13年6

　　月15日施行）

㊨船員になろうとする者に関する国際協定の

　　締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置

　　法施行規則の一部を改正する省令

　　（国土交通省令第97号、平成13年6月15日公

　　布、平成13年6月15日施行）

㊧　国民の祝日に関する法律及び老人福祉法の

　　一部を改正する法律

　　（法律第59条、平成13年6月22日公布、平成

　　15年1月1日施行）

せんきょう嗣v2ρ01麟29



騨灘蹴騨謎潤、
1，わが国貿易額の推移

謎 ｝ 輝騨 懸
黙

戴
．
…
黙 騨 黙 十≡口 統運毎

、
、
ノ

、

（．学．位
1Q億円）

前年比・前年同期比（％）

年　月
輸　出
iFOB）

輸　入
iCIF）入㈲出超

輸　出輸　入

　　1985

@　1990

@　1995

@　1998

@　1999

@　2000

Q000年5月

@　　　6

@　　　7

@　　　8

@　　　9

@　　　／0

@　　　／1

@　　　12

Q001年1月

@　　　2

@　　　3

@　　　4

@　　　5

41，956

S1，457

S1，53e

T0，645

S7，557

T1，657

R，855

S，488

f，313

S，205

@4，679

S，476

S，283

S，626

@3，625

@4，199

@4，921

@4β31
@3，816

31，085

R3，855

R1，548

R6，653

R5，204

S0，915

R，273

R，292

R，310

R，596

Rβ83

R，786

R，687

R，810

@3，721

@3，320

@4，006

@3，669

@3，738

10，870

V，601

X，gs2

P3，911

P2，352

P0，741

@　581
P，196

H，OO2

@　608
P，295

@　690

@　596

@　816

@　520

@　879

@　914

@　662
@　　77

　　　4．0

@　　9，6

@　　2．6

｣　　0．6

｣　　6．1

@　　8．6

@　　8．3

@　　9．8

@　　2．2

@　　12．5

@　　9．6

@　　8．3

@　　10．1

@　　8．2

@　　3．2

@　　1．5

@　　4．7

｣　　1，1

｢　　o．9

▲　　3．8

@　　16．8

@　　12．3

｣　10，5
｢　　4．O

@　　l6．0

@　　19．4

@　　12．6

@　　11，2

@　　18，3

@　　16．9

@　　27．8

@　　14，3

@　　20．9

@　　24．4

@　　12．3

@　　11．5

@　　13．3

@　　14，1

（注）　財務．省貿易統計によるD

3．不定期船自由市場の成約状況

2　対米ドル円相場の推移（銀行間直物椙場）

年　月醐）平均最高値最安値

199014．4．．81
124．30160．10

199594．0680．30104．25
1996108．7998．05110．31
1997121．00111．35131．25
1998130．89114．25147．00
1999113．91111．28116．40
2000107．77102．50114．90

2000年6月106．23104．50108．90
7

107．90105．93／09．50

81Q8．Q71Q6．15109．4Q
9

106．75105．27107．85

／o108．36107．75109．18
11

108．89107．15111．25
12112．20110．45114．90

2001年1月l17．10113．85l19．25
2

116．07114．90117．25
3

121．12117．30／．24．60

4
123．83121．55126．45

5
122．07／19．20123．90

6
122．04119．15124．．60

（単位：千M〆T）

区分航海用船

用船 定期

ム
シングル

（品　目別内　訳）

年次

口　計連続航海
航　　海

穀胸「石炭鉱石
スクラップ

砂糖肥料その他T君P
Perlod

1995172，6424，911167，73148，77552，37157，2611，5261，9415，054803154，80249，061

1996
203，4072，478200，92954，37469，50966，5398983，2515，60175714456129，815

1997195，9962，663193，33346」9267，19266，5511，0693，7247，312693
160，46843，240

1998186，1971，712184，62141，93869，30164，994
8363，8002，4991，280136，97224」OO

1999141，3211，304150，48130，68656，18457β09
2353，2741，7D91，082149，73439，581

2000　913，680
198

13，482／，5335，6375，915
03211165

12，1733β18
10

11，467
0

11，4672，0ユ74，4734，353
0557067

11，1712，878

11
17，17553516，6402，1953，7609，919485561514712，3023，692

12
9，6143709，2441，6872，6754，113

o53434201
10，0581，952

20Q1　117，72921017，5工91，8／56β037，07D
791，48120665

11，6643，840

2
13，82115013，6712，1613，5747，435

03890112
14，0613，859

3
10，77620010，5761，4013，9833，93810399738116

15，6163，689

4
11，490

28
11，462

895
4，3655，580

0375823912，8562，388

5
9，841

0
9，8411，3202，6415，166

574393318512，87210，826

6
11，550

0
11，550

8254，3565，528
07444553

12，8953，818

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目男11はシングルものの合計。③年別は暦．年。
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6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）　（単位　ドル／トン）

ハンプトンローズ〆日本（石炭〉 ツバロン／日本（鉄鉱石） ッバロン〆西欧（鉄鉱石）

月次 2000 2001 200D 2QO1 2000 2001

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

｝1．1．OO

＝
＝
＝
＝

二
＝
二

＝
1
1
．
7
5
＝
1
1
．
5
0
二
＝
＝

＝
＝
＝

6．25　　6．00
V．85　　5．00

@　8．20
W．05　　7．25
V．50　　　6．90

V．60　　6．70

W．42　　7．20
W．70　　7．20
W．55　　7．13
W．20　　8．00
X．65　　8．25

@　一

8．45　　7．20
W．00　　6．35
V，50　　5．85
U．85　　5．75

@12．10
U．65　　6．05

（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②いずれも8万D〆W以．．ヒ15万D／W未満の船舶によるもの。
③グラフの値はいずれも最高値。

．（

7．タンカー運賃指数

タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃．　　指　　　数

月次 1999　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC
中型 小型 H・D H・C VLCC

中型 小型　H・D H・C
1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

53．5
T8．7
U2．2
S8．8
R7．8
S0．7

S9．4
S2．3SL3
S7．0
S9．5
S4．8

91．2
X5．8
X2．1
X3．9

W8．13
W5．8

V5．7
V4．3
V3．3VL3
W2．5
X1．2

l16．8
P38．0
P13．8
P36．7
P28．2
P21．4

P24．0
P12．9
P08．1
P09．8
P10．9
P06．3

15D．0P612
P64．3
P67．5
P76．6
Q09．9

P96．3
P60．O
P62．1
P53．6
P41．7
P46．9

198．9
P65．7
P59．3
P44．2
P58．3
P57．3

P64．5
P59．1
P47．9
P51．3
P50．1
P44．1

4S．0
T3．3
Tδ．3

U9．6
W］．4

X5．8

P00．9
､05．5
P28．6
P36．2
P34．3
P60．1

92．8
P07．8
P15．7
P34．9
P26．9
P35．6

P53．l
P96．5
P90．9
P65．1
Q0’L7
Q09．8

126．2
P41．1
P63．7
P95．7
P77．4
P74．1

Q44．9
Q65．5Q692
P．94．1

Q67．0
Q64．6

145．9
P54．．3

P67．3
P85．6
P87．0
P94．3

Q61．3
Q43．4
Q29．5
Q17．3
Q40．9
Q72．0

148．4
P69．9
P89．4
P96．8
Q05．3
Q10．0

Q15．1
Q33．9
Q54．6
Q64．9
Q57．8
Q83．／

151．8
P17．2
W6．7
X4．1
W1．4

217．3
Q05．8
P58．4
P71．3
P60．3

346．3
Q3D．5
Q38．9
Q72．Q
P．90．5

277．4
R22．9
Q94．7
Q99．0
Q95．7

371．0
S0D．2
R47．8
Q64．4
Q62．7

平均 48．0 84．60 118．9 165．8 158．4 9ア．6 152．8 206．9 208．2 219．1

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）②．タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃

　　　指数の5区分については、以下のとおり　④VLCC＝15万トン以上　．⑰中型：7万～15万トン　◎．小型：3万～7万
　　　トン　㊤H・D≡ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　．塞：H・C＝ハンディ・クリーン：全船型。
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8　貨物船用船料指数

貨物船航海用船料指数 貨物船定期用船料指数日月次 1996 1997 1998 1999 2000 2001 1996 1997 1998 1999 2000 2001
1

207．0 209．0 189．0 166．0 190．0 193．0 380．3 347．0 277．0 231．Q 222．0 264．02
202．0 197．0 186．O 170．O 191．0 198．O 386．6 332．0 254．0 229．O 231．0 267．O3
192．0 199．0 17ユ．O 169．0 190．0 195．D 339．4 341．0 260．0 219．0 231．0 26Q．04
192．0 197．D 1．73．o 172．0 191．0 200．0 363．Q 354．0 262．0 221．0 246．0 258．05
196．0 190．0 173．0 173．0 193．0 206．0 350．0 342．0 262．0 238．0 252．0 262．06 195．0 184．D 175．0 176．0 202．0 339．0 326．0 292．O 238．0 251．Q

7
186．0 183．O 167．0 179．0 202．O 339．0 338．0 266．0 226．0 264．O8
189．0 ］．96．0 165．0 178．0 203．0 289．0 330．0 210．0 233．0 267．09
186．D 190．0 164．0 185．O 206．0 293．0 327．0 208．0 238．0 271．0

1．0 176．0 191．0 165．0 185．O 207．0 294．0 316．0 222．0 241．0 29D．011
188．O 189．0 170．0 195．0 206．0 323．0 290．O 231．0 254．0 278．012 21LO 186．0 168．0 192．0 200．0 323．0 294．0 232．0 237．O 267．0

平均 193．3 192．6 172．1 178．3 198．4 334．9 328．1 245．5 233．7 255．8
（注〉 ①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジ P六一による。（シッビング・ニューズ・インターナショナ

．数は1971

ルはロイズ・オブ・

@　　　蔦／DO。

ロンドンプレスと1987年11．月 に合併） ②航海用船料指数は1965．7～1966．6＝100 定期用船料指

．

） 9．係船船腹量の推移
1999 2000 2001

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻数千G！T干DハV 隻数干G／T千D〆W 隻数干G／r千D〆W 隻数千G／T干D／W 隻数千G〆T干D／W 隻数千G〆．T千D〆W

一
　
ワ
】
　
3
　
4
　
5
　
6

328　3，242　4，060
R17　　3，094　　3，830

R12　　3，248　4，135

R06　3，32／　4，275

R03　　3，114　　3，949

R28　3，503　4，535

511，2052，125
S7　9071，487
S51，0041，720
S9L1831，943
S91」741．926
T01β872，485

333　3，252　4，134

R13　2，孚84　3，758

R10　2，949　3，680

R12　　2，921　3，599

R05　　2，773　3，381

Q99　　2，690　　3，269

46／，2552，292
S61，1，922，221
S．61，1，∋22，221

S61，1，ア22，257

S3　914L698
S21，1272，194

265　2，354　2，775

Q59　2，194　2，497

Q58　2，174　2，489

Q56　2，127　2，463

Q47　2，Q63　2，379

Q43　2，031　2，341

41　7841，477
R9　7391，382
S0　9711，883
R9　6471，203
R8　6451，199
R7　6441，196

7
329　3，374　4，345 501β632，443 291　　2，630　　3，225 41　8651，6398
341　3，407　4，377 511，5122，639 286　　2，622　　3，224 40　8正31，5529
344　3，514　4，560 501，5072，631 280　　2，569　　3，183 40　8131，55210 355　　3，544　　4，576 491，1411，940 292　　2，618　　3，185 441，1・i．Q　2，201

ll
347　3，332　4，248 471，2362，193 289　　2，574　　3，135 42　8771，64412
355　3，456　4，449 461，2932，308 271　　2，429　　2，914 40　7791，4．71

（注） ロイズ・オブ・ ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイ ドアップベッセルズによる。
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　イチロー選手がメジャーリーグで大活躍、一

番打者としてチームを引っ張りチームは開幕か

ら絶好調、ダントツでアメリカンリーグ西地区

の首位を独走している。また、彼自身もオール

スターのファン投票で圧倒的な得票数を獲得し

堂々のトップで選出された。その得票数は日本

からの投票分を差し引いても依然トップを占め

るので、彼の活躍がアメリカでも充分認められ

ている証だろう。オールスターゲームが地元シ

アトルで行われることもあって、イチロー選手

は過去にオールスターゲームで活躍しMVPと
なった4名の選手と共に今年のゲームの公式プ

ログラムの表紙を飾るという名誉を得た。
’lchh・o　Phenomenon’という言葉も使われるよ

うになり、その効果によってかマリナーズから

はイチロー選手を筆頭に4名がファン投票で選

出され、佐々木投手を初め監督推薦でも4名が

最終的に出場を決め、計8名が地元でのオール

スターゲームに臨む。

　野茂投手がドジャーズに入団して、日本人選

手のメジャーリーグ志向へのきっかけを作り長

谷川、伊良部、吉井、鈴木、大家等の各選手が

昨年まで各々のチームで活躍したが全て投手だ

った。しかし、今年からはイチロー、新庄と2

名の野手がメジャーリーグ入りしたことにより

毎日そのプレー振りが放送されるので、さらに

メジャーリーグへの志向が加速されるであろう。

　野球以外でもサッカーの中田選手、西澤選手、

テニスの杉山選手、ゴルフの丸山選手、尾ll奇直

道選手、小林浩美選手、福島選手といったプロ

選手が活躍の場を世界に求め現在プレー中であ

る。

　アマチュア選手もスキー、スケートをはじめ

陸上、水泳と国際大会で上位争いをするのが当

44§せんきょう／朗ジ2001

たり前のレベルに達している種目も数多くなり、

日本人の選手が今後世界の強豪を相手に勝負す

る機会がどんどん増えてくるだろう。

　活躍の場を世界に求め、諸外国と競争すると

言う点ではわが海運界も同様である。

　相手は常に世界の最強プレーヤーなので、少

しでも油断をしたり努力を怠ると、すぐに置い

ていかれたり、叩きのめされる点ではスポーツ

と合い通じる物があるようだ。

　イチロー選手は日本では7年連続の首位打者

という輝かしい実績を引っさげてメジャーリー

グ入りし、そこでも同様の活躍をしている。年

俸もかなりの額が支払われたようだが、いわゆ

るイチロー効果で観客動員数も増え、諸々のマ

リナーズグッズの売上も延び、球団としてハッ

ピイな結果になっていると言われている。一流

の選手はどこへ行ってもそれなりの活躍が可能

なので、海運会社もイチロー選手のような・一流

の選手（船）を持てば自ずと今年のマリナーズ

のような成績と結果がついて来るだろう。

　しかしながら、全員がイチローのような選手

ばかりでもおそらく今年のマリナーズのような

快進撃には結びつかないと思われるので、いか

にバラエティに富んだ優秀な選手を集め育てる

かが球団フロントの使命であり腕の見せ所だ。

この点は、野球ばかりでなく海運界も、さらに

どの世界についてもの共通課題であり一朝一夕

には行かない。いかに第二、第三の“イチロー”

を見つけるかがこれからの勝負となるのだろう。

　　　　　三光汽船株式会社

社長室　経営企画チームリーダー

　　　　　　　　川西勝
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購寒麟竈脇盤環境憲章

環境理念
日本船主協会は、地球・海洋環境保全が最重要課題のひとつであるとの認識に立

ち、海難事故や油濁による海洋汚染を防止するため船舶の安全運航を徹底すると

ともに、環境負荷の低減および資源の有効活用を推進します。さらに、海運があら

ゆる産業活動と市民生活を支える物流インフラストラクチャーであることを踏まえ、

環境保全への一層の取り組みを図り、わが国ならびに世界経済の健全な発展に

寄与することに努めます。

行動指針
日本船主協会は、環境保全に関する行動指針を次のとおり定め、環境対策

の推進に努めるとともに会員会社の積極的な環境保全への取り組みを支援

します。

　　地球・海洋環境に関わる国内外の法規の遵守と自主的な環境方針の策定1
．
　　　による一層の環境保全

　　　船舶の安全運航を確保するための管理システムの構築と徹底、安全運航
2．

　　　に寄与する機器の開発支援と導入促進

　　　省エネルギー・輸送効率に優れた船舶および設備の採用、船舶の運航に
3．

　　　伴う環境負荷の低減、廃棄物の削減と適切な処理

　　　海洋汚染事故の原因となるサブスタンダード船排除の積極的な推進と船
4．

　　　舶リサイクルの促進

5．　船舶の運航技術の向上と地球・海洋環境保全のための適切な教育・訓練

　　　海難事故および大規模災害等に備え、迅速な対応が取れる適切な
6．

　　　体制の維持・整備促進

　　環境保全活動に関する積極的な情報の提供、環境問題への
7．

　　　意識向上と環境保全への日常的取り組みの強化

　　　環境対策に関わる内外関係機関等との連携の強化および
8，

　　　内外フォーラム・会議への積極的な参加と貢献 　
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平成13年7月2D日発行　毎月1回20日発行　No、492　昭和47年3月8日第3種郵便物認可1011隔）！．F．、．・e．［｝．ゴ．！』）　／．「∠．．添　．認…録　ノ；畿・＼21cenlurr　　　　　　　　孟二．∠…轟纏…躍ノ．藩：：、∠　．孟．．．盤i…憲　贈遇．〆乙　〆／∠．．∠．　　　　　　　　　∠一．醸．　　　　　　．一�dせ糖ようjULY　2001口置1日本船主協会第54回通常総会1嚢難叢・幽藪嚢一翼［匿三聖鎮星i盃），1．エリカ号事故を契機とした安全対策・STCW　条約ホワイトリストの追加などを検討一IMO第74回海上安全委員会（MSC）の模様について一周璽・1．港湾のフルオープン化に向けシュミレーション　を策定し費用対効果を検証一平成13年度「港湾物流効率化推進調査委員会」について一2、これまでの要望のうち半数以上の規制緩和が達成．一ｱれまでの当協会要望の規制緩和達成状況．一991221［睡；：ll：・共和産業海運�渇c業部課長代理【】安部桂吾33蕪衰｛・34［鷹＝i：，アクラの海に響く歌声i横須賀パイロット元商船三井船長【コ森　康36海運日誌（6月）38船協だより　　39噛み記事海運統計編集後記0444・専門紙記者、当協会広報幹事合同視察研修会を実施39（、（．））　　　　　　・顧瓢鷲蹴1：；こ隠綴曝眠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へいへやび月本船主協会第54回通常総会》鷲ざ臨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・；試�`穿讐、畿隷隠麗麗慧拶・が拶繋　当協会は、平成13年6月20日、日本海運倶楽部で第54回通常総会を開催し、新会長に崎長保英川崎汽船社長を選任するとともに第54回通常総会決議案を全会一致で採択した。　特に決議については、わが国商船隊の国際競争力を強化し、経営環境の改善を図るため、主要海運国との競争条件のイコールフッティングを実現すると共に、安全航行の徹底と海洋汚染防止体制の整備について取り組むことなどを強調した提言としている。△第54回通常総会の模様二三　　　…識口尋社ち　　　猷榊面訴全鼎拳肉漿　蕊廿Aδキ上「　ゐ，「、，っρn7蘂』1�S�S講第54回通常総会決議　世界経済の成長減速が懸念されるなか、わが国においては景気回復が遅れ、経済の自律的回復を図れず21世紀を迎えた。新世紀においても、わが国が活力を保ち、国際的な地歩を揺るぎないものにしていくためには、将来への道筋を明確にした上で、経済・社会全般にわたる溝造改革が断行されなければならない。　これまでわが国外航海運は、高度化、多様化する輸送ニーズに適切に応え、わが国産業と国民生活を支える物流インフラとして多大な貢献を果たしてきた。この間、わが国外航海運企業は、アジア経済の伸びと低廉なコストによって急成長するアジア諸国海運企業との競争を余儀なくされる一方、海運の特性に配慮した税制などρ）様々な強化策が講じられている先進海運国企業との厳しい国際競争にも晒されてきた。各海運企業は、これら諸外国企業との競争に勝ち残るために、他産業に先駆けて強力な経営合理化策をとるかたわら、積極的に海外展開を図るなどして、国民経済の負託に応えてきた。今後とも効率的かつ安定的な輸送サービスを提供するためには、これらの外国企業と対等の競争を行うための努力を継続する決意であるが、上記海運国に比し競争基盤の面から見劣りする法制・税制面のイコールフッティングの実現を強く求めたい。　内航海運においては、内航海運暫定措置事業による過剰船腹の解消に努め、規制緩和や産業構造転換に対応した構造改善を推し進めていくことが急務である。また、環境保全の観点からもモーダルシフトの推進が望まれる。　当協会は、海運業界にとって船舶の安全運航は当然の責務であるとの認識に立ち、従来よりその徹底に努めている。今年／月には環境憲章を策定し、業界全体として一層の環境対策を推進していくこととした。今後も船舶の構造、設備などのハードと、運航に係わるソフトの両面にわたり、積極的に環境保全への取り組みを図っていく所存である。　　　　　　　　　　　　一　また、羽田空港の再拡張・首都圏第3空港整備に代表される空港整備問題については、船舶航行への影響が懸念されるところであるが、長期的視野の下に、航行安全と日本経済の動脈である海上輸送の確保および海洋環境保全の観点から、関係方面に対し積極的に働きかけていく。　われわれ海運業界は、経営の様々な課題の克服に向け、これまでの慣行にとらわれることなく主体的に取り組んでいく決意であり、下記項目の実現をもってわが国海運の発展を期するものである。　　　　　　　　　　記1　わが国海運の競争力強化　・税制をはじめとする諸制度のイコール・フ　　ッティングの実現　・グローバルな企業活動に即した適正な納税　　制度の実現　・実効ある国際船舶制度の実現　・必要な財政資金の確保2　経済・社会の変化に即した構造改革の実現　・円滑な企業活動を阻害する各種規制の撤廃　　・緩和　・国際競争力のある港湾の実現3　船舶の安全運航と地球環境保全に向けての．　取り組み強化2�Rぜんきょう∫吻2α1エ　・環境憲章に基づく環境保全対策の推進　・安全運航の徹底と海洋汚染防止体制の整備　・クオリティ・シッビングの推進と船舶リサ　　イクルの促進4　国際問題への適切な対応　・外航船社問協定に対する独禁法適用除外制　度の維持・アジア船主フォーラム等の国際団体・機関　での積極的活動・国際的な動向に適切に対応した海技・労務　体制の整備以上決議する。決議案提案趣旨（前文について）　わが国景気回復が遅れている状況下、21世紀においてもわが国が活力を保ち、国際的な地歩を揺るぎないものにしていくためには、将来への道筋を明確にした上で、経済・社会全般にわたる構造改革が断行されることが必要である。　外航海運は、先進海運国の企業と対等の競争を行うための努力を継続する一方で、こうした海運国と比べ競争基盤の面から見劣りする法制・税制面のイコールフッティングの実現を強く求められている。　内航海運においては、過剰船腹の解消に努め、規制緩和や産業構造転換に対応した構造改善を推進することが急務であり、環境保全の観点からもモーダルシフトの推進が望まれている。　海運業界にとって船舶の安全運航は当然の責務であり、当協会はかねてよりその徹底に努めているが、今後ますます重要になる環境問題とも併せて積極的に取り組んでいく所存である。今年一月遅は環境憲章を策定しているが、今後も積極的に環境保全への取り組みを図ることとしている。また、羽田空港の再拡張・首都圏第3空港整備問題についても海上輸送の確保および海洋環境保全の観点から、関係方面に対し積極的に働きかけを行うこととしている。　われわれ海運業界は、経営の様々な課題の克服に向け、これまでの慣行にとらわれることなく主体的に取り組んでいく決意である。（決議項目の内容について）第一項　国際水準並みの競争環境整備、すな　　　　わち、国際的イコール・フッテイン　　　　グの実現等、わが国海運の競争力強　　　　化のための施策を求めていく。グロ　　　　ーバルな企業活動に即した適正な税　　　　制の確立を関係方面に強く要望する　　　　とともに、実効ある国際船舶制度の　　　　実現、さらには船舶建造等に必要な　　　　財政資金の確保などを求めていく。第二項　社会・経済の急速な変化に即した構　　　　造改革の推進により、実状にそぐわ　　　　ない法制等の抜本的見直しと各種規　　　　制の撤廃・緩和、さらには国際競争　　　　力のある港湾の実現を求めていく。第三項　船舶の安全運航と地球環境保全に向　　　　けての取り組みをさらに強化してい　　　　く決意を表していく。第四項　国際問題への対応として、外航船社　　　　問協定に対する独禁法適用除外の維　　　　持を求めるとともに国際団体・機関　　　　において積極的に活動することを表　　　　明し、また、国際的な動向に対応し　　　　た海技・労務体制の整備の必要性を　　　　述べていく。什ム．ヰト著　　r．．r．．0（AT軸　9磯鯵癖会　長副会長　ク　ク　ク　〃　〃平成13・14年度役員川崎汽船取締役社長日本郵船取締役社長商船三井取締役社長東　京　タ　ン　カ　一取　　締　　役　　社　　長新和海運取締役社長大阪船舶取締役会長八馬汽船取締役社長　　　（予　　　定）理事（35名）　旭海運取締役社長　　第一中央汽船取締役社長　　イースタン・カーライナー　　取　　締』　そ窒　愚臣　談　　そ寛　　八馬汽船取締役社長　　出光タンカー取締役社長　　飯野海運取締役社長　　川崎近海汽船取締役会長　　川崎汽船取締役社長　　近海郵船取締役社長　　北九州運輸取締役社長　　国際エネルギー輪送　　取　　景帝　　f気　　者ヒ　　長　　国際マリントランス　　ポー　ト取締役社長　　栗林商船取締役社長　　口偏タンカー取締役社長　　明治海運取締役社長崎長　保英聯草刈　隆郎鈴木　邦雄�居ｼ永　宏之鷲見嘉一�居ｬ谷　道彦�居ｬ林　宏志�渇ｺ玉利康雄稲田　正三高井　太郎森岡　弘平岡村　善晴噺）太田　健夫毛利　　盟暗長保英齋藤　正一荒木　　敦（新）廣瀬　忠邦南野孝一栗林　宏吉�巨｣戸　靖雄内田　和．也三菱鉱石輸送取締役社長エム・オー・シーウエイズ取　　締　　役　　社　　長日本郵船取締役社長日正汽船取締役社長日産専用船取締役社長日鉄海運取締役社長大阪船舶取締役会長三光汽船取締役社長新和海運取締役社長商船三井取締役社長商船三井客船取締役社長田渕海運取締役社長太平洋海運取締役社長太洋日本汽船取締役社長反田産業汽船取締役社長玉井商船取締役社長東京船舶取締役社長東京タンカー取締役社長鶴見サンマリン取締役社．長雄洋海運取締役社長監事（4名）　佐藤汽船取締役社長　　束朋海運取締役社長　　東田海運取締役社長　　日本造船工業会常務理事泉　　浩梅谷　．一・城�椛衰�　隆郎相澤　　達住友　昭夫川戸　　健小谷　道彦松井　　毅鷲見嘉一鈴木邦雄宮暗　　通　　　一田渕　訓生石川　有一田中　博・．一反田　邦彦齢玉井　洋吉金盛啓太郎松永　宏之岩本　　剛�牛b斐　　勝佐藤　忠男三河　尚義井高　大介　　　（大石　捷郎蜥）平成13年度事業計画1　海運対策の推進（1）イコールフッティング実現に向けた諸施策の実現（2＞平成14年度海運関係予算（3）サブスタンダード船の排除・クオリテイシ　ッピング問題への対応�求@船舶解撤（シップ・リサイクリング）対策　の推進（5）外航中小船主に係る諸問題への対応�O　タンカーに係る諸問題への対応（7）近海・内航海運対策4§せんぎょうノ吻2001〔8）客船に係る諸問題への対応2．海運関係税制等の充実（1｝海運関係税制等の拡充（2｝国際課税連絡協議会（3）外国税問題�求@海運企業の経理・財務問題陶　平成12年度会員会社船舶設備資金借入状況3．船員対策の推進（1｝国際船舶制度推進に必要な外国人船員の資　格取得の促進と95srCW条約への対応〔2）外国人船員問題への対応｛．3）船員教育および船員訓練機関のあり方につ　いての検討�求@船員の社会保険制度への対応〔5）船員職業安定法の改正への対応圃　ILO条約改正への対’応吻　アジア諸国との船員問題の検討〔8〕その他　・海技免状および関連資格取得対策　・乗組員の安全対策　・船員の福利厚生問題　・その他の船員対策の推進4．環境対策の推進に｝環境保全全般に係る諸問題への対応（2｝地球温暖化防止に関する諸問題鋤　海洋汚染防止に関する諸問題（の　海上災害防止対策伺　大気汚染防止に関する諸問題（6）バラスト水排出規制問題5，国際問題への対応（1｝外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度（2／WTO海運問題〔3〕EU地域規制の動き（4＞アジア船主フォーラム（ASF）（5）各国海運政策への対応　�@　米　国　�Aその他諸国倒　OECD海運問題の　二国間海運問題〔8＞国際海運関係機関および国内関係団体との　連携・協調の維持6．規制緩和問題への対応7，法務保険問題への対応（1）油濁補償体制の見直し（2）IMO法律委員会画　船舶に係る保険問題�求@その他　・漁場油濁被害救済基金8．輸出入・港湾諸手続きの簡易化ならびに1T　化問題への対応〔1＞ワンストップサービス実現への対応（2）UN／EDIFAσrへの対応9．港湾諸問題への対応（1｝水先問題への対応（2）港湾法・港湾労働法・港湾運送事業法改正　後の諸問題｛3）港運関係Joint　Report（対FMC）への対応�求@その他　　・港湾ユーザーフィーへの対応　　・内外の港湾関係諸料金問題への対応　　・港湾の管理・運営のあり方（含、公社ター　　ミナル問題）を巡る議論への参画　　・コンテナ関連業務せんきょう屠Ψ2α7エ§5癖翻�S10，船舶の安全確保と運航の効率化（1）船舶の建造および保船業務に関連する諸問題（2＞海上人命安全条約（SOLAS条約）改正へ　の対応（3）ポート・ステート・コントロール（PSC）　への’対応�求@舶用燃料油対策（5＞海上無線通信の改善�求@その他　・貨物の安全な積み付け、運送に関する諸問　　題への対応　・船舶修繕費および船用品費に関する調査11．海上交通および港湾水路の安全対策の推進（1）海賊防止対策（2）海上交通安全対策偶　マラッかシンガポール海峡の航行安全対策�求@その他　・諸外国における運航規則に関する情報の収集および周知・国際紛争等に伴う船舶の航行安全対策の実施・船舶の安全に関する情報の周知12．外航労使協議への対応13．首都圏第3空港問題への対応14，広報活動の推進〔1）オピニオンリーダー・マスコミ向け広報（2）一般向け広報（3｝学校・学生向け広報�求@会員向け広報15　調査ならびに統計出版活動〔1）政策関連調査の推進（2）商船船腹ならびに海運等に関する資料・情　報の収集と整理崎長会長挨拶　この度、皆さまのこ推挙により、会長職を務めることとなりました暗長でございます。何分非力の身でございますので、皆さまよりの絶大なるお力添えを賜り、この大任を果たしてまいりたく存じます。何とぞよろしくお願い申し上げます。　生田前会長におかれましては、船舶特別償却や圧縮記帳制度をはじめとするわが国海運業の安定的経営に必要な税制・制度の整備・改革に努められたばかりでなく、日本および世界の海運の将来への基盤作りのために、オピニオンリーダーとして大変な熱意をもって海運発展に向けた国際問の協調の必要性を各種国際会議を通じて訴えられ、ご尽力いただきました。また、海洋環境の保全と共に海賊問題や空港問題にも取り組まれ、船舶航行の安全確保が国民生活にいかに重要であるか内外に強くアピールされるなど、一方ならぬご苦労をいただきました。この2年間にわたる多くのご功労に対し心より感謝の意を表する次第です。　さて、日本において経済回復への歩みは遅々としており、ともすれば逼塞感の漂う現状を打6�Nせんきょうノ雑砂2θ0エ）“轄�`ヒ“』　ヒ“曽、、rN艸　　＿　　　』幅’畷嚇疑魂▲当協会崎長会長撫鱒冒せんと官民こぞって構造改革に懸命に取り組んでおります。海運業界は物流における重要なインフラを担う役割を負っているが故に、経済・産業の動向に敏感にならざるを挿ません。また、外航海運業はその性格上、単一国際市場での競争を余儀なくされ、早くから様々な合理化を実施し経営の基盤強化に取り組んでまいりました。私は、こうした海運業界あげての合理化努力の結果、低廉な運賃での良質なサービス提供が可能になり、わが国海運が日本の貿易・流通産業の増進に寄与してきたことに加え、絶えざる技術革新による安全確実かつスピディーな輸送が日本および世界の産業を支えてきたことを強調したいと思います。21世紀に入りエネルギー・資源にはじまって日常生活物資に至るまでモノの移動はますます活発化、多様化していくことは疑う余地もありません。こうした輸送ニーズの変化に対応して国民生活、経済に貢献していくことが日本海運の使命であります。本日の総会決議におきまして、私どもが取り組むべき最重要課題を掲げておりますが、いずれをとりましても今後の海運産業の基盤を確固たるものにするために重要なものです。これら諸項目を実現していくに臨み、私が特に強調しておきたい点を以下に簡単に申し述べます。　第一にわが国海運の競争力強化であります。　海運業を支えるソフトである効率的な事業運営体制の構築など、自助努力は怠ることができませんが、わが国外航海運業がグローバルコンペティションに挑んでいくにあたり、少なくとも諸外国と同等の条件で競い合えるような制度・仕組みが必要であるということは海運界一致した願いであり、まさに私達がイコールフッティングの実現を要請している所以です。政府の経済財政諮問会議が租税特別措置の聖域なき見直しを打ち出しておりますが、諸外国が海運に対して講じている強化策や税制・諸制度に比しわが国のそれらが劣位にある状況を抜本的に見直すことが急務となっています。今年度は特に、真の国際的自由競争に伍していくための恒久的かつ安定的な税制、制度の確立を訴えていきたいと思っております。船舶の特別償却制度をはじめとする海運関係税制については、少なくとも現状より後退することがないよう関係方面に強く求めていきたいと考えております。　また、装置産業の一面を有する産業としてハードである船舶および関連機器・施設の整備も当然の責務であります。海運各社は現在企業に求められている資産の圧縮・スリム化など更なる効率化を懸命に進めていますが、国際船舶を核とするわが国商船隊の更なる整備を促進するため、関連する税制、予算、融資制度などの維持、拡充に向けて、関係各位と共に努力したい†ナA」宍」＝「為酒「9〃｝7麟7磯�S�Sと考えます。　第二に環境保全と船舶安全運航です。　本年1月当協会は環境憲章を策定しました。今後ともこの憲章に則り、当協会一丸となって環境保全活動を推し進めてまいります。当然ながら環境保全は常に地球的広がりで考えなければなりませんから、国際的な視点を無視することはできません。海運関連環境対策を討議する場においては、バランスを欠いた対策の実施が実業を損ねることにならぬよう、国際的なコンセンサスを得ながらより良い環境作りを目指していきたいと思います。船舶安全航行につきましては輸送貨物・乗組員の安全確保を第一義とし今後とも徹底してまいります。　第三にわが国海運が今後とも健全なる発展を遂げていくための基本である船舶運航におけるソフト面の強化、とりわけ運航にかかわる要員の技術向上であります。　これは最近要請が高まっているクオリティ・シッビングに密接に関係するものです。幸いにして関係各位のご理解も深まり、わが国海運産業が培ってきた優秀な海技を将来にわたって保持、発展させる方途を真剣に考える気運が盛り上がってきたと感じております。国際的視野に立って適切なる体制の更なる整備、充実に努めたいと存じます。促進されるような施策の速やかな実施が望まれます。　差し迫った懸案事項に首都圏空港問題があります。空港機能の整備の必要性は認識しておりますが、船舶、航行の安全の確保は交渉の対象とする事柄ではなく、崩すことのできない大前提であることを常に念頭に置き、安全を脅かす要因を取り除くために意を尽くすべきものと考えますので、従来からの取組み姿勢を今後も堅持していきたいと思います。　　　　　　　　．〔　私は折にふれ「海運の森を育てる」という言葉を引用させていただいておりますが、海運という森を形成する木々は姿形が異なっても共生して健全な姿で育つためには土壌・環境作りが必要です。森全体が社会に貢献する役割は直接・間接的に大きなものである一方、社会の協力なくして森の将来を期するのは困難であろうと思います。私は、関係する国際団体・機関での海運関連事項の討議や先頃北京で開催されたアジア船主フォーラムの場での議論の高まりを、共通して海運の重要性を再認識して国際的な枠組みを作り上げようとする熱意の表れだと捉えております。こうした機会をとらえ、当協会に　　．へおきましても一層積極的な活動を展開し日本海運産業の発展を皆さまと共に期したいと存じます。　第四に内航海運の問題への取組みであります。　平成10年5月に導入された内航海運暫定措置事業の着実な実施と内航海運業の経営安定と構造改善のための船腹需給の適正化促進を図ってまいります。同時に環境保全の観点から、モーダルシフトや再生資源輸送で内航海運の果たす役割が大きくなろうかと存じますので、それが　私は決意を新たにして、以上申し上げましたことに全力を尽くしてまいる所存でございますので、皆さまのご指導ご支援を賜りますようお願い申し上げます。8憩せんぎょう∫吻2001麗EW5睡W5眺W5姫W騨蔭鵬・、　　　　　　購緊無鍾　鳶襲轡§　　　　　　騨懸〜ミ・、’機き　　　　　　』、　母　遠　さ、事轟．欝繋謙譲鎌国際会議レポート1エリカ号事故を契機とした安全対策・STCW条約ホワイトリストの追加などを検討一lMO第74回海上安全委員会（MSC）の模様について一．）　IMO第74回海上安全委員会（MSC）が、平成13年5月30日置ら6月8日置でロンドンのIMO本部において開催され、エリカ号事故を契機としたSOLAS条約の改正案が審議されたほか、前回会合に続き、訂CW条約におけるいわゆるホワイトリスト掲載国が追加公表された。その主な審議内容は以下のとおりである。1、エリカ号事故を契機とした安全対策の検討（D　検査のための通路・交通設備の確保　　近年の大型船では、貨物タンク、バラス　　トタンクの内部など検査個所へのアクセス　　が困難になっているとの問題が、エリカ号　　事故を契機に指摘され、これを容易にする　　ための設備の改善について審議された。　　　現在、油タンカーに対しては負傷者救助　　のための開口に関してSOLAS条約H一ユ／12−2規則があり、これを改正してバラ　ストタンク等に通行用足場など固定式のア　クセス設備を設けるとともに、貨物区域内　の区画での移動が容易にできるよう、開口　部を一定寸法以上にすることなどが検討さ　れた。技術的な基準の詳細については、来　年3月開催の設計設備小委員会（DE）にお　いて検討される。また、適用船舶は、2004　年1月ユ日以降に建造される500総トン以　上の油タンカーおよび20，000総1・ン以上の　バルクキャリアとなったが、バルクキャリ　アに関しては、当該適用日では既に設計済　みの船舶について問題が生じるとの指摘が　あり、併せて次回DEで検討することとさ　れた。／2｝船級．協会による検査強化策の採り入れ　　エリカ号事故を契機として2000年11月に軸乙　土　L二　　7　r　　AAn−魚　　（醐EWS髄EW5醗W5運WS’匿WS義薦羅懇国際船級協会連合（IACS）が策定した検査強化策を、IMOの検査強化プログラム　（ESP）へ採り入れることが合意された。主　な内容は以下のとおり。�@船齢15年以上のタンカーについて、加　熱管を設竃しているタンクに隣接するす　べてのバラストタンクは毎年内部検査を　行う。�A船齢15年以上のタンカーおよびバルク　　キャリアについては、中間検査は前回の　　定期検査相当の検査とする。�Bタンカーについては、貨物油管系、バ　　ラスト水管系、原油洗浄管系の圧力試験　　を行う。�C板厚計測は船級協会の検査員立ち会い　　の下で行う，　　改正規則は、来年5月開催のMSCで採　択され、20G4年1月1日に発効の予定であ　る。ただし、IACS加盟船級協会では、上記　検査強化策を本年7月1日遅りIACSの統　一規則として実施することとしている。（3）燃料油タンクの保護　　エリカ号事故の関連として、衝突、座礁　などの時に燃料油の流出を最小限にするた　め「燃料油タンクの保護」について検討す　ることが新たな作業計画として認められ、　次回DE小委員会から審議されることとな　つた。（4）避難水域（place　of　re血ge）　　本年1月、ガソリン29，500トンを積載し　て地中海を航行中のカストール号の甲板に　亀裂が生じた。油抜き取り作業のため静穏　な海域に移動しようとしたが、沿岸国から　一様に拒否され、外洋での移送作業となつ　た。漂流約35日後作業が無事完了し、幸い　にして大事故に至らなかったものの、移送作業のために必要な静穏な泊地が提供されなかったことは非常に重要な問題であるとして、IMO事務局長より今次会合での検討が提案された。　海洋環境への配慮の重要性は認識されたが、沿岸国主権などとの法的問題点も認識され、審議の結果、7月開催の航行安全小委員会（NAV）において、非強制の2つのガイドライン（�@避難水域の提供に関する沿岸国のためのガイドライン、�A遭難船に係る危険性の評価に関するガイドライン）を検討することとなった。2．STCW条約ホワイトリストの追加　95年改正訂CW条約の実施上、重要課題の一つであった「ホワイトリスト」は、昨年12月に開催された前回の海上安全委員会で公表されている（本誌平成13年1月号海運ニュースP．11参照）。ホワイトリストとは、「95年改正訂CW条約を遵守して資格を証明する制度が確立されていると認められる締約国のリスト」であり、同リストから漏れた締約国の資格証明を持つ船員については、船籍国の承認が得られないため、ポートステートコントロール等において欠陥の指摘を受ける可能性が高い。　前回会合で公表されたリストには72ヶ国・地域が掲載されたが、今次会合においては、その後評価作業が完了した23ヶ国が報告された。「ホワイトリスト国はすべて一括掲載する」との合意に基づき、すでに前回公表された国を含めて改めて別表のとおり公表された。　これにより、訂CW条約締約国137ヶ国・地域のうち95ケ国・地域がホワイトリストに掲載されたが、未だ評価作業の完了していない国があるため、本年11月に予定されている第22回IMO総会の開催時に臨時MSCを開催し、ホワ10§せんきょうノ吻200エ【別表】ホワイトリスト（MSC74に旧いて公表された95力国・地域）アル　　ジ　　ェ　　リアノ、ン　　　ガ　　　リ一ポ一　　　ラ　　　ンドアンティ　グアバーブーダアイ　　ス　　ラ　　ンドポル　　　ト　　　ガルアル　　ゼ　　ン　　チンインド大韓　　　民国オ　　一ス　　ト　ラ　　リアイ　　、刀@　ド　　不　　シアル一　　　　マ　　　　　ニアア　ゼル　バ　イ　ジ　ヤンアイ　　ル　　ラ　　ンド口シアバタ、マイランセントビンセント及びグレナディーンバ　　ング　ラ　デ　ッ　シユイタ　　　　リアサモアバル　　バ　　　ドスイス　　　ラ　　　エルセネ　　　　ガルべル　　　　ギ一ジヤ　　　マ　　　イカシン　　ガ　　ポ　　一ルブ一　　　　　　　　　　　　　　　　　、　“t　　　　　　ンル日本ス　ロヴェ　ニア共和国ブル　　　ガ　　　リアキリ　　　　バスソロ　　モ　　ン　　諸島風ナダラト　　　　ビア南ア　　　フ　　　リカチリリベ　　　　リアスペ　　　　イン中　華人　民　共　和国リト　　ア　　　ニアスリ　　　ラ　　　ンカコロ　　　ン　　　ビアルク　セ　　ン　ブ　　ルグスウ　　ェ　　一　　デンコ　　一ト　ジ　ボ　ア　一ルマレ　　　一　　　シアスイスクロ　　　ア　　　チアモル　　　デ　　　イブタイキユ　　　　　　　一バマルタトンガキプ　　　　ロスマ一　シ　ャ　ル　諸島ト　リニ　ダ　一　ド　ト　バゴチ工コモ一　　リ　　シ　　ャステユ　　　ニ　　　ジアデン　　マ　　一　　ク※1メキ　　　　シコトルコ工ク　　ア　　　ドルミク　ロ　ネ　シ　ァ　連邦ツバル工ジ　　　　プトモロ　　　　　　ツコウク　　　ラ　　　イナ工ス　　　ト　　　ニアミヤ　　　　ン　　　マ一連合　　　王　　　国※2フイ　　　　ジ一オラ　　　　ンダアメ　リ　カ　合　衆国フイ　　ン　　ラ　　ンドニ　　ユ一　・　ジ　一　ラ　ンドウル　　　グ　　　アイフラ　　　　ンスノ一　　ル　　ウ　　ェ一バヌ　　　　　アツグル　　　　ジアパキ　　　ス　　　タンべネ　　ズ　　エラドイツパナマべト　　　ナムガ一ナパプ　ア　ニ　ュ　一　ギ　ニアユーゴースラヴィア連邦共和国ギリ　　　　シヤぺル一中華人民共和国（香港）※3ホ　、　“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿刀@　　ン　　　ユ　　　フスフイ　　　リ　　　ピン）※1※2※3※4フェロー諸島を含む。マン島、バミューダ、ケイマン諸島及びジブラルタルを含む。準加盟網掛けは、今次会合に於いてリストに掲載された締約国（23力国）。）機、船舶等）向けに作成された第3巻の船舶への搭載を義務付けるSOLAS条約改正案が審議され、承認された。本改正案は来年5月開催のMSCで採択される予定である。イトリストの追加承認を行うこととなった。この結果、ほとんどの国が「ホワイトリスト」に掲載されるものと思われる。（2｝海賊問題　ω　地域セミナー後のフォローアップ会合　　　IMOは、海賊等が頻繁に発生する地　　域への専門家の派遣およびセミナーの開3．その他（1｝国際航空および海上捜索救助（IAMSAR）　　マニュアルの強制的搭載　　　航空を含めた捜索救助システムに関する　　IAMSARマニュアルのうち、移動体（航空廿A，宍よら　正7，ん9ρθア愈11髄EWS隔EWS羅W5−．蝦W§騒轡慧諜糀　i＼催からなる海賊対策プロジェクトを昨年完了させたが、その後の各地域の取り組　みの進捗状況を見極めることが必要とし　て、新たに評価・助言ミッションの派遣　および地域会合の開催を行うこととし、　第1回会合を本年3月にシンガポールで　開催した。　　この会合の模様が報告されるとともに、　この結果を踏まえ、本年11月開催の第22　回総会の決議案として作成した「海賊捜　査コード」について審議された結果、関　係政府は船舶に対する海賊および武装強　盗に関して、発生状況等の警報をIMO　へ報告すべきとする一部修正が合意され　た。（ロ｝幽霊船（phan亡om　ship）対策　　ドイツ、香港、国際商工：会議所の海事　局（IMB）等から、　phantom　ship対策と1内外情報して、100トン以．．ヒのすべての旅客船および300トン以上のすべての貨物船に対し、海賊に強奪された船舶の発見に役立てることを目的として、船体および機関室の隔壁の見やすい場所にIMO識別番号を刻印したプレートを取り付けることを義務付ける条約改正案が提案された。当協会は、全世界の対象船舶が数万隻に及ぶのに対し、強奪される船舶は年間1〜2隻ほどであること、強奪事件が起きても当該船舶は検査が実施されない港や　　一地域を狙って入港しているなどの点から、費用対効果に乏しいことをわが国政府に対し指摘した。　MSCでの審議の結果、さらなる検討が必要であるとして、来年4月開催の旗国小委員会において検討することとなった。港湾のフルオープン化に向けシュミレーションを策定し費用対効果を検証　平成13年度「港湾物流効率化推進調査委員会」について一　国土交通省海事局が主催する平成／3年度「港湾物流効率化推進委員会」の初会合が6月21日に開催され、港湾の24時間フルオープン化に向け、シュミレーションを策定し、費用対効果など検証していくこととなった。　昨年度の「港湾物流効率化推進調査委員会」のとりまとめでは、港湾荷役の更なる効率化・サービスの向上を目指し、作業の共同化、さらには集約・協業化の推進、港湾の24時間フルオープン化の実現等、施策を強力に推進すること等が打ち出された。　さらに今春闘では本年4月に、日曜荷役の恒久的実施、コンテナゲートオープン時間の延長等が労使間で合意され、港湾の24時間フルオープン化に向けて大きく前進するとともに、日本の港湾の活性化および国際競争力強化のための第一．歩が踏み出された状況でもある。　これらの状況を踏まえ、平成13年度の委員会は港湾の24時間フルオープン化の早期実現を目指し、港運事業者、自社、荷主、港湾管理者、関係行政機関等の関係者が参画する委員会を再度立ち上げ（新たな委員を追加の上）、話し合12§せんきょうノπ’y2001　　　いの場を設けるとともに、船社・荷主の具体的　　需要、労働者の交代制に導入に伴う労働コスト　　　の負担や波動性の吸収方策、個別の港湾事情、　　　我が国における国際ハブ港湾のあり方等の諸課　　　題について、具体的かつ実効性のある調査・検　　　討を行う、としている。　　　具体的には、現状の荷役体制に要するコスト　　　を算出した上で、今春闘合意を当てはめた場合、　　　高度な予約搬出入システムを導入した場合、完　　　全フルオープン化した場合のそれぞれのパター　　　ンについてコスト等を調査、比較分析していく、）．@としている。また、予約情報システムに関して　　　は、新たに実務レベルによるワーキンググルー　　　プ（WG）を設置し、委員会の議論と平行してフ　　　ルオープン化に対応可能な高度なシステムを検　　　討していく、としている。現在、横浜港や博多　　　港、北九州港などで予約搬出入システムが構築されているが、これらは道路混雑の緩和やトラックの有効活用を目的としてゲートとストックヤード問の連携によるものとなっている。このためWGでは、例えばヤード内オペレーションとの連携など、さらに高度化したものについての検討を考えている。　同調査では年度内に概ね3回程度委員会を開催し取りまとめを行うとしており、次回は10月頃に開催し、初会合時に委員より出された意見も充分踏まえ、より詳細なシュミレーション計画（案）を委員会に提示し、掘り下げた議論を交わしたいとしている。　なお、今年度についても国土交通省の茅野大臣官房審議官が委員会の座長を務め、邦船社からは当協会港湾協議会の森委員長（MOLジャパン社長）が引き続き委員の立場として参加する。．）【資料】　座　　・長　委　　員クククク〃〃ククククφ平成13年度　港湾物流効率化推進調査委員会　委員名簿　　国土交通省大臣官房審議官　茅野　　�兼�本港運協会副会長兼理事長　　山下　　�兼�本船主協会港湾．協議会委員長　　森　　�褐o済団体連合会輸送委員会　　物流効率化に関するワーキンググループ座長　　�兼�本荷主協会常務理事　　東京都港湾局長　　横浜市港湾局長　　神戸市港湾整備局長　　国土交通省港湾局計画課長　　国土交通省港湾局環境・技術課長　　国土交通省海事局港運課長　　国土交通省海上保安庁航行安全課長　　財務省関税局業務課長　　厚生労働省職業安定局建設・港湾対策室長幸利樹泰文和松本　忠雄河村　輝夫斎藤　哲哉金田　孝之山本　信行鬼頭平三品川　正典神谷俊広黒田　晃敏若狭正幸楳葉伸一　　（順不同、敬称略）廿A，宍よ「吾，ハ，？ρ07蕊1R髄EW5髄EW5國Ew5匿W5醗鵬醸総　　　　これまでの要望のうち半数以上の規制緩和が達成　　　　一これまでの当協会要望の規制緩和達成状況一　当協会は平成7年3月より平成13年2月まで12回にわたり、国土交通大臣（旧運輸大臣）や政府の規制緩和推進母体に対し規制緩和要望を行っている。政府は、これまで3回にわたり、3ヵ年の推進計画を策定してきたが、その流れは、資料1のとおりである。　こうした政府の規制緩和への取り組みのなかで、これまで当協会が要望してきた項目は全77項目あり、うち、措置済みまたは措置予定のものは35項目、一部措置済みまたは解決への道筋がついたものは18項目、措置困難とされたため、引き続き要望ないし要望に向けた検討を行うも【資料1】のは24項目となっており、当協会の活動により港湾・船員・無線など多くの分野で規制緩和がなされてきた。（資料2参照〉　当協会は、船員保険の被保険者資格付与についての見直しや船員職業紹介事業等の見直し、港湾運送事業の主要9港以外の規制緩和といった政策的重要項目が早急に解決され、輸出入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化など一部進展がみられる事項についても更なる規制緩和が図られるよう、関係省庁に対し、引き続き強力に働きかけを行っていくこととしている。政府の規制緩和の流れ（概要）1．当初の「規制緩和推進計画」（平成7年度〜9年度）〈平成7年度〉平成7年3月平成7年4月平成7年9月平成7年11月平成7年度末く平成8年度〉平成8年11月平成9年2月平成8年度末〈平成9年度〉平成9年12月当協会　要望書提出�@当初5年間の規制緩和推進計画を平成7年度を初年度とする3ヵ年計画として前倒し実施することを閣議決定。当協会　緊急要望提出�A当協会　要望書提出�B「規制緩和推進計画」改定当協会　要望書提出�C当協会　要望書提出�D「規制緩和推進計画」再改定行政改革委員会の規制緩和小委員会が新3ヵ年計画の策定を政府に要請する最終報告書を提出（12月で行革委任期切れ）→　政府は平成ユ0年度を初年度とする新3ヵ年計画の策定を決定。　　推進・監視機関として行政改革推進本部の下に規制緩和委員会を設置。14魯せんぎょうヵ4y　2001平成10年3月27日　当協会　要望書提出�E（会員アンケート実施。運輸大臣・政府の規制緩和委員　　　　　　会委員長宛提出）平成9年度末　「規制緩和推進計画」終了2．新たな規制緩和推進3力漕計画（平成10年度〜12年度）〈平成10年度〉　平成10年3月31日　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」の策定を閣議決定　平成10年ユ0月20日　経済団体連合会　要望書提出（当．協会要望項目を含む）　平成10年10月目　各省庁への要望提出期限平成10年ユ1月30日　当協会　要望書提出�F（運輸大臣・規制緩和委員会委員長宛提出）　平成11年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表平成1i年3月　当協会　中間公表に対する再要望を提出�G　平成11年度末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」改定〈平成肩年度〉　平成11年4月6日　行政改革推進本部規制緩和委員会が規制改革委員会と名称変更　平成11年10月　経済団体連合会　要望書提出（当協会要望項目を含む）　平成ユ1年10月29日　当協会　要望書提出�H平成11年10月末　各省庁への要望提出期限　平成12年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表平成12年2月29日　当協会　中間公表に対する再要望を提出�I　平成ユ2年度末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」再改定〈平成12年度〉　平成12年10月17日　経済団体連合会　要望書提出（当協会要望項目を含む）　平成12年10月31日　当協会　要望書提出�J　平成12年10月末　各省庁への要望提出期限　平成13年1月　各省庁　改定作業の状況を中間公表　平成13年2月26日　当協会　中間公表に対する再要望を提出�K　平成／3年末　「新たな規制緩和推進3ヵ年計画」終了3．規制改革推進3力年計画（平成B〜15年度）平成／3年3月31日　「規制改革推進3ヵ年計画」策定　平成13年4月1日、内閣府に「総合規制改革会議」設置（内閣府本府組織令に設置の根拠を持つ）注）　「要望書提出�@」という記述は、当協会の1回目の要望が国土交通大臣（運輸大臣）などに提　　繊されたことを示す。tナん害よ「1〃ん9ρρ1麟15　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　還寒藁藤ミ　　　、　　、腿EW5閥匠W5羅W5．縷》》§齢§　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　誌む蓉　轄・　　　、　、、【資料2】　これまでの全要望項目とその進捗状況（平成13年6月末現在〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）要望した後、取り下げたものは含まない。1　措置済みまたは措置予定のもの当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期i所管官庁）船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化外航海運企業実態調査、O航船舶運航実績報告書、外航船借受状況報告曹ﾈどの提出書類の簡素化平成13年度中に措置i国土交通省、法務省、�生労働省）．“■｣戸内海に無規に立地する危険物�ｮnに係るタンカーの安全対策確�書の廃止確約書の提出義務の廃止13年3月措置i国土交通省）@　　　　　．■．一．・．一一一一．一r?ｯ物積載船の入港および荷役にﾛしての危険物貨物の荷役許容量ﾌ見直し危険物の荷役許容量が2倍まで緩和された13年3月措置i国土交通省）．「?ｯ物を積載したコンテナ船に関ｷる夜目入港制限および当該コンeナの夜間荷役制限の緩和　　　　−■「．．幽@　放射線物質A　火薬類�@　10年10月措置A　13年3月措置@（国土交通省）．r?ｯ物積載船の荷役終了後桟橋でﾌレーダーの試運転許可について　　　　　　　　　　　　．．一’一．制限が廃止された13年3月措置i国土交通省）無線従事者第一級海上特殊無線技士、第三級海上無線通信m等の試験で実施している「電気通信術（和文）」ﾉついて、和文通話表を用いた通信の使用実態、ｻ状における必要性を調査の上、電気通信術（和ｶ）の試験の廃止の可否を検討し、その結果に�榲き所要の措置を講ずる。13年6月20日施行i総務省）第一級海上特殊無線技士及び第三級海上無線通M士に棚当する外国の資格を有する外国入が国燒@規の知識を習得させることを目的とした養ｬ過程を受講することにより容易にそれぞれの相iを取得できるよう検討しその結果に基づき蒲vの措置を講ずる。13年6月20日施行i総務省）無線従事二選（解）任届の簡素化少なくとも毎年の無線検査時には、当用時期にｨける選任届を提出すればよいことになった。13年1月6日から実施i総務省）一姫路・東播磨・菊間港の検疫港化　　　　　　　　■冒．幽．．汢u港とはならなかったが、港の衛生状態を保揩ｷるための経費の分撹（入港1回につきQ2，000円）が廃止された。12年4月実施一．fMDSS機器（EPIRB、SART、双方?ｳ線電話）の陸上保守点検問隔�６カ月から1年に延長すること12年6月借置@　　　　「「「．幽．．i．．i一．．港湾運送事業の規制緩和　　　　　　　　　　　　．．．・」?ｳ港湾運送事業法施行i主要g港のみ対象）12年11月1日施行i国土交通省）r−■．．一ﾎ油備蓄法に基づくGPS精度鑑閧ﾌ廃止　　　　　　　　　　「．幽し・i」．fPSの精度の鑑定間隔が2年から3年に緩和ｳれるとともに、2002年7月1日（予定）以降ﾍGPSが条約上の義務設備となることにて、ｸ度鑑定の必要はなくなった。12年8月借．置i経済産業省）タンカーの入湾規制手続きの緩和任意乾舷における載貨重量を載貨重量トン数証曹ﾌ裏面に記載することにより入団手続きの緩aを図る12年7月6日措置i国土他日省）16§せんぎょうル妙2001（当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期i所管官庁）国際船舶の日本人船・機長2名配改正貿CW条約に定める他の締約国の会議資11年5月20日施行乗体制の実現　　　　　　　　r一一一丁．．一．格証明書の承認制度の実現（運輸省）　　　　　　　　　「船舶法の見直し日本籍船を保有するための企業の取締役国籍制U年6月18日施行限撤廃幽船舶局における短波帯周波数の指国際電気通信連合（ITU）で使用が認められた12年3月22日措置定方式の見直し全ての周波数を記号化し、一括して指定するこ（郵政省）とが可能となった。海技免状の受験資格としての乗船改正訂CW条約に合わせる　　　　　　　　　．t年2月施行履歴の見直し・．．u−．．幽．・{邦に初めて入港するタンカーの2万5千総トン以上の液化ガスタンカーおよび12年10月描置安全対策確約書提出義務の廃止22万重量トン以上のタンカーに対する安全対策（海上保安庁）確約書を廃止．．秩u「．「航海用具等の設置基準の緩和10年3月措置L無線方位測定機および無線電話遭10年措置難周波数（2，182kHz）聴守受信機等の設置義務の廃止「．．幽i．．一一一一一一．「π．．．．船舶検査についての船級協会等のこれまで政府が行っていた�@10年7月措置活用�@救命設備、居住設備、航海用具等の検査を（運輸省）日本海事協会が行えるようになった。�Aユ0年5月措置�A　通信設備の検査を郵政省が認める認定点検（郵政省）事業者が行えるようになった。一一一．．黶｡■．．・・一．一一．一一一7．「−■．．戸総ﾛ航海旅客船に係る検査の合理中間検査時、上架検査（ドック入り）に代え水8年1月措置化中検査を可能とする船舶検査問隔の改善　　　　　　　　　．X年7月措置　　　　　　　　　．船員法第80条第2項の食料表を定前回改正から20年以上経過していたため、実態9年4月告示める告示の見直し　　　　　　　　　　　　　ゴ．．−「．に合わせる外国人船員の船員手帳の有効期間有効期間を2年→5年、本局に加え、一部の支　　　　　　　　　一W年4月措置．および交付場所の見直し局でも交付幽し幽無線検疫についての船舶の衛生検検疫に係る手続きの迅速化8年4月措置査受検義務の撤廃「幽．國一．一．一一ゴ｝船舶職員養成施設修了者に対する鴛M記試験免除期間の延長8年4月措．置！一・1船員手帳の健康証明書の見直し検査診断の指定医師数の拡大、有効期間の扱い　　．．幽．一」r一一一一一一．■−．．一．一．V年10月措置の弾力化「．防火構造材料の認定手続きの簡素　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽．．齟閧ﾌ要件を満たす外国試験機関等の検査デー・一．幽幽‘一V年措置化タがあれば運輸省（当時）の定める標準火災試験を省略　　　　．一・．一一一一．一rTπ．幽し／。MDSS関連機器。係。型式承認　　　　　　　　　「V年措置（運輸省：当時）と型式検定（郵政省：当時）の相互承認GMDSS機器（EPIRB、　SA盟、双　　．．7．．■．・」」一一一一一．．r「■．D舶のボースンストアをシールドルームとして　　　　　　　　　一^1年5月措置方向無線電話〉の船上での検査の利用することにより、GMDSS機工を修理工場実施へ持ち込むことなく船上での検査が可能となっｽ。せAr宍よ「乃，ハ，クρρ7蕊17醐EW5醐EW5閥匿W5．燈轡震§　韓轡懸　蒙轡鐸当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期i所管宮庁）船舶国籍証書の検認手続きの簡素ｻこれまで船舶所有者である会社の役員全員の住ｯ票の提示が求められていたが、船舶法の改正ﾉ伴い、総役員数の2／3以上の提示で足りるｱととなった。　　　．．■−■．．」」」．一．一一一一．一一．．−．．幽．／1年6月施行i運輸省）@　　　　　　　　．．i．．．．．t化ガ．スタンカーに対する「海上h災マニュアル」保持義務の廃止保持義務が廃止されたユ1年3月措置@　　　　　　　　一L夜間入港制限の緩和@．ゴ「−罰．．特定港における夜間入港制限については、許可�間1年の包括許可制度を導入し、運用を弾力ｻ　　　　　　　　　　　　　　　r．．．一．國」．．．．13年3月措置Dr■−「．．．．．．．．ゴ[一．_ブルハル化により15万総トン以繧ﾆなる船舶の浦賀水道航路航行ｧ限の見直し幽幽・．「．一一．一一一一「7「．■．幽し一「ｻ　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一．．．D危険物を積載中のタンカーに対する昼間航行のｧ限は残るが、／5万総トン以上との理由によるｧ限が廃止された。12年3月措置26万重量トン以上のタンカーの東椈pへの入篭に係る手続きの迅速当該規制の方法が、載貨重量トン数から実際のﾏ高へと変更され、現在主流の30万重量トン級ﾌタンカーも二二が可能となった。12年7月措置（2．一部措置済みまたは解決への道筋がついたもの当．協会要望項目措　　　置　　　内　　　容実　施　時　期i所管官庁）衛生管理者再講習受講者アフリカ西海岸にある港、ペルシャ湾に面する13年度検討・結論港、カラチ港のいずれかを起点・終点又は寄港（国土交通省）地とする航路（告示航路）については、貨物船であっても、医師を配乗するか、．又は医師の配乗に代えて通常の衛生管理者に加えて衛生管理追再講習受講者である衛生管理者を配乗することが義務付けられているが、告示航路におけるﾟ年の疾病発生状況等根拠データを明らかにし1　た上、見直しの必要性について検討する。一一|罰．■．一一一「．．O級海技士（電子通信）資格取得に必要な6か月の乗船履歴について、ユ3年度調査・検討・結諸外国の実態を精査した上で、日本独自の過剰論な規制があると認められる場合には、所要の措（国土交通省）置を講ずる。．．．．一■一」」ゴ．．一一一一一一一一一■7「「■．「．危険物積載船舶の荷役時の船胃弱タンカーによる引火性危険物の荷役を行う岸壁13年度検討安距離の緩和．ゴの船問保安距離の緩和について検討を行う。（国土交通省）．．�否判定基準の公表　−罰．國・」．rC事代理士試験、海技士（航海）、海技士（機13年度結論関）、海技士（通信）試験、海技士（電子通信）結論に基づきできるだ試験、小型船舶操縦士試験、水先人試験等の試け速やかに所要の措置。験について合否判定基準を定め公表する。（国土交通三等）．一一rVマルシップ混乗船に係る諸制度輪乗近代化深度化船の5名体制導入．．u−■．．一・i．．一一一．一一一．．「−の見直し．．．「一．−一−閲．外国籍船に乗り組む日本人船員の一部簡素化船員保険被保険者資格継続のための「派遣認定」手続きの簡素化．．|．■．．ii−「．−一．一．マルシップ乗船者に対する船員個一部削減・簡素化票提出の廃止もしくは手続きの簡f化r「閲「幽．幽i．．．．．．．．．．秩D．．幽．幽．L・．．−「．一．」」」．」．．・i」．i．雇入契約公認の簡素化対象船舶が拡大ユ8§せんぎょう∫zの2001当協会要望項目補　　　足　　　説　　　明実施予定時期i所管官庁）甲板部職貝の三級海技士（電気通一部軽減11年7月借置信）資格取得の容易化水先料金体系、料金決定の仕組み夜間割増料金等の見直しの実施（その他の水先　　　　　　　　r「X年11月、水先部会にの．見直し料金体系の見直しに関しては、水先料金問題検て承認討委員会で審議）　　　　　　　　　　「「．幽i・（国土交通省）水先業務の効率化同一湾内にある水先人会による足船の共有化を実施　　　　一國」．一一一一一．一■．．．航海実歴認定制度に関する申請手一部簡素化　　　　　　　　．．X年4月1日実施続きの簡素化（国土交通省）　　　　　　　　．．日本籍船の船体保険等の海外保険日本籍外航船舶の海外付保の自由化実現（船舶8年度4月ユ日に改正会社への直接付保不稼動損失保険は認められていないため、引き保険業法施行続き要望している）（金融庁）　　　　　　　　．．「コンテナ貨物の検量制度の見直し段階的削減で合意船舶の譲渡許可国際船舶を対象とする届出．制に改正．r．一一．2万5千総トン以上の液化ガスタ瀬戸内海（友が島水道）についてのみ安全対策12年10月一一部措置ンカーに対する航行安全指導およ確約書の廃止に伴い緩和。（運輸省〉び安全対策確約書に基づく、東京東京湾、伊勢湾については引き続き要望中。湾、伊勢湾、瀬戸内海への夜間入出域制限の撤廃2万5千総トン以上の液化ガスタ13年度に検討　　　　　　　　　．．．沒｢中ンカーに対する海上交通安全法に（国土交通省）基づく東京湾、伊勢湾への夜間入出域制限の緩和についてゴ．．「．■．國．・．．．．rr．．．瀬戸内海における危険物積載船を検討中除く巨大船への航行管制の緩和3．引き続き要望ないし要望に向けた検討を行うもの当協会要望項目／3年3月末発表の3か年計画における検討状況そ　の　後　のi捗状況等輸出入・港湾諸手続き全般の一層通関情報処理システムと港湾EDIシステムは13年度の簡素化及び真のワンストップサ13年度を目処に接続。（本措置では両システム（国土交通省、財務省、一ビスの実現毎に入力・送信する必要がある等、利用者の負法務省など）担は軽減されていないため、措置内容が不十分である。シングルウィンドウ（ワンイン）システムの整備を求める。）港湾関係諸税（とん税、特別とん措置されず進展なし税、船舶固定資産税）ならびに諸（国土交通省）料金（入港料等）の適正化．一．．一．一一「−．．外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適措置されず進展なし正化．．．．．．．r．・」．．「（国土交通省）．Tr．i・．．．．．「T．・．．．．港湾運送事業の更なる（主要9港措置されず進展なし以外の〉規制緩和（国土交通省）幽・i．船員保険の被保険者資格付与につ措置されず検討良いての見直し（厚生労働省、国土交通省）せん害．に5r仙2ρρ1髄Iq髄EWS髄EWS髄EWSN酬§霞轡§灘縄当協会要望項目搭　　　置　　　内　　　容実　施　時　期i所管官庁）船員職業紹介事業等の自由化13年度に検討検討中（国土交通省）7一■「．．幽．一一’蜚C無線従事者制度受講義務の簡措置されず進展なし素化（総務省）三級海上無線通信士認定講習に必措置されず進展なし要な実歴要件の緩和（総務省）三級海上無線通信士認定講習のう計画には記載されず検討r1’1ち英語に係る講習時間の短縮（総務省）船舶局無線従事者証明に係る講習措置されず進展なし回数の増加（総務省〉幽．一一一一一一一一一一一7一冒罰．幽■．インマルサット船舶地球局の免許措置されず進展なし人指定の見直し（総務省）　　　一一一一「一．．．．．一舶用トランシーバーの型式検定制措置されず進展なし度の見直し（所管官庁不明）ねずみ族駆除免除検査証書の有効13年度以降に検討検討中期聞の延長（厚生労働省〉マニラ港出港船に対する無線検疫計画には記載されず　　　　「「．．幽．．幽．・i．．一一一一i展なしの実施（厚生労働省）　　　　　　　　　　　　　　　　．幽．幽iL．内航海運（沿海船）の航行可能領計画には記載されず進展なし域の拡大（国土交通省）（当方は措置済とは認識していない）航海実歴認定を受けた船長の乗り措置されず進展なし組む全ての船舶に対する強制水先（国土交通省）の免除船舶不稼働損失保険の海外付保の措置されず．■．．一．．．i展なし自由化（金融監督庁）マルシップ外航客船の外国人乗組計画には記載されず進展なし員の上陸許可期間の延長（法務省、国土交通省）（当方は措置済とは認識していない）日本二二でのカジノの自由化　　．■．．．一・[置されず進展なし（法務省）船舶登記制度と船舶登録制度の一13年度検討　　　　　　　　．T「．．沒｢中元化（法務省、国土交通省）船舶登記・登録の変更時手続きの「幽．．幽幽L幽．．P3年度検討「幽．．一．沒｢中一元化（法務省、国土交通省）国際船舶の海外譲渡、登録抹消に計画には記載されず　　　　　　　　．■一」L一i展なし係る手続きの簡素化．（国土交通省）．■．．幽．．「日本での日本川船引き渡しに必要措置されず進展なしな書類の簡素化（経済産業省）船舶の建造許可に当たっての手続計画には記載されず　　　　　　　　　．．．．i展なしきの一層目簡素化（国土交通省〉（当方は措置済とは認識していない）20§せ《ノきょう∫μ妙2〔｝θエ（各種調査・報告書欄難…1：：；瓢アンケートとヒアリングに見るコンテナ船社の問題意識ぎ」定期航路を取り巻く環境変化と船頭経営の対応蟻i｛i縁1．アンケートとヒアリングに見るコンテナ船社の問題意識　　　「定期航路を取り巻く環境変化と三社経営の対応」　働海事産業研究所では、平成10年度と11年度に「経営者マインド調査：最近の定航海運トピックスに関するアンケート調査」を2回実施しているが、今回についても定航経営に関わる重要トピックス（�@船腹需給・運賃動向、�AOSRA　協議協定・同盟形骸化に対する三社の考え方、�Bアライアンスと合併について、�CrTによる経営の効率化、�D荷主サービスの高度化）について、アジアをはじめとする大手船社を対象にアンケートおよびヒアリング調査を行い、変革期における各社の意識と、経営のあり方を探った報告書をとりまとめた。1．はじめに　昨年（20QQ年）、世界の主要コンテナ船社の業績は順調に回復基調を辿った。各社の長年に亘る合理化とコスト削減の努力が実を結んだのは勿論であるが、最大の理由は、アメリカの好況に支えられて世界的に荷動きが旺盛であったことである。具体的には、2000年のアジアから北米向けのコンテナ貨物量は、前年に比べて14％余り伸びて、初めて700万TEUの大台に乗った。旺盛な荷動きとそれに伴うスペース・タイトを背景として、一定の運賃修復が行われたことも船社の業績改善に寄与した。　しかし、定航海運を左右するのは、果たしてアメリカの景気のような外的な要因だけだろうか。それとは別に定航業界の内部においても、構造的な変化が進みつつあるように思われる。ここでは変化のポイントとして、以下の4点に視点を据えることにしたい。◆市場原理の考え方が定航海運において定着し　つつあること◆スケール・メリットを追求する動きが強まつ　ていること◆船川間に見られる「共通化」や「平準化」のぜんぎよう駕v2001�D21　傾向◆業界の新たな秩序を模索する動き　こうした変化はひとり定航海運に特有なものではない。他の産業においても同じような動きが生じているのはしばしば観察されるところであり、海運業界もまた、グローバルな資本のメカニズムから無縁ではあり得ないと考えられるのである。かかる認識に立ち、本稿では、今春世界の主要コンテナ船社10数社に行ったアンケートとヒアリングの結果を踏まえて、舟航海運における構造的な変化と、それに対する船社の対応について考察してみたい。2．市場原理への追い風　1980年代以降、アメリカのレーガノミクスやイギリスのサッチャリズムに代表されるように、市場の原理を重視する市場主義的な傾向が欧米を中心に強まった。回航海運においてそうした動きを象徴するのが、99年に施行されたアメリカの「改正海事法」（Ocean　Shipping　Reform　Act，以下OSRA）である。　言うまでも無くOSRAの最大の特徴は、船社大型コンテナ船竣工予想＝隻数ベース　　一◆一4000〜4999TEU@　→トー5000〜5999TEU@　一一6000〜6999TEU@　一一7000TEU．．．一←TOTAL80．．．．．．．u「．「．．　100@　90u　70?@　60rS　5D?@　401S　3Q　　　20　　　10　　　0．．．．．．．|「「「「L．．」．．．．．．．．．．　．．−−．．D．ゴ．．−「「．．．．」」．．．．．．．@　　　’鷲@　　　　　　　　　　　　　　　　　．「．「−L・・」Pi．．．．．．．「．．．．．．．．w．．．@’〆−P二ゑづ…　　　導　　　　　誉＼。、／〜1999　　　　2DDD　　　　2001　　　　2002　　　　〔2DD3）@　　　　　　　　　　　　　　年出所＝「Clarkson　World　Shipyard　MonitorDatabase」から　　財団法人海事産業研究所が推計22§ぜんきよう∫〜吻2001が個々の荷主と相対で個別に契約を結び、かつ運賃や荷主名を公表しなくても良くなったことである。今回の調査でOSRAの影響について船社の意見を尋ねたところ、「船社のサービス改善を促進」し「荷主ごとに運賃や船社サービスの差が拡大する」という意見が比較的多く聞かれた。一方、運賃決定については「船腹の需給で決定されるものであり、OSRAによる直接の影響は無い」という意見が大勢を占めた。全体としてOSRAを肯定的に評価する意見が多かったが、「船固が貨物や荷主を選択出来るようになる」ので、「中小荷主にはOSRAの評判が良くない」という指摘もあった。3，スケール・メリット追求の動き　最近、船守の問でスケール・メリットを積極的に追求しようとする動きが顕著である。大型コンテナ船の投入や、アライアンスやM＆Aによる経営規模の拡大がその端的な顕れである。3．1，コンテナ船の大型化　「ポスト・パナマックス型」と呼ばれる大型コンテナ船の建造が近年著しい。これは積載量で大体4千数百TEU以上に相当するものであるが、今年4月の時点で「Clarkson　World　Ship−yard　Monitor　Database」から推計したところでは、4千TEU以上の大型船の竣工予定（隻数ベース）は1999年以降増加して、ピークとなる2002年には百隻近くになると見られる。　大型船投入の背景には、スケールメリットによりコストを削減したいという船社の基本的な欲求があるが、それを可能にしたのは、世界的な規模でアライアンスや大型M＆Aが進んで、大型船の船腹を埋めるだけの貨物を集められるようになった事実がある。　大型船を巡る関心事の1．つは、今後大型化がどこまで進むかということである。現在の造船技術では、1基1軸での最大船型は1万TEU前後とされており、これを上回る大型化には2基2軸が必要で、建造費がジャンプ・アップする。その他にも、極端な大型化は、コンテナ港湾の物理的な制約や荷役の長時間化という問題を孕み、スケール・メリットを減殺し兼ねない。技術的に可能な最大船型と、経済的な最適船型とは、必ずしも一致しないのである。　これらを踏まえた上で、船社はコンテナ船の大型化について、どのような見通しを持っているのか。アンケートの結果を見ると、「（現時点での最大船型を超える）8千TEU以上の大型船が．．般化する」と考える船下は、太平洋航路、欧州航路とも3分目1程度あるが、「大型化に伴って配船形態が大幅に変わる」というところまで踏み込んで想定している船側はごく少ない。　大型船を巡る今一つの問題は、大型船の大量投入が、今後の荷動き動向と絡めて、船腹需給に及ぼす影響である。2001／02年の船腹需給について、太平洋航路で約2割、欧州航路では約4割の船社が「供給過剰」を予想しているが、即時に「供給過剰は一時的なもので、2005年までの中期ベースでは需給ギャップは解消される」との見通しが多く聞かれた。過剰供給を引き起こす直接の原因としては、ほぼ全社が「アメリカの景気失速」を挙げている。　船腹需給と表裏の関係にある運賃水準については、アンケートの結果、現在の運賃水準に対して船社の不満がまだ根強いことが判る。例えば太平洋航路では、束航、西航とも4割の田田が、「現行運賃に不満で大幅な運賃引．．ヒげが必要」と考えている。「或る程度の運賃引上げが必要」と回答した船社を加えると、東回で7割、西日では8割に達し、国社は、運賃の修復がまだ不十分と考えているようである。この傾向は欧州航路でも同様で、東回、西航とも8割前後の船社が「大幅または或る程度の運賃引上げが必要」と答えている。3．2．経営規模の拡大　　　　一アライアンスとM＆A一　船社が経営規模の拡大を図る動きとしては、アライアンスとM＆Aがある。アライアンスは、各社が独立を保ちつつ、本船オペレーションを中心にグローバルな協調体制を築いて、サービス向上と合理化を目指すものである。これに対してM＆Aは、さらに踏み込んでスケール・メリットを追求する究極的な手段と位置付けられ、コスト競争力の強化と共に、シェア拡大による市場での優位性の確保や、サービス向上に必要な経営資源（ヒト、カネ、モノ）の集積を図るものである。近年、マースク／シーランド、P＆0／ネドロイド、NOL／APLなど、国籍の違う船社内で大型M＆Aが相次いだが、これは自動車や金融など他産業でグローバルな統合が進んでいるのと軌を一にするものである。（1）　アライアンス　　アンケ．一トでアライァンスに加入する船社　の満足度を調べたところ、「海上部分でのオ　ペレーション・コスト削減」、「Transit　time　の短縮」、「サービスエリアの拡充」などの項　目は相対的に高い評価となり、逆に「コンテ　ナ・インベントリー情報の共有化」、「同コス　トの削減」、「一般管理費の削減」、「セールス　活動でのマーケット情報の共有化」などの項　目は評価が低かった。経営の効率化という点　から見て、アライァンスの機能が限定的であ　ることを示すものと言えよう。また、今後ア　ライアンスの機能強化が必要、あるいは可能　な分野としては、「ターミナルでのオペレー　ション」「コンテナ・インベントリー」「フィ　ーダー」などを指摘する意見が比較的多く見　られた。†ナん宍よ「　為，ハPワ〃〕7醒ミつq　　今後大型コンテナ船が多数竣工して、場合　によっては一時的に船腹の需給が緩むかも知　れない状況に対して、「既存のアライアンス　の緊密化や機能強化が図られる」のか、それ　とも「アライアンスの再編成や一社間の大型　合併」というドラスティックな変化が起きる　のか。古社の見方は分かれたが、「どの方向　に進むかはアライアンスによって2極分化す　る」との意見も見られた。（2）M＆A　　近年の船社問の大型M＆Aについて、船社　は概ね肯定的に評価しているようである。ア　ンケートの結果では、大型M＆Aは「定期船　市場の安定化につながる」との意見が大勢を　占め、「スケール・メリットを活かしてサー　ビスの改善につながる」という意見も多かっ　た。こうした見解は、これまで大型M＆Aに　関わらなかった船社にも概ね共通しており、　M＆Aという経営手法が海運業界で定着しつ　つあることをうかがわせる。　　しかし一方では、「異なる企業文化の克服　や統合に伴う多額のコスト」などM＆Aに伴　う問題の指摘や、「これ以上の合併の進行は　市場の不安定化を引き起こしかねない」とい　う懸念も一部で聞かれた。4．船舶間の「共通化」「平準化」傾向　船社に対するヒアリングの中でしばしば耳にしたのは、「90年代に繰り広げられた船社員の過当競争と過度の運賃値下げは繰り返されないだろう」、「採算を度外視したシェア拡大ではなく、利益を重視する経営が必要」という意見であった。後者については「他社においても同様な考え方（シェア拡大よりも利益を重視）のところが増えて来た」との声も多く聞かれた。こうした意見が同盟船側、盟外船社を問わず共通24§せんきょうノ起妙2001している点は注目される。　船社問で意識の共通化が見られるようになったのには、次の2つの理由が考えられる、（D　目口経営の成熟　　海運業界に限らず一般に、ある企業が市場　に新規に参入した段階では、生き残りを図る　ため、まず、市場でのシェア確保を優先する　であろう。そのためには業界の秩序を顧みず、　安値攻勢も辞さないという経営姿勢は、往々　にして様々な新規参入企業で見られるところ　である。特に海運のようにイノベーションの　機会が乏しい業界では、新規参入の船社が、　相対的に安価な運賃を提示することで、荷主　にアピールしょうとすることは想像に難くな　い。　　しかし、このような傾向は、企業のライフ　サイクルの中で永続するものではない。企業　が、市場で一定のシェアを確保して生き残り　に成功すれば、次の段階には早晩、シェア拡　大から利益重視へ経営を転換するのは、企業　体力の点から見ても自然な流れである。（2）コスト構造の「平準化」と経営環境の「共　通化」　　かつては船舶間で、同盟船社＝高コスト、　盟外船社三三コストという格差がかなり明瞭　に見られた。しかしその後、邦船社の例に見る如く前者でコストのスリム化が相当進んだのに対して、後者では逆にコストの上昇があったとされ、両者のコスト構造がかなり「平準化」して来たと見られる。　さらに変化を決定付けたのが、1997年のアジア通貨危機であった。アジア各国の経済環境が悪化する中で、海運業界でもアジア系船社を中心に、債権者や株主などの利害関係者から利益重視の経営へ転換を求める．要求が高まり、もはや採算を度外視したシェア拡大一辺倒の経営は出来にくくなったと言われる。これが経営環境の「共通化」である。以上の要因が複合して、船社の意識の「共通化」が進んだと考えられる。5．新たな秩序の模索　上に述べたような「共通化」をベースとして、回航海運の新たな秩序を模索する動きが見られる。今回のヒアリングにおいても、同盟船社と盟外船社が同じ議論の土俵に乗り、船社問で対話の気運が醸成されつつあることをうかがわせる意見が聞かれた。　具体的には、太平洋航路安定化協定（Trans・paci癒Stabillzation　Agreement、以下TSA）など船社間の協議協定が、船社日の対話促進と新たな秩序作りへ向けて、一定の機能を果たすと思われる。TSAなど協議協定に対する船守の評価は、アンケートとヒアリングの結果、「太平洋航路の経営環境が改善したのは、主として船腹需給が改善したことによるが、協議．協定も、船社聞の情報交換の場として有効であった」という点におおむね集約されよう。　その他、協議協定が「同盟に代わって新たな海運秩序を確立する上で中心的な役割を担う」、「BAF、　CAFなど運賃以外の周辺部分の環境を整備する上で有効に機能する」という意見も各々約3分の1程度の船社で見られた。6，変革期における船社の課題　以上、最近の定航海運における4つの構造的な変化を概観したが、それは船社経営に何をもたらすのであろうか。　先ず考えられるのは、船社のコスト構造が平準化し、経営環境が共通化する中で、かつて船社間の運賃格差を形成した問題が相対的に縮小し、代わって運賃以外の競争要因が重要性を増すことである。運賃以外の競争要因とは、各船社が荷主のニーズを的確に把握した上で、自社サービスの独自性や、競会他社との差別化をいかに有効に顧客にアピールするか、というものになるであろう。　同社の経営戦略を例に上げるならば、一方では、海運の隣接部門たる内陸輸送や倉庫業に経営を伸展させて、総合物流業を志向する戦略があり、他方ではこれに対置して、本業たる定航部門に経営資源を集中的に投入して、IT化などをテコに、サービスの質的高度化を図るという考え方がある。経営戦略としてどちらが正しいか、という問題ではない。企業にとって利用可能な経営資源が有限である以上、経営の軸足をどこに置いて、経営資源を何に優先的に投入するかという選択は、避けて通れないものであり、サービスの独自性や差別化の発想が求められる所以である。　構造変化に伴う今1つの問題点は、グローバルな規模でスケール・メリット追求が進む中で、各回社は、現実に進展する大型M＆Aの動きにどう対応するかである。　主要船出の経営形態には大別して、持ち株会社の下でコンテナ船事業に特化するものと、一社の中で定期船・不定期船・非海運などの部門が有機的に結合して、全体としてのシナジー効果を目指すものがある。前者では、コンテナ船社間のM＆Aが比較的容易に行い得ると考えられるが、後者では、日航部門だけを分離して他社と統合することは、かえって経営の有効性を損なうとして抵抗が大きいであろう。そこには、画一的に論じられない企業経営の難しさがあるが、競合他社が現実にM＆Aにより市場シェアの拡大、荷主サービスの向上、コスト削減などを積極的に進める中で、無策であることは出来ない。自らも他社に伍して、M＆Aも辞さずス廿A、宍士「　再，「、，9〆｝n7懸ワRケール・メリットを追求するのか、あるいは、それに対抗し得る対案を提示するのか。経営の選択が求められよう。　2000年に主要コンテナ川社の業績は一定の回復をみたが、このような安定は永続するものでない。「市場主義」、「サービスの独自化・差別化」、「スケール・メリット追求」など大きな変革の足音が迫っている。それらは個々に独立した現象ではなく、複合して「大変動」や「大競争」とでも言うべき状況を作り出すのではないか。現在の定航海運を巡る状況をその胎動と認識するならば、新たな変革への対応を進めることは、船社にとって避けて通れない課題と言えよう。2．アジア通貨危機後の電力炭船腹需要をどのように見るか　　一アジア向け一般炭（電力炭）の荷動きとIPP（hdependent　Power　　　Producers：電力卸供給業者）の動向一　当協会は、アセアン向けの電力炭の需要が旺盛を極めた1990年代初頭のアセアンの経済背景、通貨危機が電力市場に及ぼした影響、足下の経済推移と今後の電力炭需要の動向について働海事産業研究所に調査を委託し、このほど調査報告書をとりまとめた。このため、本号では、調査報告書の概要について紹介することとした。1）不定期船マーケットを支える一般炭（電力　炭）輸送　／995年春にピークをつけた運賃市況は1999年初には1987年以来の安値を記録した。その背景として考えられるのは、1994年以降4年連続で新造船の引渡しが急増したことと、1997年のアジア通貨危機により、アジア向け荷動き量が低迷したこと、これに伴い、不定期船の船腹需給表1　日本・アジア石炭荷動き1991−2000年バランスが崩れたことによる。　その後、アジア諸国の通貨危機からの脱却・経済改革が進み、経済状況が復するにつれて荷動きも回復を見せ、運賃水準は1999年半ばに安値圏を脱して現在に至っている。　不定期船貨物荷動きのうち、この10年問で、日本・アジアともに大きな増量をみせたのは一般図（電力炭）である。表1は日本・アジアの石炭の1991年頃ら2000年までの海上荷動き量であるが、アジア向け一般炭がこの10年間で2倍以上に拡大していることが分かる。日本向け一・般炭も各電力会社の火力発電所建設・運開が順調に推移した為、毎年増加している。　一方、鉄鋼用に使用される原料炭の日本向け荷動き量はここ10年間、鉄鋼生産量が毎年1億トン前後で推移したため、略横ばいに推移して〔．単位：百万トン）】99119921993199419951996　19971998］9992000原料炭67656565686770686970日　　本一般炭43474852576ユ63636674計110112l1311712512813313ユ135144原料炭28293332353536363639アジア一般炭4350575971788389　　　　198111計7179　　　9D91106113119　　125　　13415026§せんきょうノめ200エL表2　アジア各国の一般炭消費量推移　　　　　　　　　　　　　〔単位：百万トン）1993199519981999中　　　　国1，Q18］．，1511，035869イ　　ン　　ド238283259255日　　　　本54647075韓　　　　国26283540台　　　　湾20223132インドネシア8101419その他アジア計11242320含　　計1，3751，5821，4671，310（出所：IEA）いる。　アジア向けについては中国・韓国での粗鋼生産量増加を反映して／991年からの1Q年間で11百万トン増えている。2）アジア各国の一般炭消費量　一般炭は電力用およびセメントを始めとする一般産業用に使用され、アジア各国の1993年から1999年までの消費量は次の表のとおり推移している。表2を見ると幾つかの特色がある。・日本では電力消費量の伸びに対応して電力各　社が火力発電所を増設し、また、一般産業の　IPP建設が運転開始に入った事などで毎年増　加を続けている。また、韓国・台湾では主と　して電力用に増量させている。・中国は産室国で大消費国である石炭は供給過　剰の状態にあり、また、環境対策面の問題を　考慮すると、今後、減産傾向が続くことと思　われる。・アセアン各国は1990年代初頭の経済発展の時　代から／997年通貨危機・IMF主導型の再建　過程のなかで、景気は低迷しており、電力需　要も落ち込んでいる為、1998・1999の両年に　亘って石炭消費量も減少している。3）アジア地域における電力需要の急増とIPP　の出現　中国・インドを含めたアジア（日本は除く）の人口は1998年央で31億人以上と全世界人口の50％近くを占めている。入口は毎年増加を続け、工業化も家庭用の電化も着実に進んでいるが、電力を始めとするインフラ整備が順調に進まないのが現実である。このことは逆に言えば、アジアの電力マーケットが極めて高い潜在的成長力を持っている市場であることを意味している。　このため、1990年代に入ってからのアジア、特にアセアンでの高成長を背景として、電力需要が急拡大し、各地で恒常的に電力不足が発生し、既存の発電所だけでは対応できなくなったことや、電源開発に必要な巨額資金の調達を確保する為、IPPの電力市場への参加が相次いだものである。　これは、主として欧米の電力業者を中心とした各事業体が、重電、プラント、設計、建設、コンサルタント、商社等関連業界を巻き込む一大市場を形成し、各国政府・電力庁の電力プロジェクト入札に参加、膨大な資金がアセアンに流れ込んだものである。　元々、IPPのスキームはいわゆるBOT（Built−Operate・Transfer）方式が一般的であり、feasib−lity　studyを開始し、投資実行、操業し、電力料金で投資を回収するまでに20年近くかかるプロジェクトがほとんどである。　特に1990年代初頭の経済成長に支えられ、電力需要が旺盛にあったタイ、インドネシア等でかなりの数のIPPが計画され、発電所の燃料用の輸入炭を輸送するための船舶需要に期待がかかった。アジア船社のなかには、こうしたIPPと長期にわたる輸送契約を締結の上、新造船を投入したケースもあった。　また、邦船各社もアセアンのIPP’市場への廿ム．キ｛み，「．，り舶7縞D7参入の可否についてfeasiblity　studyを開始したが、通貨危機によるアセアンの景気後退・電力需要の急減に直面し、各IPPが予定の運転開始時期を延期したり、中止したりしたため、具体的な船舶輸送までは至らなかった。4）通貨危機の発生とIPP　アセアン各国のIPPプロジェクトが運転開始を目指していたのは1998年から2002年にかけてのタイムスケジュールであったが、折悪しく1997年7月にタイで通貨危機が発生、瞬く間に周辺各国にその影響が及ぶところとなった。　アセアン各国通貨危機の発生により、対ドルレートは通貨危機前に比べ40−50％も下落した。　このため、ドル借り入れを抱えていた各IPPは債務額が2倍以上に膨張し、また、経済停滞・消費抑制の影響で電力需要は大i隔に後退した。（これは、電力プロジェクトに限らず、全ての産業界に共通のものである。）　IPPの場合、投資額は莫大なものとなるが、コスト部分（発電所の設計・建設、関連機器類の納入、発電用燃料の購入、送電・配電施設の建設等）はほとんどの場合、ドル建てであり、表3　アジア各国の1995−2001年GDP推移一方、電力料金の需要家・一般家庭からの徴収は現地通貨でなされるため、その間に大きな為替差損が発生し、当初予定した採算計画は通貨危機の直撃により、大幅に悪化を来たした。　IPPは借入金の返済が苦しくなり、事業家に融資していた金融機関は資金回収を早めた結果、計画中のIPPは運転開始を中止したり、運転開始時期の延期を余儀なくされたりした。5）今後のアジア向け電力炭需要　アジア各国の経済の今後の動向については、インドネシア・フィリピンに見られるように、経済低迷の長期化により、先行きが不透明な国と、通貨危機を固定相場制への移行や金融システムの改革により一定の危機を脱出したものと思われるマレーシア・シンガポールのような国もあり、アジア全体としては、先行きの不安要因は抱えながら緩やかな回復に向かうものと予想される。　表3はアジア各国のGDPの2001年までの推移表である。　2000年から2001年にかけて各国のGDPは対2000年比やや軟化して推移する予測をしている（％）199519961997199819992000　　2001（予）インドネシア＆27．84．ブ一13．20．24．84．2タ　　　　　　イ8．85．5一　〇．4一10．24．24．93．5マ　レー　シア9．48．67．7一　7．55．48．84．9フ　ィ　リ　ピン4．85．85．2一〇．53．24．03．1ベ　ト　ナ　ム9．59．38．24．44．46．66．4中　　　　　国10．59．58．87．87．18．17．3イ　　ン　　ド7．67．55．06．85．96．06．2韓　　　　　国8．96．85．0一　6．710．79．33．9台　　　　　湾6．46．16．74．65．76．55．1香　　　　　港3．84．55．2一　5．23．110．24．0シンガポール8．77．86．80．45．49．65．028§せんぎょうノ吻2001L表4　受入れ地域別一般炭海上荷動き増大量比較1990・19971997・20002000・2005（予）百万トンシェア百万トンシェア百万トンシェアア　　セ　　ア　　ンL74．王4．415．319．442．5インド　・中国6315．16．522．6＆217．9韓　国　　　台　湾33．78G．817．962．118．139．6計41．7100．028．8王00．045．7100．0　　　が、アメリカの景気に先行き不安要素があるた　　　め、これを下回る可能性も高く、予断を許さな　　　い状況にある。　　　　直近の景気動向はともかく、アジア向け電力．一．@炭輸送量については、4−5年のスパンでみる　　　と今後の景気の回復とともに凍結されていた　　　IPPプロジェクトの再開があるものとして20G5　　　年までに45百万トン（うち、アセアン19百万ト　　　ン）の増加を見込んでいる。　　　　表4はアジア各地域での一般炭輸入増加量を　　　1990年・1997年・2000年・2005年と各々の期間　　　ごとに集計したものである。　　　　韓国・台湾の純増シェアが減り、アセアン諸　　　国向けが2000年から2005年にかけてシェアを増　　　加させることが分かります。）6）各国別IPP動向　アジア各国のIPP火力発電計画は通貨危機の影響を受け、自国通貨の暴落と電力需要の減退により、当初予定の運転開始スケジュールが大幅に遅延している。各国毎に電源開発の現状を見ていきたい。全ての国を網羅するのは、紙面の都合で難しいので、マレーシア・中国・インド・インドネシアにつき記載した。］．マレーシア　通貨危機の直撃を受けたものの、金融／財政の引き締めと1ドル＝3．8リンギへの固定相場制移行（98年9月実施）や金融システムの構築等、自助努力で早目に経済危機を脱したと見られるマレーシアの電力供給体制は、半島マレーシア、ボルネオ島サバ州、サラワク州の3地域に分割して半島はテナガナショナル社：TNB（Tenaga　National　Berhad）サバ州はサバ電力庁Sabah　Elec困city　Boardが、サラワク州はサラワク電力供給公社Sarawak　Electricity　SupplyCQrpoゴ舶onがそれぞれ運営している。　工992年に半島部分で突然の停電が発生したのを契機として、電力不足に対処するため、マレーシアも積極的にIPPを導入したが、導入時に次の2点が政府とIPPとの間で確認されている。1．IPPに対する発電単価、投資利回りを保証　すること2．TNBがIPPから電力を購入することの保　証履行を義務づけたこと　しかし、こうしたIPPへの優遇はテナが社よりコストの高い電力を購入する結果となり、競争原理は働かないところとなった。さらに、景気の後退に伴う電力消費の伸び悩みにより、各IPPは苦戦を余儀なくされている。TNBJanamanjungプロジェクト　クアラルンプール北部のPerak州に2，100M／W（3x700M／W）の出力を持つTNBJananlanjungプロジェクトは2003年から2004年にかけて運転開始を目指している。これはフランス系のAL�pOMとマレーシア地場のPEREMBA　CON一訂RU�tIONとのジョイントベンチャーで、運転開始後は25年にわたってTNBに電力を供給十十ム．キト共　L．L，リハ∩7舳「》∩する契約となっている。年間に必要となる石炭は、約500万トンと言われ、ケープサイズ型が輸送上必要となろう。一般炭はインドネシア・豪州のサプライヤーと供給交渉中である。　こうした状況から、マレーシアの2000年から2005年の一般炭輸入量はIPP約8百万トンを中心として10百万トン以上の増加を見込んでいる。　現在の輸送主力はMISC／WAWASAN等が担っている。2，中　国　1980年代半ば以降の経済成長に伴う電力需要の急増に開発が追いつかず、慢性的電力不足の状況にあったが、国家を挙げて電源開発に取り組み、1998年に電力不足を解消した。　中国は世界一の人口を有し、経済も発展段階にあること、エネルギー消費量はアメリカに次ぐ世界第2位の消費国であること、僻耳国であり、エネルギー源としては石炭への依存度が極端に高いことなどの特色がある。電力供給体制　中国の電力供給体制は国務院が全額出資する国家電力公司がコントロールしており、その参加に5大ネットワーク（東北、華北、華東、華中、西北）を中心として、広東、広西、貴州、雲南の4省をカバーする華南ネットワーク、それに、山東、四川、福建、海南の4省に分割・運営されている。　中国のエネルギー資源は、その80％が内陸部に集中している一方、工業用の電力消費量は圧倒的に広東・福建等の沿海省部に需要が集中しており、「北仲南送」「日電東送」の発電・送冠体制実現が課題である。　巨額な電源開発費用を賄うには海外経済．協力基金やアジア銀行等の国際機関による融資や外国政府からの借款には限度があり、民間資金の30§せんぎょうノ麗砂200エ活用が望まれて来た。　その結果、1995年に中国政府は電気事業への電力会社以外の参入を積極化しIPPによる発電設備が本格化した。　今までに同国にて運開されたIPPは、広東省、海南省等の沿海州が中心となっており、電力ソースは圧倒的に石炭によるものが多い。　中国では開発の遅れる内陸地域は国主導で、沿海州では各省の自主開発にてインフラ整備を進めている。　中国に対する直接投資はBOT方式（外資の100％出資）と合資・合作（中国政府と外資の合弁）の2通りがあり、BOT方式は省政府が買電契約を保証することが前提となる。　中国に対する電力投資については、香港のHOPEWELLグループがShlajiao　B，　C（広東省）に投資し、当初の見込みは18％の投資収益を上げる計画であったが、中国政府の圧力により10％の収益率に凍結された経緯があり、更なる投資意欲は薄れている。　こうした投資収益率の減と政府の新規更PPへの建設保証が得られないため、IPPの動きは非常にスローなものとなっているが、・一・方で、2001年4月に貴州省の電力インフラ（出力400万K／W、貴州省電力公司が事業主体）の「日電東送」事業（最終消費地広東省）が2001−2005年の第1G次5ヵ年計画に乗り、中国銀行が24憶元（336億円）の融資確約をしたとの報道がなされている。　一般炭の輸送は北部を中心に分布する炭鉱から沿海部の発電所までCOSCOのバルクキャリアーもしくは鉄道で輸送される。福建省MeiZhou　WanプロジェクトはIMCが長期契約に基づきインドネシアから輸送している。　中国は国土面積・人口ともに大国である割に、輸入炭が増加しないのは、（．1．石炭埋蔵量が豊富であること2．石炭輸送船腹が十分あること3．国内石炭産業の雇用確保指向が強いこと4，輸入炭購入に際しては米ドル建てとなるが、　石炭・運賃支払い相当の外貨が不足している　ことが主因である。3．インド　インドでは、人口の急増と高い経済成長性、これに伴う電力使用量の増大により、今後、大幅な電力増加を必要とする。　電力供給法に基づき中央政府には電力政策の決定と電力需給調整を担当する中央電力庁が、また、各州には各々、州電力庁が設置されているが、個別の電力開発計画には、州政府（StateElectric　Board＝SEB）が基本的に供給責任を担っており、開発から配電まで行っている。電力開発の遅れ　発電設備は1999年末時点で約9万M／Wで、このうち、約7万M／Wが火力発電となっている。深刻な電力不足（年聞2万M／Wといわれている）に対応すべく、政府は2012年までに新規に10万M／Wの供給体制を目指しており、同時に電力料金体系の見直し、盗電防止、送配電網の整備を早急に構築する「電力改革」に総力を挙げる旨計画しているが、1998年に増設された発電容量は水・火力合わせて約1，300M／Wに過ぎない。　現在、明らかにされているインド政府の電力改革は分割・民営化を柱とするものであるが、電源開発を受け持つSEB自体が慢性的な赤字体質（15年間連続赤字であると言われている）にあり、電力料金の引き上げも急速には実現できないこと、新規投資に回る資金が枯渇していること、更には中央政府と州政府の調整が難しいこと、投資に際しての政府の保証は基本的にないこと等の事情がインドでの電力不足の背景にあり、また、鉄道輸送を担うRailroad　lndiaと生産者であるCoal　lndia　Ltd（石炭を火力発電所まで輸送する）の問での輸送・売買契約が必要であるが、この調整が困難である。　SEB（特にPunjab，　Gujerat，　Karnataka，　TamilNaduの各州）自体は炭質が良いこととインド炭に比べて石炭供給面での信頼性の上から、輸入炭に強い関心を寄せているが、輸入量が増加しないのは、1．Coal　lndiaによる国内炭使用の強い圧力　（lobbying）2．輸入関税が高いことから国内炭に依存し勝　ちであること3．輸入炭の購入契約条件が不利であること4．港湾施設が整備されてないこと5．輸入炭を購入するに際して石炭価格・運賃　は米ドル建てとなるが、外貨が不足している　こと6．国内産炭関連業者の雇用促進政策等の事情による。lPPの計画頓挫　インドでは、Andhara　Pradesh／Gulerat／Kar−nataka／Kerala／Punjab／Tami　Nuda等の主として中西部各州を中心として開発計画がなされている。　現在、確認されているだけで、／9のIPP計画があったが、この内、5カ所の計画が頓挫している。　但し、SEBもその他需要者も、環境問題に対応できる良質な石炭の供給元を求めていることや、Ennore，　Mundra，　Pipavav，　Dhamra等で港湾開発が開始されており、いずれはGearless船の入港も可能となるので、石炭輸入量は増加すると思われる。　現在は北部の炭田からPanamax／Handymax什A．キト只　　L．「．、onハ▼磯91にてHaldia／Tuticorin，　Madrasに沿岸輸送されている。　2000年から2005年にかけての荷動きは、IPPの大きな伸びはないものの、セメント業界での需要があり、約7百万トン増量と見ている。4，インドネシア　インドネシアのIPP計画もまた、投資収益率の低下と電力購入コストの両面の問題を抱えている。経営破綻にあるPLN　IPPの仕組みが同国で導入されて間もなく通貨危機が発生し、国営電力会社PLN（Perusa−haan　Listric　Negara）の収支状況（1999年度）は、年間収入が23兆ルピアに対し同支出が30兆ルピアとなっており、差し引き7兆ルピア（約しOOO億円）の赤字を計上している。　1998年度（一9兆ルピア）、1997年度（一6，000億ルピア）と毎期赤字収支が続いている。この為、累積赤字は本年3月末で27兆ルピア（約4，000億円）となっている。　1998年度の赤字の内、6兆ルピアは借入金の利払いに消え、3兆ルピアは為替（外貨建て債務がルピアの下落に伴い増加したことによる）とされている。　財政難を借入金の増加で凌いでいる為、同社借入金の合計額は長・短合計140兆ルピア（約2兆円）を抱え既に破産状態にある。　こうした状況をPLNが独自に打開できるめどは、電力料金の引き上げしか（今年6月から基本料金を20％前後引き上げる計画）ないが、これだけでは収支均衡にはほど遠く、緊急対策として、一部地域で電力カットを実施している。　さらに、累積赤字は政府の全面的肩代わり（株式化）することが政府決定されているが、国民に将来のッケが回って来ることとなり、一時的　びほうな弥縫策に過ぎないため、政府に対する批判が32§せんきょうノ絢2901集中している。　政府とPLNおよびIPPとの間では、当初締結した27の電力契約につき、IPPとPLN問の買電価格を1k／w当たり4．2米セント以下にならない場合、契約を終了させる旨、言明しており、対象のIPPは17社であると言われている。　また、1988年から香港のホープウエルグループが参画していたタンジュンジャティB発電所開発事業はホープウエルがこれ以上事業継続を出来なくなり、インドネシア政府が、同発電所を2億米ドルで．買い戻すことで合意した（2000年11月17日）と報道されている。7）日本マーケットとの関係　一方、これまで火力発電に電源の主力を置いてきた日本は、今後の経済動向・電力消費量の減退傾向・省エネの促進・環境対策（環境問題を巡って1997年12月に開催された京都会議におけるCO　2削減計画の公約・CO　2を発生させる石炭火力発電所を減らし、LNG等への切替を促進する動き）等の環境変化を考えると、一般炭の荷動きは以前ほどの大幅な伸びを期待出来そうになく、邦船社の電力炭営業についても、アジア向け輸送も視野に入れる時期に来ているものと考えられる。　但し、このマーケットにはコスト競争力に勝るアジア中社が多数輸送にあたっており、邦船の参入には周到な準備が必要である。　総じてアジア各国とも電力開発・IPPの現状はスローな動きではあるものの、電力需要は今後、確実に増加するものと考えられるので、各国の政治経済情勢動向・電力関係業界の動向に留意する必要がある。罫・ヒ．船会社の仲間たち　　　　　　　一蜘�S徊∫〜@　　　　　ミ　蝋く一喘＼．　！今回、登場して頂くのは　　　　　共和産業海運（株）営業部課長代理　　　　三ξ卍部桂吾ざ故31歳）で現3．御社の自慢といえば？1，所属部署の業務は主にどのようなものなのでしょうか？　当社は、液体からドライ貨物　鳶まで多種カーゴの輸送を行う内　　　　　ゆ航船社です。　私の属する営業部では、白油、黒油、LPG、液体アンモニア、ケミカル、硫酸の各タンカーの集荷、配船および各種契約交渉等の業務を行っております。　昭和35年、本邦初のLPGタンカーを建造、就航さぜました。また、平成9年には、業界に先駆け．、音声による航行支援システムを搭載したLPG船「新ぷろばん丸」を建造、就航させております。4　今後チャレンジしてみたい仕事について教えて下さい。　　　船舶構造を勉強し、TSL並　　みの超高速タンカー船建造の際ζ　　にはスタッフとして、参加して　　みたいと思います。2　これまでの会社生活の中で一番の思い出といえば…？　入社3年目25歳の時、彼女とデートの日の夕方、船トラブル発生。当時、携帯もなく連絡がとれたのは夜の9時、その後、通話料を含めた携帯費用2人分と彼女自身を一生負担する事になりました。共和産業海運�鰍ﾌ事業概要　当社は、石油製品、LPG、ケミカル製品、硫酸等をタンカーにて日本国内一円の輸送に従事しています。廿A、キド「　r、，「．．り1｝ハマ“？9　　　　　　　　　蹄凡魂栽　　　　　　　ヒェや　　　　　　　〃xσ臆衡：り　あの大震災から6年余、震災復興支援への感謝の気持ちを込めて、生まれ変わった新しい神戸をお披露目する神戸21世紀復興記念事業「K：OBE2001ひと・まち・みらい」が本年1月17日から9月30日まで神戸市内全域で繰り広げられておりますが、同事業の一環として、神戸港においても完全に復興した神戸港を広くアピールし、親しみやすい港づくりに寄与するとともに、市民に心の安らぎを与え、また次代を担う青少年や市民に海や海運に対する認識を新たにしていただき、広く海事思想の普及を図ることを目的として「KOBE20Glみなとフェスタ」の諸事業が実施されております。　今回はみなとフェスタでどのような事業が実施されることになっているのかをお知らせしたいと思います。1．神戸客船フェア（1）市民クルージング　�@「ロマン3」、「すずかけ」、「に　　　っぽん丸」、「ルミナス神戸2」、　　　「オリエントビーナス」で市民　　　クルーズを実施。　　�A「ルミナス神戸2」に乗船して　　　の神戸沖クルージング。船内で　　　海洋教室を開催。　（2）神戸ポートターミナルに停泊し　　ているクルーズ客船内での講演会　　と船内見学会を実施。　（3）外航客船の入出港の際に歓送迎　　セレモニーを実施。／4｝船や海を題材とした図画コンクールを実　　施。入賞作品の展示を予定。�求@フェスタ期間中、入港した客船や練習船　　等にKOBE2001みなとフェスタ記念楯を　　贈呈。　（6）7月23日、阪九フェリーおよびダイヤモ　　ンドフェリーの社船を、こうべシークイー　　ンが訪問。2．KOBEマリンフェスタ　ウォーターフロントをステージに、市民参加型のマリンスポーツの展示、競技、デモンストレーション等を集中的に展開するとともに、合わせてバザールを実施。　（D　マリンスポーッ教室　　　ディンギーヨット教室、モーターボート　　教室を開催。　〔2＞夏・KOBEマリンフェスタ　　　水上バイク、ウインドサーフィン、モー　　ターボート、ヨットなどのマリンスポーツ　　　　「．7　　　　∴Y　　　．早▲練習船「日本丸」「海王丸」（34§せんきょうノ吻2001▲みなとこうべ海上花火大会　　および小型船艇等による海の大ページェン　　ト、官庁船艇等による体験航海などを実施。　紛　練習船・巡視船の船内見学会　　　新港第1突堤で航海訓練所の練習船「銀　　河丸」と第5管区海上保安本部の巡視船「せ　　っっ」の船内見学会を実施。3．みなとこうべ海上花火大会　メリケンパーク沖に設置した台船4基から、打ち上げ花火1，000発、仕掛け9基、の花火を打ち上げる。4．港繁栄海上安全祈願祭と海上パレード　神戸海洋博物館において港湾勤労者表彰式、港繁栄・海上安全祈願祭を執り行った後、神戸市の港務艇「おおわだ2」、同「竜王」他に神戸市長、神戸シークイーン、マリンメイト、おまつり大使等が乗船して海上をパレードし、第2関門において奉剣・奉幣の儀を執り行う。見学　船には市民400名を招待。　　5．海の日「神戸まつりヨットレース」　　須磨〜塩屋沖にクルーザーコース（約6．1　マイル、100隻）、ディンギーコース（約2　マイル、50隻）の二つのコースを設定して　　レースを実施。　　6．KOBEシップパレード　　台船3隻に、華やかなイメージ電飾を施　　し、台船をタスキがけで3隻連結し、タグ　　ボート2隻で曳航し、海上パレードを行う。　　7．モニュメント時計の設置と披露式典　　　中突堤西地区の緑地に、船をイメージし　　た蒸気と汽笛で時を知らせるモニュメント　　時計を設置。ウォーターフロントにおいて　　ミナトの情緒を演出する。　　8．「神戸港見学会」　　　神戸市の港務艇「おおわだ2」（187総ト　　ン）による神戸港見学会。　　9．みなとのライトアップ　ポートタワー・海洋博物館やオリエンタルホテル等のライトアップに加え、メリケンパーク、神戸大橋、神戸ポートターミナル・みなと異人館、ハーバーランド「はね橋」などを期間中ライトアップする。10．その他のイベント　ロ）練習船の入出港歓送迎セレモニー　（2）進水式見学会　樹　企画展「海の気象・あした天気にな〜れ」　�求@「深江丸」体験航海と海洋博物館見学会　�求@「海技丸」体験航海とロープワーク教室　以上のほか、例年どおり「海の旬間」行事も盛りだくさんに実施されますので、神芦市民を中心に海・船・港について知っていただくよい機会になるのではないかと期待しております。　　　　　　　（阪神地区事務局長　谷ロー朗）什ム．壽　」真　　L．r．．凸Aハ，“9＝、．静満ツ｛2．@　��　磯撃鐵．　　　　　　　9v〆〆〆〆〆〆横須賀パイロット元商船三井船長　森　　康　　　　　　　　　　　　購蒙．滅奏え熱論。。癖＿。。　　、、．，．．かかる1桝ケ等で歌が始まると自然・躰一．　　穣，護：蕪鐸．航路が長かったせいであると気が付いた。1955疑　　　　　　年入社第一船は華やかなニューヨーク航路と酒　　　　　　落ていたが、後は東雁、南阿、西阿とアフリカ航路　　　　　　の時期が続いた。特に西阿の思い出は多い。その　　　　　　中で、ガーナ共和国アクラ港の荷役風景は今では　　　　　　信じられない遠い昔話である。アクラ　ガーナ共和国の主都アクラは、西アフリカの東西に延びた海岸線の中央に位置し、この海岸はゴールド・コースト（黄金海岸）と呼ばれ、金の産出が盛んであった。西はアイボリー・コースト像牙海岸）、東はスレーブ・コースト（奴隷海岸）と呼ばれ、文字通り暗黒の時代を彷彿させる。アクラはイギリスの植民地時代、野口英世博士が黄熱で病没の地としても知られ、今なお救世の日本人として畏敬の念と共に記念碑が建っている。　1933年商船による定期航路開設以来、大戦後、ダム建設をはじめ国土整備への協力、各種雑貨輸入、ココアを主とする農産物の輸出国、ガーナと日本との交易は盛んである。アクラの荷役風景　どういうわけか、独立当時、ガーナの主都アクラには大型船の着岸設備がなかった。　貨物の揚げ積みは典型的な沖荷役であった。　1959〜1960年に乗船したうんどん丸（8137G／T）は南大西洋に面したオープンロードの沖合い、数△沖荷役風景（筆者イラスト）千メートルの水域に錨を下ろして碇泊し、本船と遠浅になった砂丘との間を「サーフボート」と呼ばれる大型カヌーで往復して荷役が行われた。　10名前後の漕手と舵手が一組となり、そのような数十艘の大型カヌーによる労働賃金の安い人海戦術であった。　オープンロードであるため自然条件は厳しい、南西モンスーンの時季には特に長大なうねりをもろに受けるので極めて危険な作業となる。私どもの水先業務も同様であるが、うねりのエネルギーは恐ろしく、有るか無いか判らない小さなうねりでも、小舟を何メートルも簡単に放り上げる力を持っている。　この上下動の巾、本船デリックにより吊り下げられたネットスリングを彼等は実に絶妙のタイミングで受け取るのである。　舵手は自然と呼吸を合わせてうねりを読み、漕　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ　うん手と舵手と貨物を受け取る者の三者による阿畔の呼吸が要求される瞬間である。　時には、ネットスリングをフックから外すタイミングを誤って貨物が海没することもある、直ちに2・3（36§ぜんきょうノ吻2001〆〆〆翻転〆．〆〆〆〆〆巨人の漕手が海に飛び込み、軽い貨物なら難なく引き揚げるが、今落ちた木箱は重いらしい、海に潜った漕手はなかなか姿を現さない、やがて鯨の汐吹きみたいに頭が出たが手ぶらであった。その木箱は重いボールベアリングの箱で、精一杯努力した結果の汐吹きだったらしい。　そんなわけで、アクラの沖は永い間には相当量の貨物が海没のままだったと思われる。　ちなみに、日本からアクラ揚げ貨物の内装は全てビニール製のもので水密保護されていたのを思い出す。苛酷な労働は歌声と共に　厳しい自然環境のもと、このように、どうして彼等が見事なまでに一致団結した行動を取り得るのかを考えるとき、そこには歌声と合唱のリズムがあった事に気付く。初めてアクラに寄港した頃、沖に響き渡るテノールとバリトンの美しいコーラスに魅了されたが、やがてそれは彼等にとって単なる歌ではなく、自然と人間の調和を醸し出す必要不可欠な歌声であった事に気付くのである。虐げられた人々　1960年前後、東はモザンビーク、西はアンゴラ等かつてのポルトガル植民地は海外州の名のもとにかたくなに姿勢を崩そうとしなかった。　第11東西丸（6842G／T＞乗船中に目撃したこれら植民地の港での荷役風景を今も忘れることが出来ないでいる。　重さ100kgもあるジュート（黄麻）のプレスされた梱包を2人1組のアフリカ人夫が協力して船心内に何段も積み上げる重労働である。木箱に腰掛けたビール腹のポルトガル人監督の手には革紐の付いた2メートル程の鞭を持ち、少しでも動作が鈍いと直ちに鞭が飛ぶのであった。紛れもなく牛馬同然である。この虐待の中にも「腹から絞り出す歌声」があった。　睨み返すことすら出来ず、恨みを恐れ、必死に7つの海のこぼ説話夢¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き　歌声と共に苦難を超越し、無言の勝者となってい　アクラの海に響き渡った美しい歌声の陰にもはとする驚くべき数の巨大神殿やオベリスク等を建　　．．ぎ立したことを想うとき、そこにはきっと全身全霊の大　　．＼つつ、砂漠に轟き渡る数万人数一卜万人の大コーラ歌声はもっと積極的な意味を持ち、人間が一致団結し、大自然と調和して、気合と共に苦難を克服　　畢、罵雛薦潔野を成し噛　出来ることなら、宇宙の彼方へと消え去ったかも知れないこの「癒しと神秘な力」を宿す天与の歌_▲カヌーによる揚荷役（筆者イラスト）、叢1＝咋昌51MO第74回海上安全委員会（Msc）がロン／ドンで開催され、訂CW95条約（船員の訓30練、資格証明、当直基準に関する条約〉の〜　要件を満たす国のリスト「ホワイトリスト」6／の審査を行う他、船舶検査のための通路の8強制化などsOLAS条約（海上における人日．命安全のための国際条約）の規則改定案を　　審議した。　　（P．9海運ニュース国際会議レポート参照）11国土交通省・外務省・海上保安庁および当日協会などで構成される「海賊および船舶に　　対する武装強盗等対策検討会議」が開催さ　　れ、海賊対策にかかわる各省庁の取り組み　　状況や今後の計画などが報告された，11国土交通省は・2001年3月末現在の内航船日腹量を発表した。それによると2000年12月　　末と比べ0．8％増の683万7千重量トン（油　　送船は立法メートルで換算）となった。20当協会は第54回通常総会を開催した。日（P．1特別欄参照）21国土交通省は・2001年度第1回「港湾物流日効率化推進調査委員会」を開催した。　　（p．12海運ニュース内外情報参照）38§せんきょうみ砂200121国際海運会議所（Ics）は関係団体と合同で日構成するシップ・リサイクリング・ワーキ　　ング・グループをロンドンで開催した。1司　会合において、船舶リサイクルヤード周辺　　の環境保護および労働者の健康・安全の確　保に向けて船主が自主的に取り組むべき項　　目をまとめた行動指針（Code　of　Practice）　　の最終化に向けた議論が行われた。22第3管区海上保安本部は・東京湾に入港す日る大型タンカーの規制を緩和し、最大船型　　を26万5千重量トンからダブルハル構造お　　よび入港時喫水21m以下を条件に最大31万　　5千重量トンにすることを認めた。25第2回グローバル’シップ’リサイクル’日サミットがロッテルダムで開催された。2692年国際油濁補償基金第3回「南面2条約／の機能見直しに関するワーキング・グルー29プ」が。ンド。のIMO本部で闘崔され、日　　荷主を拠出者とする「任意の追加補償基金」　　設立の議定書案が審議された。26国際商工会議所（lcc）の国際海事局（IMB）／は、第4回「海賊および幽霊船対策に関す27る会議」をクアラルンプ＿ルにおいて開催日　　した。会議では東南アジア諸国や欧州など　　33力国の海上警備機関や民間関係者が参加　　し、海賊対策の意見・情報交換、具体策の　　検討が行われた。28国土交通省は第6回「今後の港湾の管理運日営のあり方に関する検討会」を開催し、「港　　湾管理運営検討委員会報告書（案）」を審議　　の上、「報告書」を取りまとめた。（よ・公布法令（6月）�堰@核燃料物資等の工場又は事業所の外におけ　　る運搬に関する規則の一・部を改正する省令　　（文部科学省、経済産業省、国土交通省令第　　1号、平成13年6月／5日公布、平成13年6　　月15日施行）�苑D員になろうとする者に関する国際協定の　　締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置　　法施行規則の一部を改正する省令　　（国土交通省令第97号、平成13年6月15日公　　布、平成13年6月15日施行）��　国民の祝日に関する法律及び老人福祉法の　　一部を改正する法律　　（法律第59条、平成13年6月22日公布、平成　　15年1月1日施行）せんきょう嗣v2ρ01麟29騨灘蹴騨謎潤、1，わが国貿易額の推移謎｝輝騨懸黙戴．…黙騨黙十≡口統運毎、、ノ、（．学．位1Q億円）前年比・前年同期比（％）年　月輸　出iFOB）輸　入iCIF）入�居o超輸　出輸　入　　1985@　1990@　1995@　1998@　1999@　2000Q000年5月@　　　6@　　　7@　　　8@　　　9@　　　／0@　　　／1@　　　12Q001年1月@　　　2@　　　3@　　　4@　　　541，956S1，457S1，53eT0，645S7，557T1，657R，855S，488f，313S，205@4，679S，476S，283S，626@3，625@4，199@4，921@4β31@3，81631，085R3，855R1，548R6，653R5，204S0，915R，273R，292R，310R，596Rβ83R，786R，687R，810@3，721@3，320@4，006@3，669@3，73810，870V，601X，gs2P3，911P2，352P0，741@　581P，196H，OO2@　608P，295@　690@　596@　816@　520@　879@　914@　662@　　77　　　4．0@　　9，6@　　2．6｣　　0．6｣　　6．1@　　8．6@　　8．3@　　9．8@　　2．2@　　12．5@　　9．6@　　8．3@　　10．1@　　8．2@　　3．2@　　1．5@　　4．7｣　　1，1｢　　o．9▲　　3．8@　　16．8@　　12．3｣　10，5｢　　4．O@　　l6．0@　　19．4@　　12．6@　　11，2@　　18，3@　　16．9@　　27．8@　　14，3@　　20．9@　　24．4@　　12．3@　　11．5@　　13．3@　　14，1（注）　財務．省貿易統計によるD3．不定期船自由市場の成約状況2　対米ドル円相場の推移（銀行間直物椙場）年　月醐）平均最高値最安値199014．4．．81124．30160．10199594．0680．30104．251996108．7998．05110．311997121．00111．35131．251998130．89114．25147．001999113．91111．28116．402000107．77102．50114．902000年6月106．23104．50108．907107．90105．93／09．5081Q8．Q71Q6．15109．4Q9106．75105．27107．85／o108．36107．75109．1811108．89107．15111．2512112．20110．45114．902001年1月l17．10113．85l19．252116．07114．90117．253121．12117．30／．24．604123．83121．55126．455122．07／19．20123．906122．04119．15124．．60（単位：千M〆T）区分航海用船用船定期ムシングル（品　目別内　訳）年次口　計連続航海航　　海穀胸「石炭鉱石スクラップ砂糖肥料その他T君PPerlod1995172，6424，911167，73148，77552，37157，2611，5261，9415，054803154，80249，0611996203，4072，478200，92954，37469，50966，5398983，2515，60175714456129，8151997195，9962，663193，33346」9267，19266，5511，0693，7247，312693160，46843，2401998186，1971，712184，62141，93869，30164，9948363，8002，4991，280136，97224」OO1999141，3211，304150，48130，68656，18457β092353，2741，7D91，082149，73439，5812000　913，68019813，482／，5335，6375，9150321116512，1733β181011，467011，4672，0ユ74，4734，353055706711，1712，8781117，17553516，6402，1953，7609，919485561514712，3023，692129，6143709，2441，6872，6754，113o5343420110，0581，95220Q1　117，72921017，5工91，8／56β037，07D791，4812066511，6643，840213，82115013，6712，1613，5747，4350389011214，0613，859310，77620010，5761，4013，9833，9381039973811615，6163，689411，4902811，4628954，3655，5800375823912，8562，38859，84109，8411，3202，6415，166574393318512，87210，826611，550011，5508254，3565，5280744455312，8953，818（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目男11はシングルものの合計。�B年別は暦．年。40�Qせんきょう∫吻2θ01｛トドWLVリリ．．【．．ニ　ヒ凋零．マ紬。珊畢智『μド善q掌澤｝（ρ乙6ズ�A・碑餌・脚病喫辛AVG互8π駈wq互国恥�M・暫＝｝1翻ムー4ビ煮皐幽纏串日�@（翼｝OD’乙τ　00’81O9’机　　QO’81@　＝@　00’Zτ　　　一sz’zτ　099z王XZ’ε1　00’6τOセ’セi　o9’セ［@　Q9’9τ@　00’9正@　oo’9τ@　89’9正@　69’9工@　09’εI@　oz’ε1Orτ正　09’IIn9’II　OZ’ε正　　一一f9’＄疋　Q工’セ疋@　＝@　　二　　＝@　＝X乙’91　ετ’91@　　@　＿　　　　　　　99’εz@　＿　　　　　　　OQ’セ乙@　　＿　　　　09’τZ　9客’ZZ@　　＿　　　　o乙’zz　o8’z乞@　　＿　　　　　00’τε　9Z’客ε@　　＿　　　　　09’正Z　O9’ZZ99’GZ　G9’zzX8’9Z　9ビ’9εO9’死　　9Z’9εO9’四　　9∠’9乙Xウ’εz　99死　　　旧一@　〇〇’ε9X8’砿　9r麗O0’ε乙　9乙“冨客盾潤flz　oo’乙znO’0乙　09’認X9’i冨　09’ZZ乙．［hInIU8乙99ラε客1顎階　　睾誉剛柔　　豊署顎踏．　睾警顎脚　睾暫　騎士　兜讐二階　　幹踏王oozOGG乙モOG乙Qoe乙　　　　　兀GG乙OQCζ取区遡壁／乙4‘存蛆／壽1野躰　　　　　　畑／乙耀（耐／4（註＝軍痴（糎／乙4鮮・軸／纒緋・率巳／乙4r伴）購’9（ア＝揮鵬（ρ丁冒迅ノ〔1互0客撃辞羊・へ．�Hr−44f−4匿d4r一自判軍雇可�A。草聯牌撃τ9函、‡1耳】ゆ二4ズ�F　　。（o撃管@　　　・セ了⊃1．1、＊葛ムー4磁華曜雛腫コk日�@　田）00’9ε　00’0ラO3’乙s　o9’egnO’0∠　00’S8O0「D乙　OO’06O0’0乙　09’96O⊆’ε8　09’001oo’9ZI　o9’z机O0’％100’9乙1O0’90100’0εIpO’90工Q9’客ε1Oσ’05　00℃ZI藷�’乙g　oo’o帆nO’08　00’96O0’％　OQ’乙6pO’ラ9　00998O0’錦　DO’o乙O0’9セ　OO’99O0’0セ　DO’O⊆OQ’伽　　呪’帥nO’0ラ　OO’9セnO’9ラ　9乙’ε9pQ’εセ　G9’四Z〇’9ε　00’9セ�’gs　oo’蟹O9’∠ε　00’99p9’εε　09’乙セO⊆℃ε　00’DセO騒’Zセ　OS’Z9O0’09　00’99O0’19　09’δ909’8ε　09’1セpQ’乙9　QO’9乙　　　　　Xガ88　00’ε0工O0’98　09’乙6O0’08　00’811oo’o可CG’GgIn9’凶τ0§’乙∠τc臼’巳τ100辱991O0’8Zτ00’09｛O9’ZII　O9’ε91fQ’86　G9’Zun9’96　09’ZロX乙’ε6　9乙9ττ王O0’8∠　00’96O0’zg　o9’z8O0’ラ9　00’99O0’8セ　00’6909’ムヤ　GG’99O0’仲　　00’客9O0噛帥　　09辱ラ9Xガ9セ　09’ε9O0’9ε　00’0セ@　　OG’8εO0’9セ　09’ε9痩ｳ9乙ε　09’9セO0’9ε　00’9セ盾潤f聡　　G9’o乙O9’69　09’ζ乙X∠’09　09’∠9乙｛hIcIU8ム99　セ　ε　乙　正心1誉　　撃奮笥踏　　緊粋重陥　　翠響顎賭　　攣皆．顎階．　睾警嶺階　　睾再工OG乙GQO名666王tGozoooz6661〉《巨＊堀／鍛々44‘》宰日／鍵距4／1rレ（来靱／蟹444r》！・口置／姦44偽！）田≦剴’セLue弓　　　　�梶@　　　　邸」　　　　鰯�e4鰍　　�虐聡し　　　　［oo己�o己　　　　　　　　666L　　　　　　　　86δE　　　　　　　　‘56［　　　　　　〔芸｝966［o09D［00信靱璽／乙4解@　　　　＼｝ノ、来靱／莚“《4ry　　一ノ^＼＼1」一ハ　　　！＼1　　�j9L！ヘ@　　　　ノ　　　　ノ　　N　　！　　　’vaY1ノノσ　　9　　01　　鱗　　胴　　98　　四車日／翠璽叢耶　　　　　　’@　　　　’@　　　　ρ@　　　　‘＼　　　　、！　　　　’、ODLr　　　宰日／壁444r》’　　　　ノ率日ノ乙4催　　0日Bε@　DQ【ﾖ　　　　　　　　　　　　　1@　　　　　　　　　　「@　　　　　　　　　　‘@　　　　　　　　　�d’Oε　　　　　　　　　　［@　　　　　　　　　，@　四」XEヰ09［」u里　　咋　　堕oooo露鯛1。。／．響．＿＿．蜘．。雌　　剛　　一一・・……雌．ハヒ一謎懸濫一・・盤黙“　歌…灘軸・、・．・蟻娘灘懸　・蹴蝋、・　　石炭〔ハンプトンローズ／日本〕・鉄鉱石〔ツバロン／日本・ッバロン／．西［歳1〔ド助2515105o石炭（八ンブトンローズ／日本）／鉄妬1（ツバロン／日本）／、．、、！／、！へ｝　　　ト　！r、、〆ノL、ノレ＼〆r＼、1、　　ノ@／^／＼鉄鉱石（ツバロン／西欧）19961年1］99ア199B19992D口。2G91〔ド1レla5　40D2D15「o535D�o25D2DO1501DDo　　o運賃指数削　　一nンτイーNリーンY、声、へ　　　、1’　　一ｪン7イー_ーティー_，、　／、、　L、llll！　　へ四∠ミ�dへ一　｝、　　　　　！　　　　　　　小型wハ、　！n、　　ノ�拑I中型ゾ　、　！　　　ゾA　、　　　！@　、、ノVLCC1996岡1997199B1999200D200iぐDO35030025020015010006．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）　（単位　ドル／トン）ハンプトンローズ〆日本（石炭〉ツバロン／日本（鉄鉱石）ッバロン〆西欧（鉄鉱石）月次20002001200D2QO120002001最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123456　789101112｝1．1．OO＝＝＝＝二＝二＝11．75＝11．50二＝＝＝＝＝6．25　　6．00V．85　　5．00@　8．20W．05　　7．25V．50　　　6．90V．60　　6．70W．42　　7．20W．70　　7．20W．55　　7．13W．20　　8．00X．65　　8．25@　一8．45　　7．20W．00　　6．35V，50　　5．85U．85　　5．75@12．10U．65　　6．05（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�Aいずれも8万D〆W以．．ヒ15万D／W未満の船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。．（7．タンカー運賃指数タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃．　　指　　　数月次1999　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2001VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型　H・DH・C12345678910111253．5T8．7U2．2S8．8R7．8S0．7S9．4S2．3SL3S7．0S9．5S4．891．2X5．8X2．1X3．9W8．13W5．8V5．7V4．3V3．3VL3W2．5X1．2l16．8P38．0P13．8P36．7P28．2P21．4P24．0P12．9P08．1P09．8P10．9P06．315D．0P612P64．3P67．5P76．6Q09．9P96．3P60．OP62．1P53．6P41．7P46．9198．9P65．7P59．3P44．2P58．3P57．3P64．5P59．1P47．9P51．3P50．1P44．14S．0T3．3Tδ．3U9．6W］．4X5．8P00．9､05．5P28．6P36．2P34．3P60．192．8P07．8P15．7P34．9P26．9P35．6P53．lP96．5P90．9P65．1Q0’L7Q09．8126．2P41．1P63．7P95．7P77．4P74．1Q44．9Q65．5Q692P．94．1Q67．0Q64．6145．9P54．．3P67．3P85．6P87．0P94．3Q61．3Q43．4Q29．5Q17．3Q40．9Q72．0148．4P69．9P89．4P96．8Q05．3Q10．0Q15．1Q33．9Q54．6Q64．9Q57．8Q83．／151．8P17．2W6．7X4．1W1．4217．3Q05．8P58．4P71．3P60．3346．3Q3D．5Q38．9Q72．QP．90．5277．4R22．9Q94．7Q99．0Q95．7371．0S0D．2R47．8Q64．4Q62．7平均48．084．60118．9165．8158．49ア．6152．8206．9208．2219．1（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月に合併）�A．タンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　　指数の5区分については、以下のとおり　�CVLCC＝15万トン以上　．�P中型：7万〜15万トン　◎．小型：3万〜7万　　　トン　��H・D≡ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満　．塞：H・C＝ハンディ・クリーン：全船型。42§せんきょうヵ卿200エ」囎澱職茂、繍漣漣瀬想還、巡．．濫『、．課煙．巡）細姻35q3GO25D2αo150100用船料指数旧95偉〕聖997199319992000�o1450　聖剛　　万D僻伽』03αo25020o1501DO50o8DDδσo4DD�o0係船船腹］995〔年〕】99ア19981999�o2DD11�o万0酬枷600400脚8　貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数日月次1996199719981999200020011996199719981999200020011207．0209．0189．0166．0190．0193．0380．3347．0277．0231．Q222．0264．02202．0197．0186．O170．O191．0198．O386．6332．0254．0229．O231．0267．O3192．0199．017ユ．O169．0190．0195．D339．4341．0260．0219．0231．026Q．04192．0197．D1．73．o172．0191．0200．0363．Q354．0262．0221．0246．0258．05196．0190．0173．0173．0193．0206．0350．0342．0262．0238．0252．0262．06195．0184．D175．0176．0202．0339．0326．0292．O238．0251．Q7186．0183．O167．0179．0202．O339．0338．0266．0226．0264．O8189．0］．96．0165．0178．0203．0289．0330．0210．0233．0267．09186．D190．0164．0185．O206．0293．0327．0208．0238．0271．01．0176．0191．0165．0185．O207．0294．0316．0222．0241．029D．011188．O189．0170．0195．0206．0323．0290．O231．0254．0278．01221LO186．0168．0192．0200．0323．0294．0232．0237．O267．0平均193．3192．6172．1178．3198．4334．9328．1245．5233．7255．8（注〉�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジP六一による。（シッビング・ニューズ・インターナショナ．数は1971ルはロイズ・オブ・@　　　蔦／DO。ロンドンプレスと1987年11．月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6＝100定期用船料指．）9．係船船腹量の推移199920002001月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G！T干DハV隻数干G／T千D〆W隻数干G／r千D〆W隻数千G／T干D／W隻数千G〆T干D／W隻数千G〆．T千D〆W一　ワ】　3　4　5　6328　3，242　4，060R17　　3，094　　3，830R12　　3，248　4，135R06　3，32／　4，275R03　　3，114　　3，949R28　3，503　4，535511，2052，125S7　9071，487S51，0041，720S9L1831，943S91」741．926T01β872，485333　3，252　4，134R13　2，孚84　3，758R10　2，949　3，680R12　　2，921　3，599R05　　2，773　3，381Q99　　2，690　　3，26946／，2552，292S61，1，922，221S．61，1，∋22，221S61，1，ア22，257S3　914L698S21，1272，194265　2，354　2，775Q59　2，194　2，497Q58　2，174　2，489Q56　2，127　2，463Q47　2，Q63　2，379Q43　2，031　2，34141　7841，477R9　7391，382S0　9711，883R9　6471，203R8　6451，199R7　6441，1967329　3，374　4，345501β632，443291　　2，630　　3，22541　8651，6398341　3，407　4，377511，5122，639286　　2，622　　3，22440　8正31，5529344　3，514　4，560501，5072，631280　　2，569　　3，18340　8131，55210355　　3，544　　4，576491，1411，940292　　2，618　　3，185441，1・i．Q　2，201ll347　3，332　4，248471，2362，193289　　2，574　　3，13542　8771，64412355　3，456　4，449461，2932，308271　　2，429　　2，91440　7791，4．71（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。廿A、宍上「　　ハ，ハ、ワρη7爵42＝撃7魯蓬翠煙瀦冨＝“F　　，　イチロー選手がメジャーリーグで大活躍、一番打者としてチームを引っ張りチームは開幕から絶好調、ダントツでアメリカンリーグ西地区の首位を独走している。また、彼自身もオールスターのファン投票で圧倒的な得票数を獲得し堂々のトップで選出された。その得票数は日本からの投票分を差し引いても依然トップを占めるので、彼の活躍がアメリカでも充分認められている証だろう。オールスターゲームが地元シアトルで行われることもあって、イチロー選手は過去にオールスターゲームで活躍しMVPとなった4名の選手と共に今年のゲームの公式プログラムの表紙を飾るという名誉を得た。’lchh・o　Phenomenon’という言葉も使われるようになり、その効果によってかマリナーズからはイチロー選手を筆頭に4名がファン投票で選出され、佐々木投手を初め監督推薦でも4名が最終的に出場を決め、計8名が地元でのオールスターゲームに臨む。　野茂投手がドジャーズに入団して、日本人選手のメジャーリーグ志向へのきっかけを作り長谷川、伊良部、吉井、鈴木、大家等の各選手が昨年まで各々のチームで活躍したが全て投手だった。しかし、今年からはイチロー、新庄と2名の野手がメジャーリーグ入りしたことにより毎日そのプレー振りが放送されるので、さらにメジャーリーグへの志向が加速されるであろう。　野球以外でもサッカーの中田選手、西澤選手、テニスの杉山選手、ゴルフの丸山選手、尾ll奇直道選手、小林浩美選手、福島選手といったプロ選手が活躍の場を世界に求め現在プレー中である。　アマチュア選手もスキー、スケートをはじめ陸上、水泳と国際大会で上位争いをするのが当44§せんきょう／朗ジ2001たり前のレベルに達している種目も数多くなり、日本人の選手が今後世界の強豪を相手に勝負する機会がどんどん増えてくるだろう。　活躍の場を世界に求め、諸外国と競争すると言う点ではわが海運界も同様である。　相手は常に世界の最強プレーヤーなので、少しでも油断をしたり努力を怠ると、すぐに置いていかれたり、叩きのめされる点ではスポーツと合い通じる物があるようだ。　イチロー選手は日本では7年連続の首位打者という輝かしい実績を引っさげてメジャーリーグ入りし、そこでも同様の活躍をしている。年俸もかなりの額が支払われたようだが、いわゆるイチロー効果で観客動員数も増え、諸々のマリナーズグッズの売上も延び、球団としてハッピイな結果になっていると言われている。一流の選手はどこへ行ってもそれなりの活躍が可能なので、海運会社もイチロー選手のような・一流の選手（船）を持てば自ずと今年のマリナーズのような成績と結果がついて来るだろう。　しかしながら、全員がイチローのような選手ばかりでもおそらく今年のマリナーズのような快進撃には結びつかないと思われるので、いかにバラエティに富んだ優秀な選手を集め育てるかが球団フロントの使命であり腕の見せ所だ。この点は、野球ばかりでなく海運界も、さらにどの世界についてもの共通課題であり一朝一夕には行かない。いかに第二、第三の“イチロー”を見つけるかがこれからの勝負となるのだろう。　　　　　三光汽船株式会社社長室　経営企画チームリーダー　　　　　　　　川西勝せんきょう7月号　　No．492（VoL42　No．4）発行．．．．平成13年7月20日倉1」干四．　日工不035年8月10日発行所　社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）TEL．（03）3264−7181（総務部広報室）編集・発行人　鈴木昭洋製作．株式会社タイヨーグラフィック定価　407円（消費税を含む．会員については会費に含めて購読料を　　　　徴収している）　　　　　@肖　　　　　　隠　　　　　　　犠　　　　　　　　■　　　一　　　　　　　　　、」．h←　　　　　　　　　　．．■　−．）’）購寒麟竈脇盤環境憲章環境理念日本船主協会は、地球・海洋環境保全が最重要課題のひとつであるとの認識に立ち、海難事故や油濁による海洋汚染を防止するため船舶の安全運航を徹底するとともに、環境負荷の低減および資源の有効活用を推進します。さらに、海運があらゆる産業活動と市民生活を支える物流インフラストラクチャーであることを踏まえ、環境保全への一層の取り組みを図り、わが国ならびに世界経済の健全な発展に寄与することに努めます。行動指針日本船主協会は、環境保全に関する行動指針を次のとおり定め、環境対策の推進に努めるとともに会員会社の積極的な環境保全への取り組みを支援します。　　地球・海洋環境に関わる国内外の法規の遵守と自主的な環境方針の策定1．　　　による一層の環境保全　　　船舶の安全運航を確保するための管理システムの構築と徹底、安全運航2．　　　に寄与する機器の開発支援と導入促進　　　省エネルギー・輸送効率に優れた船舶および設備の採用、船舶の運航に3．　　　伴う環境負荷の低減、廃棄物の削減と適切な処理　　　海洋汚染事故の原因となるサブスタンダード船排除の積極的な推進と船4．　　　舶リサイクルの促進5．　船舶の運航技術の向上と地球・海洋環境保全のための適切な教育・訓練　　　海難事故および大規模災害等に備え、迅速な対応が取れる適切な6．　　　体制の維持・整備促進　　環境保全活動に関する積極的な情報の提供、環境問題への7．　　　意識向上と環境保全への日常的取り組みの強化　　　環境対策に関わる内外関係機関等との連携の強化および8，　　　内外フォーラム・会議への積極的な参加と貢献　　　け　、以、、・蕪愛鰯　．蜘い−罵滑、∵蟻

